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Ⅰ　大阪府域における温暖化の状況等
１　温暖化対策の最近の動向

(1)地球温暖化をめぐる近年の科学的知見

世界全体の二酸化炭素排出量は、人口増加や経済発展のため増加し続けている。

2013年に発表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５次評価報告書第１作業部会報告書によると、1880年～2012年の期間において、世界の平均地上気温※1は0.85 [0.65～1.06] ※2℃上昇していること、1971年～2010年の期間において、海洋の水深75mの層の水温は、0.44[0.36～0.52] ℃上昇し、世界の平均海面水位は、80[68～92]mm上昇したことなど、気候システムの温暖化には疑う余地がないことを改めて指摘し、20世紀半ば以降の温暖化の主な要因は、人間の活動によるものであった可能性が極めて高いとしている。将来予測として、IPCCが設定した代表的濃度経路シナリオのうちで最も濃度が高くなるシナリオでは21世紀末の世界の平均地上気温が2.6～4.8℃、平均海面水位が0.45ｍ～0.82ｍ※3上昇すると予測している。平均地上気温の上昇に伴って、ほとんどの陸域で極端な高温、熱波の頻度が増加し、中緯度の陸域と湿潤な熱帯域で、極端な降雨がより強く、頻繁になる可能性が非常に高いとしている。
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第５次評価報告書第２作業部会報告書では、確信度の高い複数の分野や地域に及ぶ主要なリスクとして、①海面上昇・高潮被害、②洪水被害、③極端な気象現象によるインフラ等の機能停止、④熱中症、⑤食料安全保障の脅威、⑥水不足と農業生産減少による農村部の経済損失、⑦海洋生態系の損失、⑧陸域・内水生態系の損失の8つを挙げている。将来に関しては、温暖化の進行がより早く、大きくなると、適応の限界を超える可能性があるが、政治的、社会的、経済的、技術的システムの変革により、効果的な適応策を講じ、緩和策をあわせて促進することにより、レジリエント（強靱）な社会の実現と持続可能な開発が促進されるとしている。

※1 陸域の気温と海面水温を併せて解析した気温。

※2 []内の数字は推定すべき対象の真の値をその範囲に含んでいる可能性が90％であることを意味する。

※3 1986年～2005年平均を基準として21世紀末（2081年～2100年）について示している。基準となっている1986年〜2005年までに、工業化以前と比して、すでに地上気温や海面水位が上昇していることに留意が必要である。
(2)国際的動向

国際的な対策のあり方については、2008年から2012年までの京都議定書の第一約束期間において、日本は温室効果ガス排出量を1990年比６％削減するという目標に対して、排出量は1990年比1.4％増となったが、森林吸収源による吸収量や京都メカニズムクレジットも勘定すると５か年平均で1990年比8.4％減となり目標を達成した。2013年から2020年までの京都議定書の第二約束期間については、附属書I国（先進国）全体で1990年比少なくとも18％削減などが京都議定書に盛り込まれたが、日本は第二約束期間に参加しないこととし、国連気候変動枠組条約の締約国会議（COP）の決定に基づいて、2020年目標を提出し、実施することとなった。

2011年の国連気候変動枠組条約第17回締約国会議(COP17)で、全ての国が参加する2020年以降の温室効果ガス排出削減の新たな枠組について、2015年のCOP21で合意することを目指して交渉を開始することが決定された。2013年11月のCOP19においては、2014年のCOP20までに各国の2020年以降の約束草案を示す際に提供する情報を特定するとともに、全ての国がCOP21に十分先立ち、自国の約束草案を示すことが取り決められた。2014年9月の国連気候変動サミットで、二酸化炭素排出量世界1位の中国と２位のアメリカは対策強化に前向きな姿勢を見せ、来年の早い時期に約束草案を示すことを表明したが、日本は、約束草案をできるだけ早期に示すことを目指すと表明するに留まった。
(3)国内の動向

わが国においては、2011年３月の東日本大震災の影響で原子力発電所が停止し、電力供給能力が下がったため節電を呼びかけた。その結果、関西電力管内の夏の使用電力は最大となった2010年に比べ2012、2013年で11％、2014年で13％削減を達成し、関西以外でも使用電力が削減された。また、制度的には、2012年7月に再生可能エネルギーの固定価格買取制度が開始され、2012年10月に地球温暖化対策税が施行されるなど地球温暖化対策のための制度が導入されてきた。東日本大震災後に見直すとしていた目標については、2013年11月のCOP19において、原子力発電による温室効果ガスの削減効果を含めずに設定した現時点の目標として、「2020年度の温室効果ガス削減目標は、2005 年度比で3.8％減とする」ことを表明した。今後、この目標は、エネルギー政策等の検討の進展を踏まえ見直し、確定的な目標を設定することとなっている。2013年5月に国に地球温暖化対策計画策定を義務付ける規定等を盛り込んだ「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下、「温対法」という。）が改正されたが、温室効果ガスの削減のための施策などを盛り込んだ地球温暖化対策計画は現在未策定となっている。また、温暖化の悪影響への適応の取組みを定めた国の「適応計画」が、2015年夏を目途に取りまとめられる予定である。
ヒートアイランド対策については、2004年3月に「ヒートアイランド対策大綱」を策定し、関係府省が連携しヒートアイランド対策を推進してきた。2012年3月には、従来の対策を推進しつつ、ヒートアイランド現象に起因する熱ストレスの増大などの影響の抑制に着目した対策を今後のヒートアイランド対策の新たな柱として位置づけ、「ヒートアイランド対策マニュアル」が取りまとめられた。

また、これまでの対策・調査研究などの実績、その他知見の集積及び関係府省における新たな施策の展開を踏まえ、ヒートアイランド対策を一層強化するため、2013年7月に「ヒートアイランド対策大綱」を改定し、人の健康への影響等を軽減する適応策の推進が追加された。
２　大阪府域の温暖化の現状と対策
(1)温室効果ガス排出量の現状

大阪府域における温室効果ガス排出量の推移を図Ⅰ-3に示す。2009年度までは減少傾向であったが、2010年度以降増加している。2012年度の温室効果ガス排出量は、5,764万トンとなり、1990年度と比べ2.5％減少となっている。2010年度の増加の主な原因は2008年に発生したリーマンショック後の景気後退からの回復の中で、製造業等の活動量の増加に伴い産業部門からの排出量が増えたこと、猛暑厳冬により電力消費が増加したことなどである。また、2011,2012年度の増加の主な原因は、電気の排出係数の増加である。　
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図Ⅰ-3　大阪府域における温室効果ガス排出量の推移

※各年度の関西電力の電気の排出係数を用いて算定した値

※1990年度の代替フロン等の値は1995年度の値

○部門ごとの排出量について

産業部門については、1990年度と比べ製造品出荷額等が３割程度減少したことや省エネの推進などにより、温室効果ガス排出量は２割以上減少しているが、排出量全体に占める割合は依然として大きい。

業務部門については、業務用床面積、営業時間の増加やOA機器の普及などにより二酸化炭素排出量は増加しているが、近年は床面積当たりのエネルギー消費量は減少傾向にある。

家庭部門については、増加原因として、世帯数の増加及び様々な家電製品の普及などが考えられるが、１世帯当たりのエネルギー消費量は減少傾向にある。

運輸部門については、減少傾向で推移し、2009年度からは1990年度を下回っている。この原因としては、自動車の燃費向上が考えられる。

廃棄物部門については、2006年度から2009年度までは減少傾向であり、2010年度以降は横ばいで推移している。

(2)大阪における気温及び熱帯夜数の推移

大阪では、過去100年間で平均気温が約2℃上昇し、全国平均の約1℃を上回っており、この差がヒートアイランド現象の影響と考えられている。

大阪管区気象台における日最高気温、日平均気温及び日最低気温の平均値は、緩やかな上昇傾向にあり、1971年以降、各1.26℃、1.14℃、1.28℃上昇している（図Ⅰ-4）。

[image: image9.png](°C) 25

20

10

—s—H&E —Oo—H¥Y --HRE

W

000000°000000qop00 00 000R00T00E00E000000

AAAAA_AkAﬁAaAﬁAAAAA.AAﬂ_AA
ADADDELDLAN \ A Bp D

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

(%)



大阪における2013年の熱帯夜数は47日となっており、全国の主要都市でも多い（図Ⅰ-5）。
図Ⅰ-4　大阪における日最高・平均・最低気温（５年移動平均）
※5年移動平均とは、その年および前後2か年を含めた5か年の平均をとった値
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図Ⅰ-5　大都市における熱帯夜数（５年移動平均）

(3)大阪府内の温暖化対策
大阪府においては、「大阪府地球温暖化対策地域推進計画」（1995年3月策定、2000年3月、2005年9月改定）において、2010年度の温室効果ガス排出量を1990年度から９％削減することを目標として取組みを行った結果、12.1％の削減となり、目標を達成している。次期計画として、2012年3月に「温暖化対策おおさかアクションプラン～大阪府地球温暖化対策実行計画～（区域施策編）」（2012年3月策定）（以下、「現実行計画」という。）を策定し、2014年度までに温室効果ガス排出量を1990年度から15％削減する目標を掲げ、温室効果ガス排出削減の取組みを総合的・計画的に推進している。2006年4月には、地球温暖化対策の柱として、事業活動における温室効果ガスの排出抑制や建築物の環境配慮などを規定した、「大阪府温暖化の防止等に関する条例」（以下、「温暖化防止条例」という。）を施行し、一層の対策推進し、2014年3月には、再生可能エネルギーの普及拡大や省エネの推進など、2020年度までに大阪府･大阪市が取り組むエネルギー関連施策の方向性を提示するものとして、「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」を策定し取組みを推進している。

大阪では、地球温暖化による気温の上昇だけでなく、都市化に伴うヒートアイランド現象による気温の上昇が加わり、熱環境が悪化している。このため大阪府は、2004年6月に「大阪府ヒートアイランド対策推進計画」を策定し、2025年までに住宅地域における熱帯夜数を３割削減する目標などを掲げ、対策を推進してきた。また、2006年1月に「大阪ヒートアイランド対策技術コンソーシアム」が作られ、産官学民が連携してヒートアイランド対策を推進してきた。ヒートアイランド現象が顕著な大阪市においても、2005年3月に「大阪市ヒートアイランド対策推進計画」を策定し、ヒートアイランド対策を推進してきた。また、2014年3月には大阪府、大阪市が協力し効率的にヒートアイランド対策を行うために、最新の知見も踏まえ、「大阪府市ヒートアイランド対策基本方針」を取りまとめたところである。
３　対策の推進にあたっての基本的な考え方
大阪府域では、地球温暖化とヒートアイランド現象の２つのスケールの異なる温暖化現象に直面している。そのため、以下の基本的な考え方で、計画的かつ継続的に対策を推進していく必要がある。
○地球温暖化対策
・地球温暖化対策については、世界全体でより大幅な温室効果ガス排出削減のための対策が求められている。2012年4月に閣議決定された第四次環境基本計画では「長期的な目標として2050 年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目指す」とされているが、現在、国全体のエネルギー政策が見直されており、現時点では、2020年の国の温室効果ガス削減の確定的な目標だけでなく、地球温暖化対策計画や適応計画も定まっていない。そのような状況であっても、大阪府はグローバル、かつ長期的な視点に立ち、今後も国の動向や施策の整合を図りながら、地域特性に応じた対策を着実に推進すること。

・地球温暖化による気候変動が及ぼす影響は既に顕在化しつつあり、今後は温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」に加えて、災害や人の健康、農作物等への影響を軽減する「適応策」を推進していくこと。
○ヒートアイランド対策

・ヒートアイランド問題は都市特有のローカルな環境問題であるため、国の施策や動向にかかわらず、大阪府は地域でできる対策を着実に推進すること

・現計画では対策指標が設定されておらず、定めた目標の達成に向けた対策指標を設定し、適切に進捗管理を行うこと。

・建物・地表面の高温化抑制や人工排熱の低減等の「緩和策」に加え、人の健康への影響等を軽減する「適応策」を推進すること。
○対策の推進体制

・地球温暖化やヒートアイランド対策の推進にあたっては、国、府内市町村、民間機関、大学・研究機関、ＮＰＯ等との一層の連携を図ること。
・地球温暖化対策の中心である省エネルギー対策や再生可能エネルギーの普及については、府民、民間事業者、市町村、エネルギー供給事業者で構成されたおおさかスマートエネルギー協議会※等を活用し、情報共有を図りながら、取組の方向性や普及に係る課題、支援策等について協議・検討すること。

※温暖化防止条例第30条に基づき、エネルギーの使用の抑制、再生可能エネルギーの利用、電気の需要の平準化等に関する情報を共有しながら地域におけるエネルギー問題を協議し、問題解決に向けた取組を推進することを目的として、平成25年６月13日に設置
Ⅱ　今後の地球温暖化対策について

１　現計画（地球温暖化対策実行計画（H24.3））の取組状況

(1) 計画の概要

現実行計画では、目標として、2014 年度における温室効果ガス総排出量を基準年度(1990年度(代替フロン等は1995年度))から15％削減することを掲げ、以下の重点施策を中心に対策が推進されてきた。

【重点施策】

○「見える化」による行動促進

・エネルギー使用量や二酸化炭素排出量の「見える化」

○中小事業者の対策支援
・「見える化」も含めた運用改善手法の普及促進
・相談窓口の設置と省エネ・省CO2の技術や制度に関する情報の積極的発信

・環境経営に積極的に取り組む事業者に対するインセンティブの付与

・省エネ・省CO2対策により創出される排出削減クレジットの活用促進

○公共交通等の利用促進

○エコカーの普及促進

○３Ｒの推進

○森づくりの推進

・「森づくり委員会」の取組など地域ぐるみで行う森づくりや木材の利用、　　　里山の保全活動等の支援

・間伐促進など放置森林対策の着実な実施

・バイオコークスなどの新たな木材利用の推進

○再生可能エネルギーの普及
・太陽光発電等の普及を加速化させる取組

(2) 目標の達成状況及び重点施策の取組状況

対策の効果や計画の目標に対する進捗状況を適切に把握するため、電気の排出係数を2008年度に固定して算定した結果、大阪府域における2012年度の温室効果ガス排出量は4,847万トンであり、1990年度と比べ18.0％減少していることから、現時点では目標の2014年度で1990年比15％削減を達成している。
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図Ⅱ-1　大阪府域における温室効果ガス排出量の推移

※2008年度の関西電力の電気の排出係数を用いて算定した値



※1990年度のその他ガスに含まれる代替フロン等の値は1995年度の値

大阪府によると、数値目標を定めた重点施策の達成状況は表Ⅱ-1のとおりである。なお、現実行計画で掲げた重点施策以外の対策の進捗状況については、資料編に示した。
○「見える化」による行動促進

・エネルギー使用量や二酸化炭素排出量の「見える化」

環境家計簿の取組世帯数については、市町村等と連携し、環境家計簿の取組みを推進してきたが、電気、ガス使用量をインターネットで確認できるサービスやＨＥＭＳ（家庭内のエネルギー監理システム）の導入等により、取組世帯数が減少しており、目標の達成は困難である。
家庭の省エネの専門家であるうちエコ診断員が、専用ソフトを用いて、家庭におけるCO2排出量を見える化し、さらに各家庭のライフスタイルに応じたCO2削減対策を2013年度は427世帯に実施した。

○中小事業者の対策支援
・「見える化」も含めた運用改善手法の普及促進

運用改善マニュアルを７種類（病院、オフィスビル、ホテル・旅館、卸・小売店、飲食店、学校、業務系全般編）作成し、省エネセミナー、業界団体主催の講演会や商工会議所を通じて2013年度末までに2250事業者に配布し、目標を達成した。

・相談窓口の設置と省エネ・省CO2の技術や制度に関する情報の積極的発信

2012年度に地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所、さらに2013年度にはおおさかスマートエネルギーセンターに、省エネ・省CO2相談窓口を設置し、省エネ診断、各種情報提供など中小企業の省エネ・省CO2の取組みを支援した。また、省エネ・省CO2対策のセミナーを開催し、2013年度末までに累計935事業者の参加者を集め、目標を達成した。

・環境経営に積極的に取り組む事業者に対するインセンティブの付与

環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）に関する基礎的情報、導入手法、関係法令、関係機関等を取りまとめたポータルサイトを運用するとともに、経済団体・ＮＰＯ等が行うセミナー等に出講するなど、中小企業のＥＭＳの普及拡大を図った。また、2014年度後半から、建設工事の入札参加資格審査申請において、国内版環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）を加算対象に追加することにより、ＥＭＳ導入事業所数の増加が期待できるため、現時点で達成可能か判断できない。

・省エネ・省CO2対策により創出される排出削減クレジットの活用促進

大阪府地球温暖化防止活動推進センターを仲介機関として、温室効果ガス排出削減クレジットの売り手のシーズと買い手のニーズをマッチングする大阪独自のカーボン・オフセット制度を推進し、中小事業者のクレジットを創出し、大規模事業者への活用を図ったが、全国的にクレジットの活用が思うように進まなかったため、目標の達成は困難である。
○公共交通等の利用促進

公共交通に関する将来に向けた大阪府としての取組みの方向性を示した「公共交通戦略」を2014年1月に策定し、府民や事業者や行政が、取組みの方向性を共有し、公共交通施策をさらに加速させる。

「するっと交差点対策」（右折レーンの設置などのハード整備と、信号現示の変更などのソフト整備を効果的に組み合わせた渋滞対策）において、府内116箇所を対象箇所とし、2013年度末時点で84箇所の対策を完了した。

○エコカーの普及促進

府域のエコカーの台数は、これまで、民間との協働による普及啓発活動に取り組んできたことにより、年々順調に増加してきており、今後も取組みを継続することにより、エコカー普及台数69万台の目標は達成できる見込みである。

○３Ｒの推進

一般廃棄物の排出量の削減には、市町村による主体的な取組みをより一層進めることが不可欠であるが、府域の一般廃棄物排出量の約35％を占める大阪市において、2013年10月から事業系一般廃棄物のうち資源化可能な紙類の受入を中止したほか、一般家庭から排出される古紙や衣類を分別収集する取組みが開始されており、一定の削減が期待されることから、現時点で達成可能か判断できない。

○森づくりの推進

・「森づくり委員会」の取組など地域ぐるみで行う森づくりや木材の利用、里山の保全活動等の支援

山に親しむ推進月間中の森づくり活動参加者数、アドプト活動参加人数、共生の森活動参加人数が、森づくり活動の認知度向上により増加した。

一方、ボランティア活動参加者の高齢化が問題となっており、今後さらに参加者を増やしていくうえで、若年層の参加拡大を図ることが必要であるが、目標は達成できる見込みである。
・間伐促進など放置森林対策の着実な実施

2009～2011年度の間伐実績を牽引してきた定額補助事業において、2012年度からは搬出間伐を採択要件とするなど国の制度見直し等があり、間伐実施面積が大幅に減少したことにより、目標の達成は困難である。

・バイオコークスなどの新たな木材利用の推進

人工林が保育期から収穫期に移行しつつあることから、木材利用を一層拡大し、持続的な林業経営を促すことが必要である。

このため、小規模な森林を集約化する森林経営計画の策定や路網整備等により、間伐材の利用率向上を図るなど木材の安定供給体制を構築するとともに、用途開発や木材加工流通施設整備により、木材の需要拡大に取り組んでおり、利用量は増加傾向にあることから、現時点で達成可能か判断できない。
○再生可能エネルギーの普及
・太陽光発電等の普及を加速化させる取組
「おおさかスマートエネルギーセンター」を設置し、太陽光パネルの融資制度や屋根貸し・土地貸し制度など様々な事業を着実に行っている。
2012年７月に導入された固定価格買取制度が活用されたことなどにより、2013年度末時点で太陽光発電設備の導入出力が44.9万kWと、目標値である30万kWを大幅に上回り目標を達成した。

表Ⅱ-1　重点施策における目標値の達成状況

	計画で掲げた取組
	目標項目
	計画策定時
	現状
	目標値
(2014年度)
	進捗度※1

	（１）民生（家庭）部門
	
	
	
	

	➢「見える化」による行動促進（重点施策）
○エネルギー使用量や二酸化炭素排出量の「見える化」
	環境家計簿の取組世帯数
	8,400世帯
(2010年度)
	6,982世帯
(2012年度)
	30,000
世帯
	×※2

	（２）民生（業務）部門
	
	
	
	

	➢中小事業者の対策支援（重点施策） 
○「見える化」も含めた運用改善手法の普及促進
	運用改善マニュアルの配布事業者数
	－
	2,250事業者
(2013年度末)
	2,000
事業者
	○

	➢中小事業者の対策支援（重点施策） 
○相談窓口の設置と省エネ・省CO2の技術や制度に関する情報の積極的発信
	省CO2対策のセミナー参加事業者数（2012～2014年度の累計）
	－
	935事業者
(2013年度末)
	600事業者
	○

	➢中小事業者の対策支援（重点施策） 
○環境経営に積極的に取り組む事業者に対するインセンティブの付与
	環境マネジメントシステム導入事業所数
	2,750事業所
(2010年度)
	2,847事業所
(2013年度)
	3,000
事業所
	△

	（３）産業部門
	
	
	
	

	➢中小事業者の対策支援（重点施策））
○省エネ・省CO2対策により創出される排出削減クレジットの活用促進
	中小事業者が創出したクレジット量（2012～2014年度累計）
	
	6,533 t-CO2
(2013年度末)
	15,000
t-CO2
	×※3

	（４）運輸部門
	
	
	
	

	➢エコカーの普及促進（重点施策）
	エコカー

普及台数
	31万台
(2010年度末)
	56万台
(2012年度末)
	69万台
(2015年度末)
	○

	（５）資源循環（廃棄物）部門
	
	
	
	

	➢３Ｒの推進（重点施策）
	一般廃棄物の排出量
	346万トン
(2010年度)
	341万トン
(2012年度)
	282万トン
(2015年度)
	△


	計画で掲げた取組
	目標項目
	計画策定時
	現状
	目標値
(2014年度)
	進捗度※1

	（６）森林吸収・緑化の推進
	
	
	
	

	➢森づくりの推進（重点施策）
○「森づくり委員会」の取組など地域ぐるみで行う森づくりや木材の利用、里山の保全活動等の支援
	森林ボランティア参加者数
	10,449人
(2010年度) 
	11,946人
(2013年度)
	13,000人
	○

	➢森づくりの推進（重点施策）
○間伐促進など放置森林対策の着実な実施
	間伐の

実施面積
	885ha

(過去10年間
の平均)
	700ha
(2013年度)
	1,000
ha／年
	×※4

	➢森づくりの推進（重点施策）
○バイオコークスなどの新たな木材利用の推進
	間伐材の

利用量
	5,260㎥
(2010年度) 
	7,455㎥
(2013年度)
	10,000㎥
	△

	（７）再生可能エネルギーの普及等
	
	
	
	

	➢再生可能エネルギーの普及（重点施策）
	太陽光発電設備の導入量
	14.3万kW
(2010年度末)
	44.9万kW
(2013年度末)削減量
11.4万t-CO2
	30万kW
	○


※1　進捗度について（一部見込みを含む）

○ 目標達成又は達成見込み、△ 現時点で達成可能か判断できない、× 達成は困難

※2　電気、ガス使用量をインターネットで確認できるサービスやＨＥＭＳ（家庭内のエネルギー監理システム）の導入等により、取組世帯数が減少したため。

※3　中小事業者のクレジットを創出し、大規模事業者への活用を図ったが、全国的にクレジットの活用が思うように進まなかったため。

※4　国の定額補助事業において、2012年度からは間伐材の搬出を採択要件とするなどの制度見直し等があり、間伐実施面積が大幅に減少したため。
２　今後の地球温暖化対策と取組の方向性

(1) 計画の位置づけ

現実行計画の計画期間は、2014年度で終了することから、大阪府は継続して、計画的に地球温暖化対策を推進していくため、温対法第20 条の３に基づき、新たな地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定する必要がある。また、新環境総合計画は、大阪府の将来の姿を現す「将来ビジョン・大阪」に示された「水とみどり豊かな新エネルギー都市」実現の道筋を具体化し、広く大阪府の環境施策に関する基本方針や具体的手順を示すものである。本計画は、この新環境総合計画で示された「低炭素・省エネルギー社会の構築」の具体的な行動計画として策定すべきである。
なお、計画の策定にあたっては、国、関西広域連合、近隣府県、府内市町村の計画との関係や役割分担に留意すべきである。
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(2) 計画の期間

国においては、京都議定書目標達成計画に基づく取組みが2012年度に終了し、2020年度の温室効果ガス削減目標を2005年度比で3.8％削減することを表明した。大阪府においても、国の目標年度との整合を図り、上位計画である新環境総合計画の目標年度が2020年度となっていることから、目標年度を2020年度とすべきである。また、現実行計画が2014年度で終了することから、計画の期間は2015年度から2020年度とすべきである。

(3) 計画の目標

目標設定に際しては、国の目標や、府の現実行計画の目標との整合も踏まえ、国による施策及び府独自の施策による削減量を積み上げるフォアキャスティング手法により目標値を定めることが望ましい。基準年度については、直近年は経済的・社会的影響が大きいことから、国と整合させ2005年度とすることが望ましい。また、温室効果ガス排出量は、毎年、これまでの基準年度である1990年度の排出量とも比較して進捗状況を把握すべきである。

また、電力の排出係数の見通しが明らかでないことや、各主体が行った対策の削減効果を明確にし、対策の進行管理を行うために、少なくとも当面は排出係数を固定し算出した目標値とすべきである。その際、国の目標値との比較のため、国と同じ2012年の排出係数を用いた目標値で示す必要がある。

また、分野ごとに可能な限り対策の取組み状況が適切に反映されるような対策指標を設定し、計画を効果的に推進すべきである。

(4) 取組の方向性

① 民生（家庭）部門

a 現状・課題

1990年度からの温室効果ガス排出量は、増加率が大きく、その要因としては、小世帯化及び冷暖房エアコン・温水洗浄便座等の家電製品の普及を反映し、一人当たりのエネルギー消費は、依然として高い水準にある。

一人ひとりのライフスタイルを省エネ型へと転換させることにより、暮らしの中での省エネ行動を促進するとともに、エネルギー使用量の「見える化」などをこれまで以上に普及させることにより、無理なく暮らしの中での省エネ・省CO2行動を促進するとともに、住宅の省エネ・省CO2性能の向上やライフサイクル全体を考慮した省エネ・省CO2機器の普及等を図る必要がある。

b 今後の取組方向　

これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。
なお、省エネルギーに係る課題、支援策等については、おおさかスマートエネルギー協議会等を活用し協議・検討する必要がある。

 (a)「見える化」の普及促進

○家庭エコ診断、ＨＥＭＳ※、電気・ガス使用量のお知らせ照会サービス、見える化機器（省エネナビ・電力表示器）、環境家計簿の普及促進

　 ※ホームエネルギーマネジメントシステム
 (b)普及啓発
○おおさかスマートエネルギーセンターによる省エネ・省CO2の技術や補助制度等に関する情報の発信

○大阪府地球温暖化防止活動推進センター、市町村、各種団体と連携したキャンペーンやイベント等の実施

○関西広域連合と連携した府民への啓発の推進
○グリーン購入の啓発・促進

○環境教育等の推進

(c) 住宅、設備・機器等の省エネ・省CO2化

○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・一定規模以上のマンション等の新築、増改築時における再生可能エネルギーの導入検討等、環境配慮措置の取組みの促進

○省エネ法等に基づく施策を活用した省エネ住宅の性能の向上

○国の補助制度等を活用した省エネ・省CO2機器の導入促進
○太陽光発電設備等に係る融資金利の優遇等によるインセンティブの付与

c 対策指標

対策の推進状況が把握できる指標として、１人当たりのエネルギー消費量が考えられる。その際、小世帯化によるエネルギー消費量の増加影響を考慮し、対策指標には１世帯当たりの人数を併記することが望ましい。

なお、対策指標としないが、低炭素住宅※１及び長期優良住宅※２の割合について把握することが望ましい。
※１都市部で二酸化炭素の排出を抑制するため一定の基準を満たした住宅

※２長期にわたり良好な状態で使用するため環境の配慮等一定の基準を満たした住宅
② 民生（業務）部門

a 現状・課題

1990年度からの温室効果ガス排出量の増加率が大きく、その要因としては業務用床面積、営業時間の増加やＯＡ機器の普及などによるエネルギー消費量の増加がある。

この状況の下、エネルギーの効率的な利用を図るためには、ハード（設備導入）、ソフト（運用改善等）両面からの対策を実施すべきである。

大規模事業者に対しては、温暖化防止条例の届出制度により一定の削減効果はあるものの、基本的な設備対策や運用改善も十分に実施していない事業者が見られることから、さらに事業者の取組みを促進する必要がある。

中小事業者に対しては、省エネに関する総合的な窓口であるおおさかスマートエネルギーセンターで省エネの推進や再生可能エネルギーの普及拡大を目指し、府民や事業者からの質問や相談に応えるなど助言や情報提供を積極的に行ってきた。また、地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所や大阪府地球温暖化防止活動推進センター等、他の機関と連携し、省エネ診断等を実施しているところである。しかし、中小事業者は、従業員が少なくエネルギー管理の担当者を選任するのが難しいため、エネルギー管理に係る人材の確保、体制の整備が課題となっている。また、費用負担の大きい省エネ設備更新は進みにくい状況にあるため、設備の運用改善等、ソフト面での対策支援を進めるとともに、設備更新時には費用対効果や補助事業等について、最適な情報を提供する等の対策支援が求められている。

b 今後の取組方向

これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。

(a)中小事業者への対策

○「見える化」等の普及促進

・省エネ診断、電気使用量のお知らせ照会サービスによる普及促進

・おおさか版ＢＥＭＳ※事業者登録制度を活用した運用改善の普及促進

※ビルディングエネルギーマネジメントシステム

○省エネ・省CO2の技術や改善事例、補助制度等に関する情報発信

・おおさかスマートエネルギーセンター等による省エネ・省CO2の技術や費用対効果を考慮した設備投資や運用改善による省エネ改善事例、補助制度等に関する情報の発信

・地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所、市町村、各種団体と連携したセミナー・講習会等の実施
・商工会議所及び商工会と連携し、経営指導員が事業者の省エネを支援
・地球温暖化防止活動を推進するオフィスを「関西エコオフィス宣言事業所」として登録し、活動の裾野を広げていく「関西エコオフィス運動」等、関西広域連合と連携した取組推進

○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・大規模事業者による中小事業者への省エネ・省CO2対策支援を温暖化防止条例の計画書制度の中で評価

・条例の表彰制度で、中小事業者の取組みを、各種団体からの推薦等により積極的に表彰し、優れた取組みを他の中小事業者に広く紹介するなど、更に取組みを促進させる誘導的な仕組みについて検討
なお、省エネルギーに係る課題、支援策等については、おおさかスマートエネルギー協議会等を活用し協議・検討する必要がある。

(b)大規模事業者への対策

○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・届出制度等による温室効果ガス排出抑制対策の推進

・温室効果ガス排出量削減率や取組内容の評価制度の導入

(「Ⅳ 条例制度を活用した追加的対策について」で詳細を記載)
(c)建築物、設備・機器等の省エネ・省CO2化

○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・一定規模以上の建築物の新築、増改築時における再生可能エネルギーの導入検討等、環境配慮措置の取組みの促進

○省エネ法等に基づく施策を活用した省エネ建築物の性能の向上〔再掲〕
○設備・機器等の省エネ・省CO2化及び運用改善

○国の補助制度等を活用した省エネ・省CO2機器の導入促進〔再掲〕

c 対策指標

対策の推進状況が把握できる指標として、床面積当たりのエネルギー消費量が考えられる。
③ 産業部門

a 現状・課題

温室効果ガス排出量は1990年度から減少しているが、その要因としては設備効率化とともに、大阪府域での産業構造の変化や景気低迷による生産量の減少も考えられる。しかし、依然として総排出量の３分の１以上を産業部門が占めているという現状もある。

業務部門と同様、大規模事業者に対しては、温暖化防止条例の届出制度により一定の削減効果はあるものの、基本的な設備対策や運用改善も十分に実施していない事業者が見られることから、事業者の取組みを促進する必要がある。

また、中小事業者に対しても同様に、設備の運用改善等、ソフト面での対策支援を進めるとともに、設備更新時には費用対効果や補助事業等について、最適な情報を提供する等の対策支援が求められている。

b 今後の取組方向

これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。

(a)中小事業者への対策

○「見える化」等の普及促進

・省エネ診断、電気使用量のお知らせ照会サービスによる普及促進〔再掲〕
・おおさか版ＢＥＭＳ事業者登録制度を活用した運用改善の普及促進〔再掲〕
○省エネ・省CO2の技術や改善事例、補助等制度に関する情報発信

・おおさかスマートエネルギーセンター等による省エネ・省CO2の技術や費用対効果を考慮した設備投資や運用改善による省エネ改善事例、補助制度等に関する情報の発信〔再掲〕

・地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所、市町村、各種団体と連携したセミナー・講習会等の実施〔再掲〕

・商工会議所及び商工会と連携し、経営指導員が事業者の省エネを支援〔再掲〕

○省エネ・省CO2対策により創出される排出削減クレジットの活用促進
○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・大規模事業者による中小事業者への省エネ・省CO2対策支援を温暖化防止条例の計画書制度の中で評価〔再掲〕
・条例の表彰制度で、中小事業者の取組みを、各種団体からの推薦等により積極的に表彰し、優れた取組みを他の中小事業者に広く紹介するなど、更に取組みを促進させる誘導的な仕組みについて検討〔再掲〕

なお、省エネルギーに係る課題、支援策等については、おおさかスマートエネルギー協議会等を活用し協議・検討する必要がある。
(b)大規模事業者への対策

○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・届出制度等による温室効果ガス排出抑制対策の推進〔再掲〕
・温室効果ガス排出量削減率や取組内容の評価制度の導入〔再掲〕
(「Ⅳ 条例制度を活用した追加的対策について」で詳細を記載)

(c)建築物、設備・機器等の省エネ・省CO2化

○温暖化防止条例に基づく取組みの促進

・一定規模以上の建築物の新築、増改築時における再生可能エネルギーの導入検討等、環境配慮措置の取組みの促進〔再掲〕
○省エネ法等の施策による省エネ建築物の性能の向上〔再掲〕

○国の補助制度等を活用した省エネ・省CO2機器の導入促進〔再掲〕
c 対策指標

対策の推進状況が把握できる指標として、条例対象事業者（産業系）の温室効果ガス排出量削減率が考えられる。

④ 運輸部門

a 現状・課題

温室効果ガス排出量は1990年度以降増加傾向にあったが、その後減少に転じ、現状で1990年度の排出量を下回っている。

その要因としては、1990年度以降、自動車の交通需要が増加したが、その後自動車の燃費向上による排出量の削減や自動車の交通需要が減少に転じたことによると考えられる。なお、公共交通の利用者数についても減少が続いている。

引き続き、過度な自動車利用を抑制するため、自動車から鉄道・バスなど公共交通機関への利用転換や自転車利用を促進するとともに、やむを得ず自動車を使用する場合には、自動車からの排出量を抑制するためエコカー使用の促進やエコドライブの推進を、府民・事業者、個々の意識の変容を図りながら取り組むことが必要である。
b 今後の取組方向
これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。

(a)道路交通対策

・放射、環状方向の道路、鉄道の整備による機能的な交通ネットワークの形成

・バイパス道路整備や立体交差化事業、するっと交差点対策などによる慢性的な交通渋滞の緩和

(b) 公共交通等の利用促進

・駅へのアクセス充実、乗継案内情報の充実
・交通環境学習や利用促進キャンペーンの展開等、モビリティ・マネジメント手法を活用した公共交通や自転車の利用促進
(c) 府民・事業者の取組促進

・大阪エコカー協働普及サポートネットにおけるエコカーの率先導入、エコカーの普及啓発
・エコカー用燃料供給施設（水素、天然ガス、電気）の普及促進
・「おおさか交通エコチャレンジ運動」等のモビリティ・マネジメント手法の実施により、エコカーの使用、エコドライブ、公共交通機関の利用など環境に配慮したかしこい自動車利用の自主的な取組を促進

(d) 市町村のまちづくりにおける都市の低炭素化の取組みを促進

・公共交通機関の利用を中心とした、歩いて暮らせるまちづくりを促進
c 対策指標

対策の推進状況が把握できる指標として、保有台数に占めるエコカーの割合が考えられる。なお、対策指標としないが、公共交通の分担率について把握することが望ましい。
⑤ 資源循環（廃棄物）部門
a 現状・課題

温室効果ガス排出量全体に占める割合は、一般廃棄物が約３％、産業廃棄物が約0.4％であり、排出量は1990年度より約２割減少している。

３Ｒの取組みの推進は、生産時におけるエネルギー消費の削減や廃棄物の焼却処理量の削減等により、温室効果ガスの排出量削減につながる。
b 今後の取組方向

これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。

(a) ３Ｒの推進による焼却処理量の削減

・プラスチック等容器包装廃棄物の発生抑制及び分別排出を啓発・促進
 (b) 廃棄物発電、廃棄物熱利用の導入促進
c 対策指標

対策の推進状況が把握できる指標として、一般廃棄物の廃プラスチックの焼却量が考えられる。

⑥再生可能エネルギー、省エネルギー機器の普及促進等

a 現状・課題

東日本大震災による原子力発電所の事故を契機に、電力の需給逼迫などエネルギー問題が府民や事業者にとって身近な問題として再認識されたことから、大阪府では、2014年3月に「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」を策定し、主に府内において推定利用可能量（導入ポテンシャル）が多い太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーの普及や省エネ型ライフスタイルの転換、省エネ機器・設備の導入等によるエネルギー消費の抑制などを推進してきた。

今後、固定価格買取制度の見直しや電力の需給逼迫問題の解消によって再生可能エネルギーや省エネ機器の導入機運が下がる可能性がある。

このため、国の制度に頼るだけでなく、引続き温室効果ガス削減に効果が高い再生可能エネルギーや省エネ機器等の普及拡大に向けて効果的な施策を実施していく必要がある。

また、2012年7月には、国際戦略総合特区制度や、大阪・関西の産業集積・ポテンシャルを活かし、電池（太陽電池、蓄電池、燃料電池）関連産業の創出・国際競争力強化に向けて取り組むバッテリー戦略研究センターを設置し、企業の開発支援などを実施している。引続き新エネや省エネ、省CO2の技術開発支援を行うことにより、今後の地球温暖化対策の進展に加え、大阪産業の発展・活性化に向けて取り組む必要がある。

b 今後の取組方向

これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。

 (a) 再生可能エネルギーの普及促進

・住宅用・非住宅用太陽光発電設備の導入支援や設置誘導による導入促進
・公共施設や防災拠点等への太陽光発電設備の導入促進
・府・市町村・民間保有資産（土地、屋根等）の活用した太陽光発電設備の導入
・その他の再生可能エネルギー（中小水力発電、バイオマス発電等）の導入促進
(b) 省エネルギー機器等の普及促進

・高効率コージェネレーション(熱電併給)システムの導入促進
・燃料電池の導入促進
・高効率な給湯器、空調機、冷凍冷蔵庫、照明器具等の省エネ機器の導入促進
・道路照明灯等の省エネ型機器への転換促進
(C)エネルギー関連技術・製品の開発支援
・電池（太陽電池、蓄電池、燃料電池）産業を核とした産業振興の強化（技術開発支援、中小企業参入促進など）
・再生可能エネルギーやスマートグリッドの導入に繋がる、蓄電池システム及び燃料電池分野における実証・プロジェクトなどの創出支援
c 対策指標

再生可能エネルギーの普及促進の取組の推進状況が把握できる指標として、太陽光発電導入量が考えられる。

⑦ 森林吸収の推進（二酸化炭素の吸収・固定）

a 現状・課題

森林による二酸化炭素の吸収・固定機能を十分に発揮させるためには、適切な保全・管理が不可欠であるが、林業の採算性の低下や担い手の高齢化などの影響により、森林所有者の努力だけでは保全・管理が困難な状況にある。

一方、スギ・ヒノキの人工林が成熟し、保育期から利用期に移行しつつあることから、府内産木材の安定供給と利用拡大（建物等の木質化など）を図ることにより、持続的な森林整備を促進していく必要がある。

b 今後の取組方向

これらを踏まえて、以下の取組方向を計画に盛り込むことが適当である。

(a) 森づくりの推進

・森林経営計画の策定等による、木材の安定供給体制の構築
・府内産木材の利用拡大による、持続的な森林整備の促進

c 対策指標

森林の保全・管理の進捗状況が把握できる指標として、森林経営計画の策定累計面積が考えられる。なお、対策指標としないが、府内産木材利用量について把握することが望ましい。
⑧ 代替フロン（ＨＦＣ）の排出抑制対策の推進

a 現状・課題

代替フロン等３ガス（HFC、PFC、SF6）※の大阪府域の2012年の排出量は、製造過程で出る副生成物の減少や洗浄剤の物質代替が進んだことにより、京都議定書の基準年である1995年度と比べ、７割弱減少している。

ただし、冷凍空調機器等においては、特定フロン（CFC、HCFC）から代替フロン（HFC）への冷媒転換により代替フロン（HFC）の排出量は増加傾向にある。
代替フロン（HFC）は、オゾン層は破壊しないが、温室効果が大きく、冷媒転換による使用量が今後とも増加する見込みであることから積極的な対策が必要とされている。
このような背景を踏まえ、フロン回収・破壊法が改正（平成27年4月施行予定）され、これまでの廃棄時における対策に加え、機器使用時の漏えいや故障による排出を抑制する包括的な対策を推進することとされている。
　　　

b 今後の取組方向

これらを踏まえて、機器使用時の漏洩防止など、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。

(a) 使用中の業務用のエアコンや冷凍冷蔵庫からの代替フロンの漏洩防止の適正管理の推進
(b) 使用済み製品（家電、業務用冷凍空調機器、カーエアコン）からの代替フロンの適正な回収、処理の推進
※代替フロン等３ガス：京都議定書対象の温室効果ガスのうちHFC（ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ）、PFC（ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ）、SF6（六フッ化硫黄）の３種類のこと
⑨ 地球温暖化に対する適応策の推進

a 現状・課題

わが国においても、地球温暖化の影響は既に顕在化しており、国によると、現在生じている影響として、①コメ、野菜、果物等の農作物被害、②海の生態系の変化による水産業等への影響、③観光産業（スキー場などのウインターリゾート）への影響、④年降水量の変動幅の拡大による渇水・洪水のリスク拡大、⑤大雨（日降水量100mm以上）の増加が見られると報告されている。また、将来予測される影響として、①高温障害によるコメの品質低下、②ブナ林に適した地域の減少、③サンマの成長、回遊など海洋生態系、水産資源への影響、④豪雨の頻度の増加、⑤洪水リスクのさらなる増大、⑥台風の強度増加・進路変化、⑦渇水リスクのさらなる増大、⑧高山植物の消失、⑨感染症媒介生物の分布変化を挙げている。

しかし、現時点では、これらの地球温暖化の影響が大阪府域の自然環境や生活環境に及ぼす影響は明確ではなく、今後は地球温暖化の影響について把握するとともに、温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」に加えて、既に現れつつある地球温暖化の影響に対処するための「適応策」を推進していく必要がある。

　　＜参考文献＞　内閣府等パンフレット「地球温暖化から日本を守る適応への挑戦2012」

b 今後の取組方向

これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。

(a)大阪府域への影響の把握

・府域への地球温暖化の影響（気温・海水温及び海面上昇、降水量の変動、生態系への影響等）について、国や研究機関等と連携して把握（国による地球温暖化の地域別影響評価結果の活用）

(b)ヒートアイランド対策の推進

・夏の暑熱環境を和らげるという観点から、ヒートアイランド対策を地球温暖化の適応策のひとつとして位置づけ、具体的な対策は、改定される「大阪府ヒートアイランド対策推進計画」に基づき推進
(c) 健康影響に対する対策

・熱中症予防や熱帯夜対策に関する情報提供や普及啓発等について、大阪府庁内部の関係部局と連携し施策を推進

・夏の暑熱環境の影響を軽減するための取組の方向性や具体的な方法（屋内の施設の活用等を含める）について、市町村や民間、関係部局、国等とも連携して検討

(d)調査研究の推進
・高温化が及ぼす農作物、水産資源への影響に関する調査研究

・農作物等の高温環境に適応した品種・系統の選定及び栽培の改善に向けた調査研究等
(e)その他の対策

・地球温暖化に伴う短期的な降水量の増加、海面上昇による高潮等に対する防災面等の対策については、これらの影響の適切な把握のもと費用対効果を考慮し、施策を推進

　

　

Ⅲ　今後のヒートアイランド対策について
１　現計画（ヒートアイランド対策推進計画（H16.6））の取組状況

(1) 計画の概要

本推進計画では、「住宅地域における夏の夜間の気温を下げ、2025年までに夏の熱帯夜数を現状※より３割減らす」、「屋外空間にクールスポットを創出し、夏の日中の熱環境の改善を図り、体感的な温度を下げる」という２つの目標が掲げられ、次の３つの対策を中心に対策が推進されてきた。

※現状とは、1998～2002年の各7～9月のアメダス局における熱帯夜平均日数

1 人工排熱の低減

建物からの排熱を減らすための対策

自動車からの排熱を減らすための対策

省エネ意識を高めるための対策

2 建物・地表面の高温化抑制

建物に熱をためないための対策

道路や駐車場などの高温化を防ぐための対策

3 冷却作用の利活用

緑を増やすための対策

緑地や水辺などのクールアイランドを増やすための対策

(2) 目標の達成状況及び対策の取組状況

計画策定時と現在の対策の取組状況について表に示した。
2000年から2011年までで熱帯夜数（５年間移動平均日数）は、大阪、豊中、枚方の３都市の平均で0.8割削減している。
表Ⅲ-1　大阪における熱帯夜数の比較

	
	2000年
	2011年
	増減

	大阪
	46日
	43日
	▲3日

	豊中
	36日
	33日
	▲3日

	枚方
	29日
	27日
	▲2日

	3地点平均
	37日
	34日
	▲3日


また、現計画では、評価は府内各地の気温について、現状から評価年までの地球温暖化による影響と考えられる気温上昇分を除外した上で行うことと定められており、地球温暖化による影響と考えられる気温上昇分を除いた熱帯夜数は1.4割減少している。

表Ⅲ-2　大阪における地球温暖化の影響を除外した熱帯夜数の推移
	
	2000年
	2011年
	増減

	大阪
	46日
	41日
	▲5日

	豊中
	36日
	32日
	▲4日

	枚方
	29日
	24日
	▲5日

	3地点平均
	37日
	32日
	▲5日


人工排熱の低減については、省エネ設備や太陽光発電設備の導入等、着実に取組みが進んでいる。建物・地表面の高温化抑制については、建築物や敷地の緑化は主に自然環境保全条例により、また、屋根面・壁面の高温化抑制は主に温暖化の防止等に関する条例により取組みを進めている。地表面の高温化抑制については、歩道部において透水性舗装の整備を実施している。冷却作用の利活用では、既存のクールスポットの活用や打ち水等に取り組むとともに、緑化は小学校の校庭の芝生化や公園の開設、府道の緑化等に取り組んでいる。

表Ⅲ-3　対策の取組み状況

	計画で掲げた取組
	計画策定時（2004年度）
	現状

（2013年度）

	①人工排熱の低減

	➢省エネ設備の導入
	府有施設ESCO導入事業、施設数
	9事業
12施設
	16事業
31施設

	
	空調・給湯の高効率化
	－
	7.5％

	➢エネルギー供給システムの選択
	太陽光発電設備の導入量
	3.3万kW
	44.9万kW

	➢自動車・交通流対策
	エコカー普及台数
	低公害車の台数　1.4万台
	エコカーの台数　56万台
（2012年度）

	➢省エネ行動の実施
	省エネ活動の実施割合
	－
	61.4％

	②建物・地表面の高温化抑制

	➢建物緑化
	「温暖化の防止等に関する条例」の届出件数
	－
	1,463件

	
	「自然環境保全条例」による

1 緑化届出件数、②緑化面積
	－
	1 3,822件
②　220.8ha

	
	みどりの大阪推進計画の推進による緑被率
	－
	13.8％
※2012年度「みどりの現況調査」

	➢屋根面・壁面の高温化抑制
	府有建築物の整備における環境負荷の低減とヒートアイランド対策の推進
	屋上高反射仕様の屋上防水工事：15件
屋上緑化工事：2件（2005～2013年度）

	
	「温暖化の防止等に関する条例」による建築物の届出件数
	－
	1,463件
（2006～2013年度）

	
	府有建築物の屋根貸しによる太陽光パネル設置促進事業（平成25年度～）
	－
	府立高校など３施設で事業者を選定

	
	高反射性塗料・瓦の出荷量
	1,507トン
	12,828トン
※全国値

	
	屋上緑化の施工面積
	91,372m2
	246,384m2
（2004～2012年）

	
	壁面緑化の施工面積
	334m2
	45,172m2
（2004～2012年）

	➢地表面の高温化抑制
	歩道透水性舗装整備面積
	－
	236,313m2
（2010～2012年度）

	
	高反射舗装の施工面積
	0m2
	21,123m2
（2004～2012年）

	
	みどりの大阪推進計画の推進による緑被率
	－
	13.8％
※2012年度「みどりの現況調査」

	③冷却作用の利活用

	風の活用
	クールスポットの創出箇所
	－
	119箇所（大阪府クールスポット100選）
92箇所（大阪府みどりのクールスポット）

	水の活用
	
	
	

	
	打ち水実施日数
	－
	406日
（2008～2013年度）

	緑の活用
	みどりの大阪推進計画の推進による緑被率
	－
	13.8％
※2012年度「みどりの現況調査」

	
	クールスポットの創出箇所
	－
	119箇所（大阪府クールスポット100選）
92箇所（大阪府みどりのクールスポット）

	
	「自然環境保全条例」による

①緑化届出件数②緑化面積
	－
	1 3,822件
2 220.8ha
（2006～2013年度）

	
	みどりづくり推進事業（みどりづくり活動助成）の助成件数
	－
	32施設
（2009～2013年度）

	
	公立小学校の

1 芝生化実施校、②芝生化面積
	－
	1 182校

2 20.4 ha
（2009～2012年度）

	
	府営公園開設面積
	883.9ha
	968.2ha

	
	下水処理場の屋上及び場内緑化
	－
	各水みらいセンター、ポンプ場にて実施。（2003～2013年度）

	
	府道緑化事業
	－
	府道緑化路線143路線、581,358ｍ
管理本数、1,677,533本


２　今後のヒートアイランド対策と取組の方向性

(1) 計画の位置づけ

2014年3月に大阪府と大阪市で策定した「大阪府市ヒートアイランド対策基本方針」（以下、「基本方針」という。）、2013年7月の国による「ヒートアイランド対策大綱」（以下、「対策大綱」という。）の見直し及びヒートアイランド対策の最新の知見等を踏まえた上で、現計画との整合を図りながら、現計画を見直すことが適当である。
　

(2) 計画の期間

現計画及び基本方針との整合性を図り、2015年度から2025年度までとすることが適当である。

(3) 計画の目標

ヒートアイランド対策については、夏の熱帯夜の増加や日中の暑熱環境の悪化が生活環境や人の健康、また屋外の快適性に影響を及ぼしていることから、現計画及び基本方針との整合性を図り、目標は住宅地域における熱帯夜数の３割削減を継続するとともに、引き続き、夏の日中の屋外での暑熱環境の改善を図ることとするのが適当である。ただし、熱帯夜数の評価については、地球温暖化による影響と考えられる気温上昇分を除いた熱帯夜数で評価するとともに、その評価方法を明記しておく必要がある。また、熱帯夜数だけでなく、最低気温の推移についても監視しておく必要がある。なお、この計画目標の熱帯夜数は、通常の熱帯夜数と混同しないよう、表現を工夫することが望ましい。また、現計画の目標では、「クールスポットの創出」と記載しているが、クールスポットには潜在的なものと新たに整備するものがあるため、「既存のクールスポットの活用や創出」などのような表現に変更する必要がある。

　

(4) 取組の方向性
ヒートアイランド対策の目標の達成に向けて、府域の大気熱負荷量※１の削減を目指し、これまで実施してきた３つの対策（①人工排熱の低減、②建物・地表面の高温化抑制、③冷却作用の利活用）を引き続き実施するとともに、国のヒートアイランド対策大綱で示された適応策を追加することが必要である。なお、人工排熱の低減については、地球温暖化対策と連携して取り組む内容であり、「今後の地球温暖化対策と取組の方向性」で記載した省エネ対策を中心に取り組むべきである。
また、冷却作用の利活用は、ネットワークやまちづくりの視点を追加する必要があることから、都市形態の改善とすることが適当である。
※1　大気熱負荷量とは、地表面付近において大気に放出される熱のことであり、大気を暖
める熱（顕熱）と水分の蒸発に必要な熱（潜熱）に分けられ、気温を上げるのは顕熱の方である。
1 人工排熱の低減
a 現状・課題

これまで、大阪府は温暖化防止条例による大規模事業者による人工排熱の低減、ESCO事業等による既築建築物の省エネルギー化、エコカーや太陽光発電の普及等の対策を進めてきたが、今後もこれらの対策を引き続き進めていく必要がある。一方、家庭や業務部門では設備の増加や大型化等により、省エネルギー化が進んでおらず、「見える化」による運用改善の促進や普及啓発等、さらなる対策が必要である。また、これらの人工排熱の総排出熱量を減らす対策だけでなく、水の蒸発による気化熱を利用した人工排熱の潜熱化についても、取り組む必要がある。
b 今後の取組方向
公共施設や民間建築物における省エネルギー･省CO2化や再生可能エネル　　ギーの活用を進め、建物の断熱化等の向上を図り、建物からの排熱を減らす。また、エコカーの普及促進や公共交通機関の利用促進、道路交通の円滑化、エコドライブの推進、物流の効率化の促進などにより自動車からの排熱の低減を図る。
さらに環境教育を促進して府民、事業者のヒートアイランド現象に対する意識の高揚、省エネ型ライフスタイルへの転換を促すなど、人工排熱の低減を図る。
これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。
(a)建物からの排熱を減らすための対策

・建物の断熱化、設備・機器等の省エネ・省CO2化及び運用改善（ESCO事業※１、CASBEE※2）
※1　エネルギーサービスカンパニー事業
※2　建築環境総合性能評価システム
・再生可能エネルギーの普及促進（住宅用・非住宅用太陽光発電設備）
・BEMS、HEMS、電気・ガス使用量のお知らせ照会サービス、見える化機器（省エネナビ・電力表示器）の普及促進
・水の蒸発を利用する冷却塔等の選択等による人工排熱の潜熱化の取組促進
(b)自動車からの排熱を減らすための対策
・機能的な交通ネットワークの形成
・エコカーの普及促進
・エコドライブの徹底
・公共交通機関の利用促進
・バイパス道路整備や立体交差化事業等の交通渋滞の緩和
(c)省エネ意識を高めるための対策
・エネルギーの見える化による省エネ意識の向上や環境家計簿の普及促進
・環境教育等の推進
・省エネの呼びかけ、省エネ・省CO2セミナーや環境イベント等による省エネ意識の向上
　　　　
②建物・地表面の高温化抑制
a 現状・課題
屋上対策としては、屋上緑化や屋上の高反射率化、太陽光パネルの設置などが挙げられ、特に屋上緑化については、大阪府では自然環境保全条例により一定面積の設置が義務化され、導入が促進されている。太陽光パネルの設置については、今後も固定価格買取制度や「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」により、さらに普及が進むものと考えられる。屋上の高反射率化については、徐々に増加しているものの、さらなる対策の推進が必要である。なお、これらは冷房負荷の低減を介して人工排熱の減少につながる。
敷地対策としては、自然環境保全条例により対象となっている敷地の緑化は進んでいるが、それ以外の緑化についての対策が課題である。
建築物対策としては、温暖化防止条例に基づく建築環境配慮制度により一定規模の建物の新築・増築時にCASBEEの届出を義務化しているが、大阪府の重点評価のCO2対策、省エネ対策と比べ、みどり・ヒートアイランド対策については、低い評価となっている。今後は現状の取組状況について正確に把握するとともに、建築主に対して、ヒートアイランド対策の理解を深めるとともに、対策についての助言や誘導する必要がある。最近、外断熱化や木材外装の建物等の蓄熱に対する抑制効果の大きいことが明らかにされており、このような対策の普及も有効である。
道路対策については、市街化区域における歩道部において、引き続き補修等の際に透水性舗装等を着実に実施していく必要がある。車道部の高反射性舗装や保水・透水性舗装については、耐久性などの課題も多く、民間と連携し技術的な課題解決に向けて検討すべきである。
b 今後の取組方向
建築物の環境配慮の取組みを促進するとともに、屋上や壁面の対策においては、太陽光パネルを普及し、高反射化を推進する。道路や駐車場などの舗装の改善や緑を活用するなど、建物や地表面の高温化を抑制する。

これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。
(a)建物に熱をためないための対策

・建物表面（屋上・壁面）の高反射化による蓄熱の低減
・建物表面（屋上・壁面）の緑化による蓄熱の低減
・太陽光パネルによる建物地表面（屋上・壁面）の蓄熱の低減
・外断熱、建物等の外装の木質化による蓄熱の削減
・建築物の環境配慮制度の運用改善による対策の促進
(「Ⅳ 条例制度を活用した追加的対策について」で詳細を記載)
(b)道路や駐車場などの高温化を防ぐための対策

・道路や駐車場への透水性・保水性舗装の施工
・駐車場舗装面の高反射化・緑化

③都市形態の改善
a 現状・課題

みどりの風促進区域※を指定し、公共、民間と連携した緑化などを推進している。また、低炭素都市づくりの取組みを通じて、都市形態の改善については、長期的な対策が必要であり、今後も着実に実施していく必要がある。
※みどりの風促進区域…官民一体となったオール大阪でのみどりづくりを促進するため、道路や河川を中心に一定幅（道路や河川の両側概ね100m）の区域を指定し、緑化事業の重点化や沿線民有地の緑化を推進している。
b 今後の取組方向
公園や道路等公共空間における緑地の整備だけでなく、屋上緑化や壁面緑化など多様な手法を用いた公共施設、民有地、民間建築物の緑化や、建物や敷地等における水面設置などによる水の気化熱の利用、風に配慮した取組みを進める。また、グランドデザイン大阪などの長期的なまちづくりの視点に立ち、みどりの風を感じる大都市の実現に向け、海と山をつなぐみどりの太い軸線を形成するみどりの風促進区域での、ヒートアイランド対策の取組みを推進することにより、海と周辺山系へとつながるみどりの都市軸の充実を図る。

これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。
(a)緑を増やすための対策
· 建築物の敷地・屋上・壁面等の緑化の促進

· 街路樹の整備、緑陰の充実、未利用地の緑化

· 公共空間・道路沿線民有地（セミパブリック空間）での緑化の促進
(b)水とみどりの空間を増やすための対策
・都市公園や大規模緑地の整備、適切な維持管理

・校園庭の芝生化

・下水処理水や雨水を利用した修景の推進
・ため池・農地・里山の保全

・公園や公開空地等のクールスポットのネットワーク化
(c)都市形態の改善

・みどりの風促進区域における緑化の推進
・熱の淀みによる気温上昇を防ぐために風通しに配慮した取組みを推進
・「グランドデザイン・大阪」の各エリアでのみどり化や親水空間の創造
④適応策の推進
a 現状・課題
大阪府域においては、地球温暖化やヒートアイランド現象に伴い、夏の昼間の暑熱環境が悪化し、人の健康への影響とともに、都市の屋外空間の快適性が損なわれている。従来からのヒートアイランド対策として、主に夏の夜間の気温低下を目的とした対策に加え、深刻化する夏の昼間の都市部の暑熱環境に対応するため、人への健康影響を軽減し、都市の快適性を改善できる短期的に効果の高い対策（適応策）を導入する必要がある。
b 今後の取組方向

大阪府や市町村が行うヒートアイランド対策に資する施策に適応策の考え方を盛り込むため、適応策の効果を検証し、効果的な適応策の普及について検討する必要がある。また、府民等が適応策の効果を実感できるようにするとともに、府民の適応策の認識を向上させ、暑熱回避行動を促進する必要がある。

街路樹等の整備による日射の遮蔽や建物や敷地、道路等におけるミスト散布や散水など暑熱環境がもたらす人への熱ストレスの影響を軽減する取組みを進める必要がある。また、府民、事業者、NPO等の協力を得ながら、緑のカーテン･カーペットづくりについて普及啓発を進める必要がある。また熱中症予報等の情報提供や予防に関する知識の普及により、熱中症の発生抑制に努める必要がある。

クールスポットについては、府民への適応策の意識を向上させるため、まず人通りの多い交差点や駅前等の対策効果の高い場所において創出する必要がある。さらに人の導線を考慮しながら、連続した緑陰形成や街路樹の整備を推進するとともに、公園や公開空地等のクールスポットのネットワーク化を図るべきである。また、みどりの風促進区域などに適応策の考え方を盛り込む必要がある。
なお、暑熱環境の悪化は、人の健康への影響とともに、都市の屋外空間の快適性を損なっていることから、計画改定等に際しては、これら両方の観点から適応策を推進することを記載すべきである。
これらを踏まえて、以下の対策を計画に盛り込むことが適当である。
(a)適応策として効果のある緑化手法の検討及び普及
・国と連携した緑化手法の検討
・効果的な緑化手法の普及
(b)適応策の普及検討
・国の適応策モデル事業を活用した対策の普及
・他の自治体等が実施している適応策に関する情報収集及び普及
(c)クールスポットの創出等
・対策効果の高い場所でのクールスポットの創出
・公園や公開空地等のクールスポットのネットワーク化
(d)クールスポットの周知・活用

・マップやホームページ等を活用した身近なクールスポットの周知と活用
(5) ヒートアイランドの対策指標

a 現状・課題
現計画では、熱帯夜数を削減するための具体的な対策指標が設定されておらず、ヒートアイランド対策の進捗状況の把握や施策の評価を熱帯夜数のみで行っている。そのため、ヒートアイランド対策を推進するための具体的な指標を設定する必要がある。設定する対策指標は気温低下量等のヒートアイランド対策効果が示せるものが適当である。
b 今後の取組方向

気温低下量等をシミュレーションすることができ、かつ適正に進捗管理ができるものとして、以下の8項目について対策指標とすることが適当である。ただし、大阪府の計画等により数値目標が設定されているものについては整合性を図る必要がある。
・省エネ活動実施率
・高反射塗装・瓦普及率
・屋上緑化普及率
・壁面緑化普及率
・太陽光パネル普及率
・透水性・保水性舗装普及率
・高反射舗装普及率
・市街地における緑被率

対策指標を定める範囲としては、商業・業務地域および住宅密集地を中心として、その周辺に広がる住宅地域までを対象範囲として設定すべきである。具体的にはヒートアイランド対策推進計画における優先対策地域を中心に大気熱負荷の程度の状況を類型化した熱環境（熱負荷特性）マップの類型１（商業・業務集積地域）及び類型２（住宅地域）に示される大気熱負荷の高い商業・業務地が集積している地域や住宅地域等に概ね該当する区域を対象範囲とすることが適当である。
Ⅳ　条例制度を活用した追加的対策について
大阪府における温暖化対策を推進するための主な制度としては、温暖化防止条例がある。
本部会では、分野ごとの地球温暖化対策及びヒートアイランド対策の今後の取組の方向性について、全般的に議論を行った。その中で、条例制度を活用した追加的対策についても取り上げ、「事業活動における温室効果ガスの排出抑制」、「建築物等のヒートアイランド対策」に関する制度や運用の見直しについて検討した。
１　事業活動における温室効果ガスの排出抑制 
(1) 現状

府域でのエネルギー使用量が原油換算で1,500KL以上の事業者（特定事業者）に対して、３年間の対策計画書及び、毎年、前年度のエネルギー使用量を記した実績報告書の届出を義務付けている。

排出量ベースまたは原単位ベースで３年で３%の削減を目標設定の目安として、計画的な取組みを指導するとともに、必要に応じて立入調査を実施している。
また、事業者毎の届出の概要をHPで公表し、優良事業者を毎年度表彰している。
2011年度の府温暖化防止条例対象事業者のエネルギー消費量（1次エネルギーベース）は、産業部門が234PJ、業務部門が108PJであり、それぞれ、産業部門の約６割、業務部門の約４割を占めている。
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構成比

対2011

年度

増減率

対1990

年度

増減率

エネルギー転換部門 － 72 34 31 33 39 41 0.8% 4.1% -43.2%

固定 1,740 1,814 1,830 1,750 36.1% -4.3% -32.5%

変動 1,645 1,737 1,995 2,013－ 0.9% -22.3%

固定 758 736 677 663 13.7% -2.1% -12.2%

変動 745 727 695 695－ 0.1% -7.9%

固定 957 1,005 974 960 19.8% -1.5% 21.8%

変動 855 925 1,139 1,230－ 8.0% 56.1%

固定 1,060 1,083 1,036 1,019 21.0% -1.6% 18.5%

変動 919 980 1,248 1,369－ 9.6% 59.2%

廃棄物部門 － 228 201 187 182 184 180 3.7% -2.1% -21.0%

固定 4,733 4,854 4,738 4,612 95.2% -2.6% -12.9%

変動 4,380 4,584 5,300 5,529－ 4.3% 4.4%

メタン － 14 11 11 11 12 11 0.2% -2.6% -19.5%

一酸化二窒素 － 54 43 44 42 43 42 0.9% -2.5% -23.1%

代替フロン等 － 549 131 133 147 161 182 3.8% 12.7% -66.9%

　　その他ガス － 617 186 188 200 216 235 4.8% 8.9% -62.0%

固定 4,921 5,054 4,953 4,847 100.0% -2.1% -18.0%

変動 4,568 4,783 5,516 5,764－ 4.5% -2.5%

2012

年度

　　メタン

2011

年度

項目

1990

年度

2008

年度

2009

年度

2010

年度

民生（業務）部門

　　二酸化炭素

産業部門

運輸部門

民生（家庭）部門



5,912 5,078

排出係数

固定変動

の別（※）

温室効果ガス合計

5,295 4,893

2,592 1,831

755 772

788 972

860 1,082


(2) 課題

条例制定当初から届出を行っている事業者は、２期の計画期間が終了しているが、第１、２期ともに削減目標が未達成の事業者が約４割程度ある。

また、条例対象事業者を対象とした省エネ・省CO2取組みの実施状況について調査した結果、基本的な運用改善対策や設備導入対策であっても十分には実施されていない事業者が見られた。その他、カーボン・オフセットや見える化装置、太陽光発電の導入等、府が推進している対策についても未実施と答えた事業者の割合が最も高かった。

一方、温室効果ガスの排出抑制対策のための計画書制度を導入している他自治体では、取組み促進策として、現在府で実施している届出書の指導・助言に加えて、削減量や取組み内容を自治体で評価する評価制度を実施している自治体もある。[image: image1.png]b EE
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(3) 取組の方向性

以上のことから、事業者の省エネ・省CO2取組みを促進し、府域の温室効果ガス排出総量の削減を図るため、現在の計画書制度を基本として評価制度を導入することが適当である。

また、評価にあたっては、対策の実施率を評価の中心に据え、排出量削減率とあわせて段階的に評価するとともに、評価基準の作成にあたっては業種ごとの対象設備等の差異を考慮して作成することが望ましい。評価の公平性を確保するために，評価項目ごとに可能な限り最低限達成すべき基準を明確化するとともに、評価項目とその基準については一定の期間で定期的に見直しを行うことが適当である。
また、事業者に対して、他の事業者と比較したそれぞれの位置等のフィードバックを実施する等、実効性のある制度とすべきである。

詳細な制度設計にあたっては、以下の内容を基本として、専門家の意見を反映して実施することが適当である。　

■評価対象・公表の対象、実施時期

・事業者単位を基本に評価
・優良事業者（例えばA～AAA評価の事業者）の評価結果をHP等で公表
・計画初年度と計画最終年度に評価を実施

■評価基準

・運用改善対策、設備導入対策及びその他の温暖化対策の実施率と排出量削減率で評価
・対策の実施率は主な事業所で評価

　※産業・業務ごとに削減率の評価基準を検討

　※過去の排出削減量も考慮

〈評価の体系（例）〉
①基本・選択対策の実施（対策計画書の場合は計画化）率での評価
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実施率が50%以下 C、75%以下 B、100%以上 A

②総量削減率での評価

原単位又は排出量削減率が1%/年未満A、1%/年以上AA、原単位削減率が1%以上かつ排出量削減率が2%/年以上AAA

表Ⅳ-1　評価基準例
	評価
	対策の実施状況
	排出量削減率

	AAA
	100%以上
	2%/年以上（排出量）

	AA
	
	1%/年以上（原単位又は排出量）

	A
	
	1%/年未満（原単位又は排出量）

	B
	75%以上
	-

	C
	75%未満
	-


表Ⅳ-2　評価項目例

	No
	区分
	評価項目
	No
	区分
	評価項目

	1
	運用
	機器管理台帳の整備
	20
	運用
	コージェネレーション設備の効率管理

	2
	運用
	エネルギー使用量の把握
	21
	運用
	コンプレッサの吐出圧の適正化

	3
	運用
	管理標準設定
	22
	運用
	コンプレッサの吸気温度管理

	4
	運用
	ボイラー空気比の適正管理
	23
	運用
	圧縮空気配管図の整備

	5
	運用
	ボイラー効率管理
	24
	運用
	エコドライブの励行

	6
	運用
	ボイラー圧力・温度の管理
	25
	運用
	自動車の適正な維持管理

	7
	運用
	蒸気配管のバルブ等の保温
	26
	運用
	自動車の燃料使用量等の把握

	8
	運用
	熱源設備の空気比の適正管理
	27
	設備
	照明の高効率化

の高効率化

	9
	運用
	熱源設備の効率管理
	28
	設備
	高効率機器の導入

	10
	運用
	熱源設備の冷水出口温度管理
	29
	設備
	BEMSの導入

	11
	運用
	空調機の室内温度の適正管
	30
	設備
	太陽光発電の導入

	12
	運用
	空調機の外気導入量の適正管理
	31
	その他
	エコカーの導入

	13
	運用
	空調機のフィルターの清掃
	32
	その他
	カーボン・オフセットの実施

	14
	運用
	空調機の温度検出器の適正配置
	33
	その他
	ピークカット対策の実施

	15
	運用
	照明設備の運用管理
	34
	その他
	省エネ診断の受診

	16
	運用
	ポンプ流量管理の評価
	35
	その他
	オーナー・テナント対策の実施

	17
	運用
	ファン，ブロア風量管理の評価
	36
	その他
	中小事業者の支援

	18
	運用
	地下駐車場の換気管理
	37
	その他
	ヒートアイランド対策の実施

	19
	運用
	給湯設備の適正管理
	
	
	


２　建築物等のヒートアイランド対策
(1)現状

大阪府では、「大阪府の温暖化の防止等に関する条例」により、延べ面積2000㎡以上の建築物の新築 ・増改築（特定建築物）を対象に、建築物の環境計画書の届出を義務化している。
大阪府域の建築物環境計画書の届出件数は、平成25年度は259件で、平成25年度末までの累計で1,010件となっている。

大阪府では、建築物の環境配慮の取組みを評価する手法として、建築物環境配慮評価システムがあり、建築環境を総合的に評価するCASBEE-新築（簡易版）と地球温暖化とヒートアイランド対策を重点的に評価する大阪府の重点評価から成り立っている。

(2)課題

大阪府の重点評価は、CO2対策、省エネ対策、みどり・ヒートアイランド対策について、一定の基準を満足した場合に、優良な取組みとして5段階で評価しており、３以上の割合は、CO2対策や省エネ対策では100％近い結果に対し、みどり・ヒートアイランド対策では、平成24年度で61％、平成25年度で53％程度と低い結果となっている。
(3)取組の方向性

以下の手順により、現行制度におけるヒートアイランド対策に関する取組状況について検証するとともに、建築物等のヒートアイランド対策が促進されるよう制度の運用改善を図る必要がある。なお、ヒートアイランド対策の効果検証にあたっては、ヒートアイランドに直接影響を及ぼす大気への熱負荷の削減量を対策効果としてシミュレーションにより定量的に評価することが望ましい。
・建築物環境配慮評価システムにより、どのようなヒートアイランド対策が実施されているか、省エネの観点等も踏まえながら、現状の把握を行う。

・届出されている建築物環境計画書のデータや図面をもとに、大気熱負荷計算モデルで計算した大気熱負荷量の低減量等と、CASBEEや府の重点評価等との関係などを検証していく。
・建築主や設計者に対し、大気熱負荷計算モデルが適切に理解されるよう説明会等を通じて、その内容や活用方法を丁寧に説明、周知するとともに、建築物環境計画書の届出の際に大気熱負荷計算モデルが活用されるよう働きかける。

・大気熱負荷計算書を提出した建築主に対し、ヒートアイランド対策に関する助言や対策の誘導を行う。

・運用の状況をみて、必要に応じてヒートアイランド対策をさらに促進する制度について検討する。

・現行制度で対象となる建築物の規模や既築建築物に対する取組みについては、国による建築物の低炭素化やヒートアイランド対策に向けた省エネ法等の関連法の見直し等を踏まえ、検討する。
○現状の制度
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○現状制度の運用改善等
Ⅴ　計画の進行管理及び推進体制

計画の進行管理については、本温暖化対策部会において、毎年、大阪府域の温室効果ガス排出量や熱帯夜数の状況、地球温暖化やヒートアイランド対策の取組状況等について、点検・評価し、その結果を環境白書やホームページ等により公表すべきである。

なお、公表に際して、温室効果ガス排出量については、排出係数を固定した値と、年度毎の排出係数を用いた実排出量の両方を記載すべきである。また、対策の進捗量については、把握できるものはCO2等の削減量も併せて示すことが望ましい。

このようなＰＤＣＡサイクルによる進行管理・点検評価は計画の効果的な推進に不可欠である。

対策の推進に当たっては、大阪府庁内部の推進体制を整備することが必要である。府庁外部においては、地球温暖化やヒートアイランド対策の推進にあたっては、国だけでなく、府内市町村、民間機関、大学・研究機関、及びＮＰＯ等との一層の連携を図るべきである。また、再生可能エネルギーや省エネルギーに係る課題、支援策等を協議、検討している「おおさかスマートエネルギー協議会」をより一層活用するなど、府民、民間事業者、市町村等と緊密に連携していく体制を整えるべきである。
また、地球温暖化に関する全国的、広域的な問題については、国や関西広域連合が対応するよう働きかけていくとともに、国等が得た知見等については、積極的に取り入れていく必要がある。さらに、大阪府が実施した地球温暖化やヒートアイランドに関する優れた取組や知見などについては、全国に周知・普及されるよう、今後も国や関西広域連合と連携していくことが望ましい。

資　　料

　温暖化対策部会で議論した資料の一部及び補足資料を参考に示す。

１　温室効果ガス排出量について

２　部門別の二酸化炭素排出量について

３　地球温暖化対策実行計画の重点施策以外の取組の状況

４　代替フロン等３ガス排出量の現状

５　熱帯夜数及び最低気温の推移について

６　条例による建築物の環境配慮制度について

参考資料

　１　大阪府環境審議会温暖化対策部会委員名簿

　２　審議経過

　３　今後の温暖化対策のあり方について（諮問）（写）
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資料１　温室効果ガス排出量について

大阪府域における温室効果ガス排出量の推移について、表１に示す。また、表１において電気の排出係数の変動で算出した値の排出係数の推移について、図１に示す。

表１　大阪府域における温室効果ガス排出量の推移
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（※）排出係数は、関西電力の電気の排出係数を用いて算定しており、「固定」の場合は

2008年度の値、「変動」の場合は各年度の排出係数を用いて算定した値。
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図１　関西電力のCO2排出係数の推移

資料２　部門別の二酸化炭素排出量※について

（※電気の排出係数を2008年度の値で固定して算定）

(1)　産業部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約38％）
産業部門における二酸化炭素排出量は、2008年度以降、リーマンショックの影響を受けて減少した2009年度を除いてほぼ横ばいとなっている。2012年度は、1,750万トンと1990年度と比べ32.5%減少しており、前年度と比べ4.3%の減少となっている（図２）。
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産業部門における排出量の約95％を占める製造業を見ると、前年度と比べ製造品出荷額等（実質）は0.8％減少しており（図３）、エネルギー消費量は4.6％減少している（図４）。
図２　産業部門における二酸化炭素排出量の推移　　　　　図３　製造品出荷額等（実質）の推移
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図４　製造業におけるエネルギー消費量の推移
【増減の内訳】
・化学工業、石油製品・石炭製品製造業、鉄鋼業の排出量が1990年度から2012年度まで上位３位を占めているが、大きく変動している。
[image: image43.png](MJ./m)

1,200

1,100

1,000

900

800

L1 1,099 1,104
1,098 1,032
1071 1,049
942 941
——2kFH 886
|| m-=HHEL 911

1990 ~ 2008 2009 2010 2011 2012
FE FE FE FE FE FE




化学工業：17.4％→21.1％（２位→１位）
石油製品・石炭製品製造業：6.5％→18.8％（３位→２位）
鉄鋼業：38.0％→17.1%（１位→３位）
・1990年度比で化学工業は 18.6%（80.5万トン-CO2）減少、石油製品・石炭製品製造業は　　　　94.6%（152万トン-CO2）増加、鉄鋼業は 69.6%（656万トン-CO2）減少している。

(2)　運輸部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約14％）

運輸部門における二酸化炭素排出量は減少傾向となっており、2012年度は、663万トンと1990年度と比べ12.2％減少しており、前年度と比べ2.1％減少している（図５）。

運輸部門における排出量の約9割を占める自動車で見ると、1990年度と比べ全自動車走行量は少なくなっている（図６）。また、ガソリン車からの排出量は減少傾向にあり、2012年度は1990年度の排出量を下回っている（図７）。

【増減の内訳】

・1990年度比で、自動車は13.0％（88.5万トン-CO2）減少、鉄道は3.9％（1.4万トン-CO2）減少。

⇒旅客自動車は、1990年度と比較して自動車走行量が増加したものの、軽乗用車へ大きくシフト。一方、貨物自動車は、全体的に自動車走行量が減少。
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図５　運輸部門における二酸化炭素排出量の推移
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図６　自動車走行量の推移　　　　　　　図７　燃料種別自動車の二酸化炭素排出量の推移

(3)　民生（家庭）部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約21％）
民生（家庭）部門における二酸化炭素排出量は、2008年度以降、2010年度を除き概ね横ばいで推移している。2012年度は、960万トンと1990年度と比べ21.8％増加しており、前年度と比べ1.5％減少している（図８）。

人口は近年横ばいで推移しているが、世帯数は増加し続けている（図９、図10）。
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図８　民生（家庭）部門における二酸化炭素排出量の推移
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図９　人口の推移
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図10　世帯数の推移
エネルギー消費量は、１世帯及び１人当たりのエネルギー消費量はともに2010年度に増加したが、2011年度以降は減少している（図11～図13）。１人当たりのエネルギー消費量は、依然として1990年度と比べ多い。

【増減の内訳】

・2011年度比で、電気は1.8％（11.2万トン-CO2）減少、LPGは7.7％（2.0万トン-CO2）減少、灯油は3.8％（1.9万トン-CO2）減少。⇒節電効果等により電力消費が減少。


図11　民生（家庭）部門におけるエネルギー消費量の推移


図12　１世帯当たりのエネルギー消費量の推移


図13　１人当たりのエネルギー消費量の推移

 (4)　民生（業務）部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約22％）

民生（業務）部門における二酸化炭素排出量は、2008年度以降概ね横ばいで推移している。2012年度は、1,019万トンと1990年度と比べ18.5％増加しており、前年度と比べ1.6％減少している（図14）。

業務用床面積は、1990年度と比べると大きく増加している（図15）。また、エネルギー消費量及び床面積当たりのエネルギー消費量は2010年度に増加したが、ここ2年は減少傾向となっている（図16、図17）。

【増減の内訳】

・2011年度比で、電力は1.7％（13.6万トン-CO2）減少、都市ガスは2.1％（4.2万トン-CO2）減少⇒節電効果等により電力消費が減少。


図14　民生（業務）部門における二酸化炭素排出量の推移


図15　業務用床面積の推移　


図17　床面積当たりのエネルギー消費量の推移

(5)　廃棄物部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約3.9％）
2012年度の廃棄物の焼却に伴う二酸化炭素排出量は180万トンであり、1990年度と比べ21.0％減少しており、2010年度以降ほぼ横ばいで推移している（図18）。

排出量の大半を占める一般廃棄物については、廃プラスチックと合成繊維くずの焼却量が排出量の算定対象となっている。廃プラスチックの焼却量は2010年度以降ほぼ横ばいで推移している（図19）。

【増減の内訳】

・2011年度比で、一般廃棄物の焼却で1.1％（2.1万トン-CO2）、産業廃棄物の焼却で0.9％（1.1万トン-CO2）減少。

⇒一般廃棄物の廃プラスチックの焼却量が1.5％（0.8万ﾄﾝ）、産業廃棄物の廃プラスチックの焼却量が6.8％（0.5万ﾄﾝ）減少したことによる。


図18　廃棄物における二酸化炭素排出量の推移


図19　一般廃棄物中の廃プラスチック類の焼却量の推移

資料３　地球温暖化対策実行計画の重点施策以外の取組の状況

地球温暖化対策実行計画で掲げた重点施策以外の取組の進捗状況について、表２に示す。
表２　地球温暖化対策実行計画の重点施策以外の取組の状況

	計画で掲げた

取組
	目標項目
	計画策定時
	現状・推移
と効果
	目標値
（2014年度）
	進捗度※1

	（１）民生（家庭）部門

	➢普及啓発
○キャンペーンやセミナー等の実施
	－
	・モットちゃん・キットちゃんの普及啓発イベント参加回数
　2012年度：32回
　2013年度：39回
・地球温暖化防止活動推進員
160名（2014年3月31日現在）
・第６期推進員（2012年10月1日から2014年9月30日までの委嘱者）の活動回数
　環境家計簿：72回、環境教育：1,004回
　自然環境：279回、省エネルギー：383回
　新エネルギー：239回。リサイクル：554回
　その他：296回
・行政と、消費者団体や環境団体などの市民セクター、販売事業者などの様々なセクターが参加する実行委員会を結成し、統一省エネラベルを利用して省エネ型家電製品の普及促進を図る大阪省エネラベルキャンペーンを実施。
	－

	➢普及啓発
○環境教育等の推進
	環境教育実施率
	小学校91.5％
中学校65.6％
(2010年度)
	小学校97.8％
中学校85.9％
(2011年度)
↓
小学校100％
中学校100％
(2012年度)
	100%
	○

	
	「エコあらかると」による発信数
	399件
(2010年度)
	558件
(2011年度)
↓
718件
（2013年度）
	600件
	○

	➢住宅・設備・機器等の省エネ・省CO2化

○新増築時の環境配慮措置の取組の促進
	建築物環境計画書届出のうち環境配慮措置が大変良好な（Ｓ又はＡ評価である）建築物の割合
（Ｓ：素晴らしい、Ａ：大変よい、Ｂ＋：良い、Ｂ－：やや劣る、Ｃ：劣る　の５段階評価）
	20％程度
(2010年度)
	33％
(2013年度)
	30%
	○

	（２）民生（業務）部門

	➢建築物・設備・機器等の省エネ・省CO2化
○新増築時の環境配慮措置の取組の促進
	建築物環境計画書届出のうち環境配慮措置が大変良好な（Ｓ又はＡ評価である）建築物の割合
（Ｓ：素晴らしい、Ａ：大変よい、Ｂ＋：良い、Ｂ－：やや劣る、Ｃ：劣る　の５段階評価）
	25％程度
(2010年度)
	30％
(2013年度)
	30%
	○

	➢建築物・設備・機器等の省エネ・省CO2化
○既存建築物への対策
	既存建築物対策の評価手法や届出制度（任意制度）
	－
	現状で関連施策や事業はないが、他の評価手法等の検討中。
	2015年度までに創設
	×

	（３）産業部門

	➢特定事業者（大規模事業者）への対策
○温暖化防止条例に基づく取組の促進
	温暖化防止条例対象事業者による温室効果ガス排出量削減率
	－
	2012年度
の削減率2.2％
(2011年度比)
削減量
25万t-CO2
※2011年度を基準年度とする産業系の事業者の値
	各事業者
３％以上
(2011年度比)
	○

	（４）運輸部門

	➢自動車・道路交通対策
	－
	①自動車・道路交通対策

南区間（放出～久宝寺）
・平成20年3月開業、延長9.2km（7駅）
　北区間（新大阪～放出）
・平成３０年度工事完了予定、延長11.1km（6駅）
②③大阪都市再生環状道路

③阪神高速道路建設協力
・大和川線（総延長＝9.7km）
　一部（Ｌ＝0.6km）平成25年3月21日開通。　
　残りの9.1kmは平成28年度完成予定。
　工事進捗率：３６％
・淀川左岸線（総延長＝10.0km）
　既供用区間（Ｌ＝1.3km）
　一部（Ｌ＝4.3km）平成25年5月25日開通。
　残りの4.4kmは平成32年度完成予定。
　工事進捗率：０％
④道路の整備
・一般府道　大野天野線（小山田地区）
（総延長=0.5km）
・一般府道　春木岸和田線（総延長=2.9km）
・主要地方道　泉佐野岩出線（総延長=2.7km）
を供用開始
⑤連続立体交差事業

事業完了路線数・事業延長・踏切除却数
⇒13路線・40.8km・131踏切
事業中箇所（2014年3月末現在の進捗率）
・近鉄奈良線（若江岩田駅、河内花園駅、東花園駅）
　⇒90％
・大阪外環状線（ＪＲ長瀬駅）⇒97％
・南海本線・高師浜線（羽衣駅、高石駅）⇒66％
・南海本線（松ノ浜駅、泉大津駅）⇒92％
・京阪本線（香里園駅、光善寺駅、枚方公園駅）
　⇒０％（H25.12事業着手）
	－

	➢事業者の取組促進

○自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく事業者指導等
	温暖化防止条例対象事業者による温室効果ガス排出量削減率
	－
	2012年度
の削減率2.0％
(2011年度比)
削減量
0.9万t-CO2
※2011年度を基準年度とする運輸業者の値
	各事業者
３％以上
(2011年度比)
	○

	（５）資源循環（廃棄物）部門

	➢使用済み家電からの代替フロン等の放出防止
	－
	・府ホームページに「家電リサイクル情報」のページを設け、適正な家電リサイクルの方法を府民にＰＲ。
・府内市町村で不法投棄された家電（エアコン、冷蔵庫・冷凍庫）の回収台数（2012年度）
　エアコン：70台
　冷蔵庫・冷凍庫：2,620台
	－

	➢廃棄物発電、廃棄物熱利用の導入促進
	＜参考指標＞
ごみ焼却余熱による発電機出力
	211,960kW
(2010年度末)
	9,600kW
(2013年度末までの増加分)
	－
	－

	（６）森林吸収・緑化の推進

	➢都市緑化の推進
○建築物敷地等における緑化の促進
○「みどりの風促進区域」での取組を通じたみどりの太い軸線の形成
○面的に広がりのある緑地の創出とネットワーク化
	－
	①地域緑化推進事業

2011年度　2,250本
2012年度　2,200本
2013年度　2,433本
②建築物緑化促進顕彰事業

環境審議会環境・みどり活動促進部会により「おおさか優良緑化賞」を選考・審査。
2013年度顕彰実績　
知事賞3件、奨励賞2件、生物多様性賞1件
③建築物緑化促進事業

緑化面積（届出書の計画面積）
2013年度　34.7ha
　市町村への届出件数（計画・変更・完了）
2012年度　910件 
2013年度　923件
④みどりづくり推進事業

2013年度実績
（活動助成）3件　緑化面積：1,320㎡
⑤「みどりの風促進区域」の推進

⑥「みどりの風促進区域」における重点緑化事業

2013 年度末植栽実績 約9600 本
・民有地緑化実施箇所 110地区 約6400 本
・公共緑化実施箇所 約3200 本
	－

	（７）再生可能エネルギーの普及等

	➢省エネ・省CO2関連技術・製品の普及
	LED道路照明灯の導入実績
	約1,400灯
(2010年度末)
	約23,000灯
(2013年度末)
2012年12月までにLED灯に更新された9,231灯を対象にした排出削減量は、
1,994t-CO2（2012年5月22日～2013年3月31日）※2
（2013年度については試算中）
	府管理道路照明灯全て
約23,000灯
(2013年度末)
（府管理道路の全灯をLED化したときの消費電力削減効果（試算）は、約1,100万kWh／年）
	○

	
	－
	「おおさかエコテック」に選定された環境技術・製品数：82件（2003年度～2014年度末）
	－

	➢エネルギー関連技術・製品の開発支援
	－
	事業目標
・スマートエネルギー関連マッチング件数
30件/3年
	－


※1　進捗度について（一部見込みを含む）

○ 目標達成又は達成見込み、△ 現時点で達成可能か判断できない、× 達成は困難

※2　国内クレジット制度で認証されたクレジット量（認証日：2013年6月7日、排出削減事業名：大阪府における道路照明灯LED化事業、承認番号：JCDM-PJ1500）
資料４　代替フロン等３ガス排出量の現状

代替フロン等３ガス排出量は、2012年度は161万トンと1995年度と比べ67％減少している。ただし、ＨＦＣは2008年度以降増加し、2012年度は2008年度と比べ1.6倍に増加している。（図20）

図20　代替フロン等３ガス排出量の推移

資料５　熱帯夜数及び最低気温の推移について

（１）熱帯夜数の評価及びその方法

現計画において、熱帯夜数の評価は、現状から評価年までの地球温暖化による影響と考えられる気温上昇分を除外した上で、5年間の移動平均日数を求め、各地点の日数の平均で行うものとするとしている。

今回、地球温暖化の影響を除外した熱帯夜数の算定方法を検討するとともに、本方法を用いて、基準年からの最新年までの熱帯夜数の増減状況について評価した。基準年については、現計画で示されている2000年（1998～2002年の5年移動平均）とし、評価年については、2011年（2009～2013年の5年移動平均）とした。


＜評価方法＞

1 都市化などによる環境の変化が比較的少ない全国の気象観測15地点における7～9月の各日の最低気温の月平均値を求め、1998年から2013年の5年移動平均値を各々算出する。

2 ①で算出した5年移動平均値を用いて、基準年からの最低気温の差（℃）を年毎に各々算出する。（図21で示すプロット）

3 ②で算出した各年の基準年からの最低気温の差から、2000年から2011年までの最低気温の差の傾きを求める（1次回帰直線）。（図21で示す破線）

4 ③で算出した傾きを用いて、評価年における7～9月の基準年からの最低気温の差を求めると、7月で0.28℃減少、8月で0.22℃増加（図21参照）、9月で0.26℃増加している。この値が地球温暖化による影響と考えられる気温上昇分と想定する。


[image: image3]
5 2009年～2013年の各日最低気温から、上記で算出した地球温暖化による影響と考えられる気温上昇分を除いた気温を算出し、その算出した気温が25℃以上となる日を熱帯夜として熱帯夜数をカウントする。
以上の方法により算出した熱帯夜数について、基準年と評価年を比較した場合、図22に示すとおり、大阪では5日減少、豊中では4日減少、枚方では5日減少しており、3地点の平均では5日の減少となっている。


　　 
（２）大阪における最低気温の推移
大阪における1998年から2013年における7月、8月の日最低気温の月平均値（5年移動平均）の推移について東京と比較した場合、図23,24に示すとおり、2000年から2011までの間に、大阪は東京を上回っており、特に8月の大阪の月最低気温は、25度を下まわることなく推移している。



資料６　条例による建築物の環境配慮制度について

（１）建築物の環境配慮制度の概要

　　条例対象：延べ床面積2,000m2以上の新築及び増改築の建築物（特定建築物）



（２）建築物環境計画書の届出状況









（３）環境配慮の評価の状況



参考資料１　大阪府環境審議会温暖化対策部会委員名簿

（審議会委員）

○槇村　久子（京都女子大学宗教・文化研究所客員教授）

◎水野　稔（大阪大学名誉教授）

（専門委員）

神田　佑亮（京都大学大学院准教授）

鈴木　靖文（有限会社ひのでやエコライフ研究所取締役）

髙村　ゆかり（名古屋大学大学院教授）

鍋島　美奈子（大阪市立大学大学院准教授）

森山　正和（摂南大学教授）

◎部会長　○部会長代理

参考資料２　審議経過

	平成26年6月19日
	・環境審議会に諮問

	7月9日
	第1回部会

・温暖化対策の最近の動向について

・大阪府域における温暖化の現状について

・地球温暖化対策の主な取組みの進捗状況及び検討事項について

・ヒートアイランド対策の主な取組みの進捗状況及び検討事項について

・今後のスケジュールについて

	7月30日 
	第2回部会
・地球温暖化対策の検討事項と取組方針について

・大規模事業者（産業、業務）に対する省エネルギー対策について

・中小事業者における省エネルギー対策について

・民生部門における省エネルギー対策について

・運輸部門対策等の主な施策と対策指標について

・ヒートアイランド対策の検討事項と取組方針について

・ヒートアイランド対策指標について

	8月21日
	第3回部会

・建築物等の高温化抑制について

・暑熱環境による人への影響に対する適応策について

・地球温暖化対策の検討事項と取組の方向性について

・大阪府域における2012年度の温室効果ガス排出量について

	9月10日
	第4回部会

・地球温暖化対策の検討事項と取組の方向性について　

・ヒートアイランド対策の検討事項と取組の方向性について

・今後の温暖化対策について（報告素案）

	10月20日
	第5回部会

・温暖化対策部会報告素案に対する主な意見及び対応について

・温暖化対策部会報告案について


参考資料３　今後の温暖化対策のあり方について（諮問）（写）


（説　明）
　本府においては、大阪府地球温暖化対策地域推進計画（2005年9月改定）の次期計画として、2012年3月に「大阪府地球温暖化対策実行計画」を策定し、2014年度までに温室効果ガス排出量を1990年度から15％削減する目標を掲げ、温室効果ガス排出削減の取組みを総合的・計画的に推進しているところです。
国においては、京都議定書目標達成計画に基づく取組みが2012年度に終了し、昨年11月のCOP19で、2020年度の温室効果ガス削減目標を2005年度比で3.8％削減することを表明したところです。今後、この目標は、エネルギー政策等の検討の進展を踏まえ見直し、確定的な目標を設定することとなっています。
東日本大震災による原子力発電所の事故以降の状況を見ると、全国的に火力発電の稼動増加による化石燃料の消費が増加しており、大阪府域においても、一定の節電が定着したものの、電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量が大幅に増加しています。
また、府においては、地球温暖化による気温の上昇だけでなく、都市化に伴うヒートアイランド現象による気温の上昇が加わり、熱環境が悪化しています。このため2004年6月に「大阪府ヒートアイランド対策推進計画」を策定し、2025年までに住宅地域における熱帯夜数を３割削減する目標などを掲げ、対策を推進しています。国においては、2013年7月に「ヒートアイランド対策大綱」（2004年3月策定）を改定し、人の健康への影響等を軽減する適応策の推進を追加しました。
このような状況を踏まえ、大阪府は国や国際的な動向を注視しつつ、引き続き地域特性に応じた対策を着実に推進していく必要があることから、今後の地球温暖化対策やヒートアイランド対策のあり方について、貴審議会の意見を求めるものです。
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図Ⅰ-1　世界の二酸化炭素排出量の推移


※出典：環境省








図Ⅰ-2　世界の平均気温の変動幅


※IPCC第5次報告書を基に作成
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図Ⅱ-2　地球温暖化対策実行計画の位置づけ





図Ⅳ-1　条例対象事業者の産業・業務部門内でのエネルギー消費量割合


※　産業系、業務系事業者のエネルギー消費量から自動車由来を除いて算出





図Ⅳ-2　第一期及び第二期における排出量の推移及び削減目標の達成状況


※第一期（基準年度17年度、期間18～20年度）、第二期（基準年度20年度、期間21～23年度）


※電気の排出係数は、第一期は0.284、第二期は0.337を使用
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（運用・設備導入対策該当数）








（運用改善・設備導入対策実施数　+　その他の対策実施数）





図16　民生（業務）部門における


エネルギー消費量の推移








図21　全国の気象観測15地点における基準年からの最低気温の差の推移（8月）





（5年移動平均）





出典）1998年から2013年の気象庁データより作成　





図22　3都市の地球温暖化の影響を除外した熱帯夜数








7月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8月





図23　大阪と東京における7月の最低気温　　　　　図24　大阪と東京における8月の最低気温








建築物環境計画書の作成等





届出の概要の公表





建築主の環境配慮義務





建築物環境配慮指針の策定








建築物の新築や増改築をしようとする方は、建築物環境配慮指針に基づき、建築物の環境配慮のための適正な措置を講ずるよう努めなければならない（第15条）








知事は建築主が建築物の環境配慮を適切に実施するための指針を定める（第14条）





　


建築物の新築等をしようとする方は、建築物の環境配慮のための措置に係る計画書を作成し、知事に届け出なければならない。（第16条）





○指導及び助言（第25条）





○報告の徴収（第36条）





建築物の環境配慮指針に基づく、環境配慮のために講じようとする措置を評価するシステム








地球温暖化やヒートアイランド 対策を重点的に評価


     CO2削減、省エネ対策


    みどり・ヒートアイランド対策


（緑化・建築物表面、敷地の高温化抑制）








建築物の総合的な環境配慮の取組みを評価　　


環境性能効率＝環境品質／環境負荷





CASBEE－新築（簡易版）





大阪府の重点評価











建築物環境配慮評価システム





　


大阪府のホームページなどにより公表する（第16条）





●建築物の環境配慮制度





� EMBED Excel.Chart.8 \s ���





1943





1430





1082





912





752





590





402





192





図25　建築物環境計画書の累計届出件数
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図26　各対策における重点評価が３以上の割合








※平成26年8月時点集計結果（平成24年度116件、平成25年度172件





（参考）大阪府の状況





◇温暖化対策おおさかアクションプラン（2012年3月策定）


～大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）～　


目標  2014年度の温室効果ガス排出量を1990年度から15％削減


（電力の排出係数を2008年度で固定）





◇大阪府ヒートアイランド対策推進計画（2004年6月策定）





目標  2025年までに夏の熱帯夜数を1998～2002年の5年平均より


３割削減（地球温暖化の影響を除いて評価）





◇おおさかエネルギー地産地消推進プラン（2014年3月策定）


目標  2020年度までに150万ｋＷ以上の電力を創出(太陽光発電90万kＷ、分散型電源等35万kＷ、ガス冷暖房等25万kＷ)





◇大阪府温暖化の防止等に関する条例


（2006年4月施行、2012年3月改正）


・エネルギーの多量消費事業者に対する、対策計画書や実績報告書の届出の義務付け、立入調査などを規定


　・建築物の環境配慮計画の届出、環境性能表示義務を規定


（2013年3月改正）


・電気の需要の平準化の取組促進等を規定


（2014年3月改正）


・建築主に再生可能エネルギー利用設備の導入の検討及び省エネルギー基準への適合義務を規定





３．大阪府の計画等





今後の温暖化対策について





１．国際的な動き














気候変動枠組条約締約国会議


・COP3（1997.12　京都）


京都議定書採択（2005年2月発効）


温室効果ガス排出量削減の国際的な約束


（日本は2008～2012年の平均で1990年に


比べ6％削減の義務）


・COP15（2009.12　ﾃﾞﾝﾏｰｸ･ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ）


2020年までの削減目標を各国が申告


（日本：1990比-25％）


・COP17（2011.11南アフリカ・ダーバン）


　日本は、第2約束期間の枠組みから離脱


・COP18（2012.12カタール・ドーハ）


　京都議定書を2013年以降8年間継続する改正決議を採択


（第2約束期間に参加し、GHG削減義務を負うのはEU、豪州など10か国のみ）


・COP19（2013.11ポーランド・ワルシャワ）


　日本の2020年度の温室効果ガス削減目標を2005年度比で3.8％削減することを表明


（原発稼動による削減効果を見込まず）


◇気候変動に関する政府間パネル(IPCC)


・第５次報告書(2014年3月の第2作業部会公表）社会的、技術的システム等の変革により、効果的な適応策を講じ、緩和策とあわせて促進





◇温室効果ガス排出量の現状（2011年度）　　　　


・2008年度の電力の排出係数で算定（火力発電の稼動増加影響を含めない）


4,954万トン(基準年度(1990)比16.2％減)


・2011年度の電力の排出係数で算定（火力発電の稼動増加影響を含める）


5,516万トン(基準年度(1990)比  6.7％減)





◇熱帯夜数の現状（2011年）　


ヒートアイランド対策推進計画の基準年(2000)と比較して、2011年の


熱帯夜数は、各地とも約１割減少(熱帯夜数には地球温暖化の影響を含む)





運輸、産業


部門は減少





業務、家庭部門


とも約20％増加





図２.大阪府域における部門別二酸化炭素(CO2)排出量


（2011年度の排出量は2008年度の電力の排出係数を用いて算定）





約１割減少





基準日数








◇2012年7月　再生可能エネルギーの固定価格買取制度が開始


◇2012年10月「地球温暖化対策のための税」が施行


◇2013年5月　国に地球温暖化対策計画策定を義務付ける規定等を盛り込んだ地球温暖化対策推進法改正（地球温暖化対策計画は現在未策定）


◇2013年7月　ヒートアイランド対策大綱改定


◇2013年11月　新たな温室効果ガス削減目標（3.8％削減）を設定





◇2014年4月　第4次エネルギー基本計画策定


（電源別の数値目標なし）











２．国の動向





図３. 大阪の主要都市における熱帯夜数の推移（各年５年移動平均）


※５年移動平均とは、その年および前後２か年を含めた５か年の平均をとった値





図１.大阪府域における温室効果ガス排出量の推移








○　国における地球温暖化対策の目標が表明されたこと等を踏まえ、国の動向を注視しながら、大阪府における今後の地球温暖化対策やヒートアイランド対策のあり方について検討


◇主な検討事項（案）


・大阪府温暖化対策実行計画（区域施策編）の改定に関すること


・大阪府ヒートアイランド対策推進計画の改定に関すること


◇スケジュール（案）


2014年


6月　 環境審議会に諮問　「今後の温暖化対策について」 温暖化対策部会で審議・検討（５～６回）


11月　 環境審議会から答申


2015年


 1月　　計画（案）作成・パブリックコメント実施


3月　　改定計画の公表等　





４．検討内容とスケジュール
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【別添1】庁内ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策施策一覧

		

		重点対策名 ジュウテンタイサクナ								施策名
(事業年度) シサクメイジギョウネンド				施策概要 シサクガイヨウ		目標数値								平成2１年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド		平成2４年度 ヘイセイネンド		備考 ビコウ		関連ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ カンレン		担当課・G タントウカ

		大分類 ダイブンルイ				中分類 チュウブンルイ												平成18年度 ヘイセイネンド		平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド														(内線・電話番号） ナイセンデンワバンゴウ

		2		建物・地表面の高温化抑制 タテモノチヒョウメンコウオンカヨクセイ		(1)
（2）		建物緑化
屋根面・壁面の高温化抑制 タテモノリョッカヤネメンヘキメンコウオンカヨクセイ				「温暖化の防止等に関する条例」の施行　※
（平成18年度～） オンダンカボウシナドカンジョウレイシコウヘイセイネンド		・容積率対象延べ面積2,000㎡以上のを超える建築物の新築・増築・改築をする際に、建築主に対して、建築物の省エネルギー化、室内温熱環境の向上などの環境配慮のための措置・評価結果に係る建築物環境計画書の作成及び届出を義務づけるとともに届出の概要を公表し、建築物の総合的な環境配慮を促進。				【進捗状況】
・平成18年4月温暖化の防止等に関する条例の施行。
・条例に基づく建築物環境計画書の届出件数　192件（事務移譲している大阪市分を含む）		【進捗状況】
・条例に基づく建築物環境計画書の届出件数　２１０件（事務移譲している大阪市分を含む）
・顕彰制度「大阪サステナブル建築賞」の第1回目を実施（優秀賞2件、特別賞1件）		【進捗状況】
・条例に基づく建築物環境計画書の届出件数　１８３件（事務移譲している大阪市分を含む）
・顕彰制度「大阪サステナブル建築賞」の第2回目を実施。（知事賞1件、優秀賞3件、特別賞5件）
 チジショウケンユウシュウショウ		【進捗状況】
・条例に基づく建築物環境計画書の届出件数　１６０件（事務移譲している大阪市分を含む）
・顕彰制度「大阪サステナブル建築賞」の第3回目を実施。（知事賞2件、優秀賞2件、特別賞7件）
 チジショウケンユウシュウショウ		【進捗状況】
・条例に基づく建築物環境計画書の届出件数　１５７件（事務移譲している大阪市分を含む）
・顕彰制度「大阪サステナブル建築賞」の第４回目を実施。（知事賞１件、優秀賞３件、特別賞４件、奨励賞６件）
 シンチョクジョウキョウショウレイショウケン		【進捗状況】
・条例に基づく建築物環境計画書の届出件数　１１７件（事務移譲している大阪市分、堺市分を含む）（第３四半期まで）
・顕彰制度「大阪サステナブル建築賞」の第５回目を実施。（知事賞１件、優秀賞３件、特別賞４件、奨励賞３件）
 シンチョクジョウキョウサカイシブンダイシハンキショウレイショウケン		【進捗状況】
・建築物の環境配慮制度の届出対象範囲の拡大及び届出評価結果を表示する建築物環境性能表示（ラベリング制度）の義務化を図った。
建築物環境計画書の届出件数　８８件（大阪市分除く。第３四半期まで）
・顕彰制度「大阪サステナブル建築賞」の第６回目を実施。（知事賞１件、優秀賞２件、特別賞２件、奨励賞２件）
 シンチョクジョウキョウケンチクブツカンキョウハイリョセイドトドケデタイショウハンイカクダイオヨトドケデヒョウカケッカヒョウジケンチクブツカンキョウセイノウヒョウジセイドギムカハカノゾ				http://www.pref.osaka.jp/kenshi_shinsa/casbee_index_html/index.html		建築指導室　審査指導課
建築環境・設備G
（3025）

																平成18年度 ヘイセイネンド		平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド		平成21年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド		平成24年度 ヘイセイネンド		平成25年度 ヘイセイネンド

																192		210		183		160		157		117		88		356

																192		402		585		745		902		1019		1107		1463

																						※平成18年度～22年度までは事務移譲している大阪市分を含む

																						※平成23年度は事務移譲している大阪市分、堺市分を含む

																						※平成24年度は大阪市分を除く

																平成18年度 ヘイセイネンド		平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド		平成21年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド		平成24年度 ヘイセイネンド		平成25年度 ヘイセイネンド

														大阪府 オオサカフ		95		101		115		108		92		96		144		259

														累計 ルイケイ		95		196		311		419		511		607		751		1010

														大阪市 オオサカシ		97		109		73		54		68		74		204		254

														累計 ルイケイ		97		206		279		333		401		475		679		933

														合計（累計） ゴウケイルイケイ		192		402		590		752		912		1082		1430		1943



&C&26庁内ヒートアイランド対策施策一覧

&R&P/&N

内線番号（出先の場合は電話番号）をご記入ください

年度毎に進捗状況・実績、施策効果・評価をご記入ください

20年度に予定されている取組み等をご記入ください

年度毎に進捗状況・実績、施策効果・評価をご記入ください
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建築物環境計画書の累計届出件数



		



大阪府

大阪市

建築物環境計画書の累計届出件数
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										ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－１」		ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－３．２」		ＣＡＳＢＥＥ「ＬＲ３－２．２」

		平均値 ヘイキンチ		3.7		3.4		2.6		2.1		2.9		2.6

		評価5 ヒョウカ		7		1		0		0		0		0

		評価4 ヒョウカ		116		67		15		13		22		6

		評価3 ヒョウカ		47		103		76		35		108		88

		評価2 ヒョウカ		1		1		77		79		39		76

		評価1 ヒョウカ		1		0		4		45		3		2

		総件数 ソウケンスウ		172		172		172		172		172		172

		評価3以上 ヒョウカイジョウ		98.8%		99.4%		52.9%		27.9%		75.6%		54.7%

		評価4以上 ヒョウカイジョウ		71.5%		39.5%		8.7%		7.6%		12.8%		3.5%

										ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－１」		ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－３．２」		ＣＡＳＢＥＥ「ＬＲ３－２．２」

		全体のスコアに占める各項目の割合 ゼンタイシカクコウモクワリアイ								9.0%		4.5%		7.5%

		建築物環境計画書の届出（届出概要の公表平成２４、２５年度）【特定建築物】

		大阪府 住宅まちづくり部　建築指導室　審査指導課　建築環境・設備グループＨＰから作成
 サクセイ





平成24年度

		平成24年度		平成24年度		平成24年度

		平成25年度		平成25年度		平成25年度



生物環境の保全と創出

敷地内温熱環境の向上

温熱環境悪化の改善



平成25年度

		平成24年度		平成24年度		平成24年度

		平成25年度		平成25年度		平成25年度



CO2対策

省エネ対策

みどり・ヒートアイランド対策



（参考）CASBEE(Q3)

		建築物環境計画書の届出（届出概要の公表平成２４年度）【特定建築物】

		大阪府 住宅まちづくり部　建築指導室　審査指導課　建築環境・設備グループＨＰ																												更新２０１４．８．１５ コウシン

		http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshi_shinsa/casbee_index_html/kohyo1_h24.html

		No.		建築物		建築主		所在地		主用途		評価		結果シート		性能表示		完了		更新情報		重点評価項目 ジュウテンヒョウカコウモク						みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策の評価項目 タイサクコウモク

				名　称																		CO2対策 タイサク		省エネ対策 ショウタイサク		みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策 タイサク		生物環境の保全と創出 セイブツカンキョウホゼンソウシュツ		敷地内温熱環境の向上 シキチナイオンネツカンキョウコウジョウ		温熱環境悪化の改善 オンネツカンキョウアッカカイゼン

																												ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－１」		ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－３．２」		ＣＡＳＢＥＥ「ＬＲ３－２．２」

		1		（仮称）和泉事業所project		 近鉄不動産（株）		和泉市		集合住宅		B+		   [PDFファイル／183KB]				H24.8				3		3		2		1		3		3

		2		 （仮称）寝屋川市香里園南之町新築工事		三洋ホームズ（株）		寝屋川市 		集合住宅		B+ 		   [PDFファイル／392KB]				H24.12（予定） 				4		4		3		2		4		3

						関電不動産（株） 

		3		社会医療法人弘道会（仮称）寝屋川生野病院新築工事 		社会医療法人弘道会 		 寝屋川市「		 病院		Ｂ+ 		  [PDFファイル／196KB] 				 H25.5.31				4		4		2		2		3		2

		4		 （仮称）千里山星が丘Ａ計画		 エヌ・ティ・ティ都市開発（株）		 吹田市		集合住宅 		Ｂ+ 		  [PDFファイル／506KB] 				 H26.2（予定）				4		3		3		3		3		3

		5		 （仮称）豊中本町集合住宅新築工事		 和田興産（株）		豊中市 		集合住宅 		B+		   [PDFファイル／201KB]				 H26				4		3		2		1		2		2

		6		 （仮称）大日東町マンション		 三洋ホームズ（株）		 守口市		集合住宅 		A 		  [PDFファイル／203KB] 								4		4		3		2		3		3

						東急不動産（株）

		7		 スーパーコスモプレミアム大東店		ニューサンスター商事（株） 		大東市 		工場 		B- 		  [PDFファイル／207KB] 								4		3		2		2		3		2

		8		 東大阪生協病院		医療生協かわち野生活協同組合 		東大阪市 		病院 		A 		  [PDFファイル／503KB] 				H26.9（予定） 				4		4		4		4		3		3

		9		 （仮称）枚方市香里ヶ丘４丁目計画		東急不動産（株） 		枚方市 		集合住宅 		B+ 		  [PDFファイル／409KB]				 H25.8（予定）				4		3		3		2		3		3

		10		 学校法人関西外語大学中宮キャンパス		学校法人関西外語大大学		枚方市 		学校 		A 		   [PDFファイル／442KB]				 H25.8（予定）				3		3		3		3		3		3

		11		 （仮称）枚方市宮之阪１丁目計画		高橋開発（株） 		 枚方市		集合住宅		 B+		   [PDFファイル／390KB]		   [PDFファイル／41KB]		 H25.11（予定）				4		4		3		2		4		3

		12		 近畿大学医学部附属病院		学校法人近畿大学 		 大阪狭山市		病院 		 A		   [PDFファイル／492KB]				 H25.9（予定）				4		4		5		5		4		4

		13		ロジュマン千里中央		 MID都市開発(株)		 豊中市		集合住宅 		Ａ 		  [PDFファイル／547KB]				H26.2（予定） 		 H25.1		4		4		3		3		3		3

						近鉄不動産(株)														変更

						伊藤忠都市開発(株)

		14		 23-（仮称）千里山団地建設工事E街区		 独立行政法人都市再生機構		 吹田市		 集合住宅		 S		  [PDFファイル／233KB]		   [PDFファイル／42KB]		 H25.10（予定）				5		4		4		4		4		4

		15		 ロジュマン千里中央（駐車場）		 MID都市開発(株)		豊中市 		工場 		Ｂ+ 		  [PDFファイル／515KB]				 H26.2（予定）		 H25.1		4		4		3		3		3		3

						近鉄不動産(株)														変更

						伊藤忠都市開発(株)

		16		 23-（仮称）千里山団地建設工事A-1街区		 独立行政法人都市再生機構		吹田市		集合住宅 		 S		  [PDFファイル／234KB]		  [PDFファイル／42KB] 						4		4		4		4		4		4

		17		 23-（仮称）千里山団地建設工事A-2街区		 独立行政法人都市再生機構		 吹田市		 集合住宅		 S		  [PDFファイル／258KB]		   [PDFファイル／42KB]						5		5		4		4		4		4

		18		 （仮称）大日東町マンション（駐車場棟）		 三洋ホームズ（株）		 守口市		工場 		B+ 		   [PDFファイル／184KB]								4		3		2		2		2		2

						東急不動産（株）

		19		 樫本病院		 医療法人樫本会		大阪狭山市		病院 		A		   [PDFファイル／452KB]				41,388				4		3		3		3		3		2

		20		 23-(仮称) 千里山団地建設工事　B街区		 独立行政法人都市再生機構		吹田市		集合住宅 		S 		  [PDFファイル／232KB]		  [PDFファイル／42KB] 		H26.1（予定） 				4		4		4		4		4		4

		21		 23-(仮称) 千里山団地建設工事　C街区		独立行政法人都市再生機構 		 吹田市		 集合住宅		S		  [PDFファイル／231KB]		  [PDFファイル／42KB] 		 H25.11（予定）				4		4		4		4		4		4

		22		 （仮称）テックランド大阪阪南店		 （株）ヤマダ電機		 阪南市		物販店 		 B+		   [PDFファイル／467KB]				 H25.4（予定）				5		3		2		1		2		2

		23		ザ・パークハウス高槻城北町 		三菱地所レジデンス（株） 		高槻市 		集合住宅 		A 		  [PDFファイル／477KB] 		   [PDFファイル／42KB]						3		4		3		2		3		3

		24		 （仮称）安田倉庫茨木新倉庫		 安田倉庫（株）		 茨木市		 工場		 B+		  [PDFファイル／491KB] 				 H25.10（予定）				3		4		2		2		2		3

		25		（仮称）ジャパンファーマーズカンパニー第二工場		 ＪＦＣ		 岸和田市		工場 		Ｂ- 		   [PDFファイル／473KB]				 H25.2				3		3		2		2		2		2

		26		 (仮称）プレサンスロジェ茨木松ヶ本町		 （株）プレサンスコーポレーション		茨木市 		集合住宅 		Ｂ+ 		  [PDFファイル／476KB] 				 H25.11（予定）				3		3		3		2		3		3

		27		 （仮称）イルサローネ藤井寺店		（株）アサヒディード 		 藤井寺市		工場 		 Ａ		  [PDFファイル／218KB] 								4		4		3		2		3		3

		28		 （仮称）大阪府立泉北・泉南地域支援学校　同高等支援学校		大阪府教育委員会 		泉南市 		学校 		Ａ：1.8 		  [PDFファイル／520KB] 				 H26.2（予定）				4		4		3		2		3		3

		29		 （仮称）エディオン大東店		 （株）エディオン		大東市 		物販 		Ｂ- 		  [PDFファイル／451KB] 				H25.1				4		3		2		1		2		2

		30		 （仮称）八尾市楠根町店舗計画		（株）コーナン 		 八尾市		物販 		Ｂ+ 		   [PDFファイル／559KB]				 H25.4（予定）				4		4		3		3		3		2

		31		（仮称）フィオレ八尾		（株）ブルーム		八尾市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／508KB]		  [PDFファイル／42KB]		H25.11（予定）				3		3		3		2		3		3

		32		(仮称）八尾図書館等建設工事		八尾市		八尾市		事務所		Ａ：1.5		  [PDFファイル／398KB]				H25.12（予定）				3		4		4		3		5		3

		33		大阪府営枚方牧野北第１期高層住宅		大阪府		枚方市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／469KB]				H27.12（予定）				4		3		2		2		3		2

		34		（仮称）吹田市古江台6丁目計画		フジ住宅（株）		吹田市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／517KB]		  [PDFファイル／41KB]		H26.2（予定）				4		3		3		2		4		2

		35		（仮称）東大阪市俊徳町1丁目計画		フジ住宅（株）		東大阪市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／199KB]		   [PDFファイル／41KB]		H26.3（予定）				4		3		3		2		4		2

		36		（仮称）第1関根マンション		（株）関根工務店		吹田市		集合住宅		Ｂ-		  [PDFファイル／480KB]				H25.10（予定）				3		3		2		1		2		2

		37		Ｔ・Ｎ・ＮＯＭＵＲＡ東大阪物流センター		（株）ティ・エヌ・ノムラ		東大阪市		工場		Ｂ-		  [PDFファイル／458KB]				H25.3（予定）				3		3		1		1		1		2

		38		（仮称）左近紙工（株）工場		左近紙工（株）		門真市		工場		Ｂ-		  [PDFファイル／476KB]				41,380				4		3		2		2		3		2

		39		（仮称）パークナード江坂垂水町		パナホーム（株）		吹田市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／186KB]				H25.8（予定）				4		4		3		3		3		3

		40		（仮称）スーパーコート新石切		TY		東大阪市		病院		Ｂ-		  [PDFファイル／206KB]				H25.6（予定）				3		3		2		1		3		2

		41		ユニーブル石橋駅前		（株）ユニホー		池田市		集合住宅		Ｂ-		  [PDFファイル／195KB]		  [PDFファイル／41KB]		H25.8（予定）				4		3		2		2		2		2

		42		（仮称）ダイエー庄内店		（株）ダイエー		豊中市		物販店		Ｂ+		  [PDFファイル／199KB]								5		4		2		2		2		2

		43		フジパン枚方工場		フジパングループ本社（株）		枚方市		工場		Ｂ+		  [PDFファイル／531KB]				41,410				4		4		2		1		2		2

		44		東大阪養護老人ホーム		大阪府社会福祉事業団		東大阪市		病院		Ｂ+		  [PDFファイル／509KB]				H25.9（予定）				4		3		3		3		3		3

		45		（仮称）ホームセンターコーナン高槻市冨田丘店新築工事		コーナン商事（株）		高槻市		物販店		Ｂ+		  [PDFファイル／194KB]								5		3		2		1		3		2

		46		（仮称）岸和田中部地区市民センター		岸和田市		岸和田市		集会所		Ａ		  [PDFファイル／200KB]				H25.3（予定）				4		4		3		3		3		3

		47		（仮称）プレサンスロジェ門真元町		（株）プレサンスコーポレーション		門真市		集合住宅		Ｂ-		  [PDFファイル／488KB]				H26.3（予定）				4		3		2		1		2		2

		48		（仮称）医療法人守田会いぶきの病院		医療法人守田会		和泉市		病院		Ｂ+		  [PDFファイル／473KB]				H25.10（予定）				4		3		2		2		3		2

		49		 （仮称）吹田市南金田二丁目ＰＪ		 HT		 吹田市		集合住宅 		Ｂ+ 		   [PDFファイル／459KB]				H25.7（予定） 				4		3		2		2		3		2

		50		（仮称）吹田市垂水町二丁目計画		都市環境開発（株）		吹田市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／186KB]		  [PDFファイル／41KB]		H25.12（予定）				4		3		3		2		3		3

		51		（仮称）ライブガーデン江坂2		（株）ライブエステート		吹田市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／459KB]				H25.8（予定）				3		3		3		2		3		3

		52		(仮称)千里山星が丘B計画		阪急不動産（株）		吹田市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／212KB]				H24.10（予定）				4		3		3		2		3		3

						エヌ・ティ・ティ都市開発（株）

		53		（株）明治（仮称）関西栄養食工場		（株）明治		貝塚市		工場		B+		  [PDFファイル／211KB]				H26.1				3		4		2		2		3		2

		54		社会医療法人慈薫会河崎病院		社会医療法人慈薫会		貝塚市		病院		Ａ		  [PDFファイル／482KB]				H26.12（予定）				4		4		2		2		3		2

		55		（仮称）千里山団地Ｄ－１街区		独立行政法人都市再生機構		吹田市		集合住宅		S		  [PDFファイル／498KB]		  [PDFファイル／42KB]		H25.11（予定）				4		4		4		4		4		4

		56		（仮称）サンプラザ河南店		（株）サンプラザ		河南町		物販店		Ａ		  [PDFファイル／200KB]				41,383				5		4		2		2		2		3

		57		（仮称）和泉市府中町集合住宅		（株）東昌ホールディングス		和泉市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／206KB]				H26.1（予定）				4		4		2		2		3		2

		58		（仮称）新千里東町プロジェクト住棟		ジェイアール西日本不動産		豊中市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／476KB]		  [PDFファイル／42KB]		H26.3（予定）				4		3		3		3		3		3

		59		（仮称）新千里東町プロジェクト駐車場棟		ジェイアール西日本不動産		豊中市		工場		Ｂ+		  [PDFファイル／440KB]				H26.3（予定）				4		4		3		3		3		2

		60		（仮称）吹田・山田西４丁目計画		野村不動産（株）		吹田市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／185KB]		  [PDFファイル／41KB]		H26.3（予定）				4		4		3		2		3		3

		61		（仮称）エステムコート大東諸福８丁目新築工事		（株）日商エステム		大東市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／189KB]				H26.2（予定）				3		3		3		2		3		3

		62		（仮称）エステムコート大東諸福８丁目駐車場棟		（株）日商エステム		大東市		工場		Ｂ+		  [PDFファイル／188KB]				H26.2（予定）				4		4		2		2		3		2

		63		（仮称）スーパーコート豊中千里		YS		豊中市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／454KB]				H25.7（予定）				3		4		3		2		4		3

		64		（株）吉寿屋摂津第1流通センター		（株）吉寿屋		摂津市		工場		Ａ		  [PDFファイル／216KB]				H26.1（予定）				3		3		2		2		3		2

		65		（仮称）プレサンス吹田広芝町		（株）プレサンスコーポレーション		吹田市		集合住宅		Ｂ-		  [PDFファイル／465KB]				H24.12（予定）				3		3		2		1		3		3

		66		（仮称）日立建機ティエラ		（株）日立建機		大東市		工場		B+		  [PDFファイル								3		3		2		2		2		3

		67		（仮称）太成学院大学高等学校校舎建替工事		学校法人天満学園		大東市		学校		Ｂ+		  [PDFファイル／188KB]				H26.2（予定）				4		4		2		2		3		2

		68		（仮称）吹田市垂水町３丁目新築工事		日本エスリード（株）		吹田市		集合住宅		Ｂ-		  [PDFファイル／194KB]				H25.12（予定）				3		3		2		2		3		2

		69		北大阪トラックターミナル物流センター新築工事		大阪府都市開発（株）		茨木市		工場		A		  [PDFファイル／198KB]				H26.1				4		4		2		2		2		3

		70		（仮称）永楽荘建替工事		社会福祉法人永楽福祉会		熊取町		集合住宅		B-		  [PDFファイル／204KB]				H25.7				4		3		2		2		2		2

		71		大正製薬（株）大阪物流センター		大正製薬（株）		豊中市		工場		A		  [PDFファイル／197KB]								3		4		3		3		3		3

		72		（仮称）ダイエー水無瀬店		（株）ダイエー		島本町		物販店		B+		  [PDFファイル／979KB]								5		3		2		1		2		3

		73		大阪大学（吹田）最先端医療融合センター		国立大学法人大阪大学		吹田市		学校		Ａ		  [PDFファイル／518KB]								3		3		4		4		4		2

		74		特別養護老人ホーム白島荘建て替え工事		社会福祉法人大阪府社会福祉事業団		箕面市		病院		Ｂ+		  [PDFファイル／249KB]								4		4		3		2		4		3

		75		（株）小松製作所　大阪工場　生産技術開発センター建築工事（生産技術センタ棟）		（株）小松製作所		枚方市		工場		A		  [PDFファイル／188KB]				H25.8				4		4		3		2		3		3

		76		豊中市伊丹市クリーンランドごみ焼却処理施設		豊中市伊丹市クリーンランド		豊中市		工場		Ａ		  [PDFファイル／194KB]								4		4		4		4		5		3

		77		（仮称）茨木市庄1丁目プロジェクト		株式会社大京		茨木市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／501KB]				H26.8（予定）				4		3		3		2		3		3

						オリックス不動産株式会社

						関電不動産株式会社

		79		マルハン東大阪水走店 建替工事		（株）マルハン		岸和田市		工場		B-		  [PDFファイル／202KB]								3		3		2		2		3		2

		80		（仮称）マルハン岸和田店新築工事		（株）マルハン		東大阪市		工場		B+		  [PDFファイル／201KB]								3		3		2		2		3		2

		81		関西国際空港　２期南側貨物地区上屋		新関西国際空（株）		田尻町		工場		B-		  [PDFファイル／194KB]								4		3		2		1		2		2

								泉南市

		83		（仮称）大阪府営豊中新千里東住宅（１期２工区）新築工事		（株）長谷工コーポレーション		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／195KB]								4		3		3		3		3		3

		84		（仮称）JR高槻駅北東地区開発事業		阪急不動産（株）		高槻市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／480KB]				H27.12（予定）				4		4		3		2		4		3

		85		大阪大学（豊中）分離融合型総合研究棟		国立大学法人大阪大学		豊中市		学校		B+		  [PDFファイル／187KB]								4		4		3		3		3		2

		86		大阪府立母子保健総合医療センター手術棟増築工事		独立行政法人大阪府病院機構		和泉市		病院		A		  [PDFファイル／209KB]								4		4		4		4		4		3

		87		高齢者賃貸住宅邸新築工事				東大阪市		集合住宅		Ｂ-		  [PDFファイル／189KB]								3		3		2		2		3		2

		88		スーパーコート東大阪森河内				東大阪市		病院		B-		  [PDFファイル／199KB]								4		3		2		2		3		2

		89		（株）富士通ゼネラル松原事業所新棟		（株）富士通ゼネラル		松原市		工場		B+		  [PDFファイル／214KB]								4		3		3		3		3		3

		90		（仮称）細河地区小中一貫校		池田市		池田市		学校		Ａ		  [PDFファイル／217KB]								4		4		3		2		3		3.5

		91		（株）ジェイテクト国分第二工場熱処理棟		（株）ジェイテクト		柏原市		工場		B+		  [PDFファイル／571KB]								3		4		2		1		2		2

		92		豊中市立第一中学校		豊中市		豊中市		学校		A		  [PDFファイル／539KB]								4		4		3		3		4		3

		93		ジェイグラン高槻古曽部町		ジェイアール西日本不動産開発（株）		高槻市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／498KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		4		3		2		3		3

		94		大阪体育大学新多目的体育館建設事業 新多目的体育館建設工事		学校法人浪商学園		熊取町		学校		B+		  [PDFファイル／565KB]								3		4		3		3		3		2

		95		曙川中学校校舎改築及び耐震補強工事		八尾市		八尾市		学校		Ｂ+		  [PDFファイル／205KB]								4		4		2		1		2		2

		96		（仮称）東大阪市吉田本町３丁目計画　新築工事		フジ住宅（株）		東大阪市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／200KB]		  [PDFファイル／41KB]						4		3		3		2		4		3

		97		東和薬品（株）大阪工場		東和薬品（株）		門真市		工場		Ａ		  [PDFファイル／422KB]								4		4		3		3		3		3

		98		（仮称）ローレルコート千里藤白台　新築工事		近鉄不動産（株）		吹田市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／205KB]		  [PDFファイル／21KB]						4		3		3		3		4		3

		99		（仮称）藤白台計画Ａ街区Ａ棟		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／200KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		4		3		3		3		3

						住友商事（株）

		100		（仮称）藤白台計画Ａ街区Ｂ棟		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／199KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		4		3		3		3		3

						住友商事（株）

		101		（仮称）藤白台計画Ａ街区駐車場棟		大和ハウス工業（株）		吹田市		工場		Ｂ+		  [PDFファイル／186KB]								4		4		3		3		3		3

						住友商事（株）

		102		（仮称）エステムコート布施ステーションフラッツ		（株）日商エステム		東大阪市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／190KB]								4		3		3		2		3		3

		103		（仮称）イズミヤ松原市役所前店		イズミヤ（株）		松原市		物販店		Ｂ+		  [PDFファイル／190KB]								5		3		2		2		3		2

		104		（仮称）ユニハイム八尾桜ヶ丘新築工事		（株）ユニチカエステート		八尾市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／198KB]								4		4		3		2		3		3

		105		（仮称）大阪府営吹田藤白台住宅（2工区B)新築工事		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／197KB]								4		4		3		2		3		3

		106		（仮称）大阪府営吹田藤白台住宅（2工区D)新築工事		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／197KB]								4		4		3		2		3		3

		107		（仮称）大阪府営吹田藤白台住宅（2工区E)新築工事		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／197KB]								4		4		3		2		3		3

		108		くずはモール第2期開発計画（本館増築棟）		京阪電気鉄道（株）		枚方市		物販店		A		  [PDFファイル／223KB]				H26.2				4		4		2		2		3		2

		109		くずはモール第2期開発計画（南館新築棟）		京阪電気鉄道（株）		枚方市		物販店		A		  [PDFファイル／225KB]				H26.2				4		4		3		2		3		3

		110		阪南大学50周年記念館		学校法人阪南大学		松原市		学校		Ｂ+		  [PDFファイル／1.12MB]								3		3		3		2		3		2

		111		（仮称）池田市城南一丁目集合住宅建設工事		阪急不動産（株）		池田市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／199KB]								4		4		2		1		2		2

		112		（仮称）寝屋川市萱島東三丁目新築工事		日本エスリード（株）		寝屋川市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／199KB]								4		3		2		1		3		3

		113		ウェルカーサのぞみ野		日本エスリード（株）		和泉市		病院		B+		  [PDFファイル／197KB]								4		3		3		2		4		3

		114		（仮称）豊中本町1丁目マンション計画		三菱地所レジデンス（株）		豊中市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／197KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		4		3		2		3		3

		115		新千里西町プロジェクト		阪神高速道路（株）		豊中市		集合住宅		Ｂ+		  [PDFファイル／193KB]								3		4		3		3		3		3

		116		（仮称）大阪府営枚方田ノ口住宅　新築工事　Aゾーン		（株）長谷工コーポレーション		枚方市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／195KB]								4		3		3		2		3		3

		117		（仮称）大阪府営枚方田ノ口住宅新築工事　Bゾーン		（株）長谷工コーポレーション		枚方市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／196KB]								4		3		3		2		3		3

		118		（仮称）ローレルコート千里藤白台新築工事		近鉄不動産（株）		吹田市		工場		Ｂ+		  [PDFファイル／182KB]								4		4		3		3		4		2

				駐車場棟

																						重点評価項目 ジュウテンヒョウカコウモク						みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策の評価項目 タイサクコウモク

																						CO2対策 タイサク		省エネ対策 ショウタイサク		みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策 タイサク		生物環境の保全と創出 セイブツカンキョウホゼンソウシュツ		敷地内温熱環境の向上 シキチナイオンネツカンキョウコウジョウ		温熱環境悪化の改善 オンネツカンキョウアッカカイゼン

																												ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－１」		ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－３．２」		ＣＡＳＢＥＥ「ＬＲ３－２．２」

																				平均値 ヘイキンチ		3.8		3.5		2.7		2.3		3.0		2.7

																				5評価 ヒョウカ		8件		1件		1件		1件		2件		0件

																				4評価 ヒョウカ		80件		60件		11件		10件		21件		7件

																				3評価 ヒョウカ		28件		55件		59件		25件		72件		61件

																				2評価 ヒョウカ		0件		0件		44件		63件		20件		47件

																				1評価 ヒョウカ		0件		0件		1件		17件		1件		0件

																				総件数 ソウケンスウ		116件		116件		116件		116件		116件		116件

																				3評価以上の割合 ヒョウカイジョウワリアイ		100.0%		100.0%		61.2%		31.0%		81.9%		58.6%

																				4評価以上の割合 ヒョウカイジョウワリアイ		75.9%		52.6%		10.3%		9.5%		19.8%		6.0%





（参考）CASBEE(Q3)

		



CO2対策

省エネ対策

みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策

重点評価結果（内訳）



（参考）CASBEE(LR3)

		



生物環境の保全と創出

敷地内温熱環境の向上

温熱環境悪化の改善

みどり･ヒートアイランド対策の評価項目



平成23年度

		建築物環境計画書の届出（届出概要の公表平成２５年度）【特定建築物】

		大阪府 住宅まちづくり部　建築指導室　審査指導課　建築環境・設備グループＨＰ																												更新２０１４．８．１５ コウシン

		http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshi_shinsa/casbee_index_html/kohyo1_h25.html

		No.		建築物		建築主		所在地		主用途		評価		結果シート		性能表示		完了		更新情報		重点評価項目 ジュウテンヒョウカコウモク						みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策の評価項目 タイサクコウモク

				名　称																		CO2対策 タイサク		省エネ対策 ショウタイサク		みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策 タイサク		生物環境の保全と創出 セイブツカンキョウホゼンソウシュツ		敷地内温熱環境の向上 シキチナイオンネツカンキョウコウジョウ		温熱環境悪化の改善 オンネツカンキョウアッカカイゼン

																												ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－１」		ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－３．２」		ＣＡＳＢＥＥ「ＬＲ３－２．２」

		1		大阪府営門真千石西町第1期高層住宅A-1棟		大阪府		門真市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／189KB]								4		3		3		3		3		3

		2		大阪府営門真千石西町第1期高層住宅A-2棟		大阪府		門真市		集合住宅		B+		   [PDFファイル／189KB]								4		3		3		3		3		3

		3		大阪府営門真千石西町第1期高層住宅A-3棟		大阪府		門真市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／190KB]								4		3		3		3		3		3

		4		大阪府営門真千石西町第1期高層住宅A-5棟		大阪府		門真市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／189KB]								4		3		3		3		3		3

		5		コーナン商事（株）大東御領一丁目店新築工事		コーナン商事（株）		大東市		物販店		B+		  [PDFファイル／205KB]								4		3		3		2		3		4

		6

		7		 守口市特定施設新築工事		社会福祉法人清水福祉会		守口市		病院 		B+		  [PDFファイル／189KB]						  		3		3		3		3		3		3

		8

		9

		10		大和大学（仮称）建設工事厚生棟		学校法人西大和学園		吹田市		学校 		A 		  [PDFファイル／199KB]								4		4		3		2		4		3

		11		大和大学（仮称）建設工事管理棟		学校法人西大和学園		吹田市		学校		A		  [PDFファイル／199KB]								4		4		3		2		4		3

		12		大和大学（仮称）建設工事講義棟		学校法人西大和学園		吹田市		学校		A		  [PDFファイル／200KB]								4		4		3		2		4		3

		13		河内長野ガス本社・防災支援施設　新築工事		河内長野ガス（株）		河内長野市		事務所		S 		  [PDFファイル／196KB]								4		4		3		3		3		4

		14		（仮称）泉佐野市日根野計画　新築工事		フジ住宅（株）		泉佐野市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／205KB]		  [PDFファイル／41KB]						4		3		2		2		3		2

		15		（仮称）関西スーパー高石店		（株）関西スーパーマーケット		高石市		物販店		B+		  [PDFファイル／853KB]								3		3		2		2		2		3

		16		（仮称）（株）大創産業大阪ＲＤＣ新築工事		（株）大創産業		泉大津市		工場		B-		  [PDFファイル／192KB]								4		4		2		1		3		1

		17		（仮称）吹田市泉町マンション		昭和住宅（株）		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／203KB]		   [PDFファイル／42KB]						4		3		2		1		3		2

		18		（仮称）河内山本駅前マンション		南海電気鉄道（株）、南海不動産（株）		八尾市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／191KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		3		2		1		3		2

		19

		20		 （仮称）城東テクノ株式会社　本社		 城東テクノ株式会社		枚方市 		 事務所		B+ 		   [PDFファイル／194KB]								3		3		3		3		2		2

		21		 大阪大学工学部総合研究棟		 国立大学法人大阪大学		吹田市 		 学校		B+		  [PDFファイル／189KB]								4		4		3		3		2		2

		22		新千里北町第2団地建替事業（B棟）		阪急不動産（株）、住友商事（株）、神鋼不動産（株）		豊中市		集合住宅 		B+ 		  [PDFファイル／217KB]								4		3		3		3		3		3

		23		新千里北町第2団地建替事業（C棟）		阪急不動産（株）、住友商事（株）、神鋼不動産（株）		豊中市		集合住宅 		B+ 		  [PDFファイル／217KB] 								4		3		3		3		3		3

		24		（仮称）吹田市千里丘A街区北１棟		（株）大京、東京建物（株）、関電不動産（株）、新日鉄興和不動産（株）、（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅 		B+		  [PDFファイル／191KB]								4		3		3		2		4		2

		25		（仮称）吹田市千里丘A街区南１棟		（株）大京、東京建物（株）、関電不動産（株）、新日鉄興和不動産（株）、（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅 		B+		  [PDFファイル／191KB]								4		3		3		2		4		2

		26		（仮称）吹田市千里丘A街区南２棟		（株）大京、東京建物（株）、関電不動産（株）、新日鉄興和不動産（株）、（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅 		B+		  [PDFファイル／192KB]								4		3		3		2		4		2

		27		大阪府立北河内地域支援学校(仮称)及び大阪府立北河内地域高等支援学校(仮称）		 大阪府教育委員会		枚方市		学校		A		  [PDFファイル／198KB]								4		4		3		2		4		3

		28		 東忠岡小学校		 忠岡町		忠岡町		学校		B+		  [PDFファイル／204KB]								4		3		2		1		3		2

		29		ナカバヤシ関西物流センター		ナカバヤシ（株）		千早赤阪村		工場		B+		  [PDFファイル／206KB]								4		4		2		1		2		3

		30		（株）三洋化学研究所忠岡プロジェクト　研究棟		（株）三洋化学研究所		忠岡町		工場		B-		  [PDFファイル／206KB]								3		3		3		2		3		3

		31		新千里北町第2団地建替事業（A棟）		阪急不動産（株）、住友商事（株）、神鋼不動産（株）		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／217KB]								4		3		3		3		3		3

		32		（仮称）特別養護老人ホーム　のぞみの杜		社会福祉法人　真寿会		枚方市		病院		B+		  [PDFファイル／187KB]								4		3		3		3		3		3

		33		星の光幼稚園		学校法人大阪聖心学院		松原市		学校		B+		  [PDFファイル／197KB]								4		3		3		3		2		3

		34		（仮称）池田市立中央公民館		池田市		池田市		集会所		B+		  [PDFファイル／210KB]								3		3		2		2		3		2

		35		レ･ジェイド江坂新築工事		（株）日本エスコン		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／191KB]								4		4		3		2		3		3

		36

		37

		38		高槻市医師会看護専門学校		一般社団法人高槻市医師会		高槻市		学校		B+		  [PDFファイル／194KB]								3		3		3		2		3		3

		39		ブラームス高石		エムズ都市開発（株）		高石市		集合住宅		A		  [PDFファイル／220KB]								4		4		2		1		3		3

		40		（仮称）がちゃぽん東大阪菱江店		（株）立岩		東大阪市		集会所		B-		  [PDFファイル／204KB]								4		3		2		2		2		2

		41		旭新運輸開発株式会社大東倉庫新築計画		旭新運輸開発（株）		大東市		工場		B+		  [PDFファイル／184KB]								4		3		2		2		3		2

		42		（仮称）プレサンスロジェ八尾北本町		（株）プレサンスコーポレーション		八尾市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／185KB]								4		3		3		2		3		3

		43		（仮称）富田駅前商業施設２期増築工事		（株）高槻駅前ハーバー		高槻市		工場		B-		  [PDFファイル／202KB]								3		3		2		1		3		2

		44		(仮称)アークレジデンス大東南津の辺町 新築工事		アークレジデンシャル（株）		大東市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／1024KB]								4		3		2		1		2		2

		45		 (仮称）学校法人樟蔭学園小阪キャンパス整備計画　シンボル棟		学校法人　樟蔭学園		 東大阪市		 学校		A		   [PDFファイル／198KB								3		4		2		1		3		3

		46		 (仮称）学校法人樟蔭学園小阪キャンパス整備計画　体育館棟		学校法人　樟蔭学園		東大阪市		学校		 B+		    [PDFファイル／210KB]								1		3		2		1		3		3

		47		（仮称）俊徳道ビル		医療法人大山会		東大阪市		病院		B-		  [PDFファイル／192KB]								3		3		2		1		2		2

		48

		49		松永産業（株）倉庫		松永産業（株）		東大阪市		工場		B-		  [PDFファイル／193KB]								3		2		2		2		2		2

		50		（仮称）楽リハLIFE東大阪新築工事計画		シップヘルスケアエステート（株）		東大阪市		病院		B+		  [PDFファイル／200KB]								5		4		2		1		3		3

		51		（仮称）柏原複合店舗		上新電機（株）		柏原市		物販店 		B+		  [PDFファイル／177KB]								5		3		1		1		1		2

		52		昭和町高齢者用共同住宅		アイワホーム（株）		吹田市		集合住宅		B+		   [PDFファイル／172KB]								3		4		2		2		2		2

		53		（仮称）茨木市新中条町集合住宅計画		近鉄不動産（株）		茨木市		集合住宅		A		  [PDFファイル／194KB]		   [PDFファイル／42KB]						4		4		3		2		3		3

		54		（仮称）ららぽーと和泉新築工事		三井不動産（株）		和泉市 		物販店 		A		   [PDFファイル／204KB]								4		4		3		2		3		3

		55		 (仮称）千里中央マンション計画(A地区）マンション棟		リバー産業（株）		豊中市		集合住宅 		A 		  [PDFファイル／223KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		4		4		3		4		4

		56		 (仮称）千里中央マンション計画(B地区）マンション棟		リバー産業（株）		豊中市		集合住宅 		A		  [PDFファイル／223KB]								4		4		4		3		4		4

		57		（仮称）吹田市千里丘A街区駐車場棟		（株）大京、東京建物（株）、関電不動産（株）、新日鉄興和不動産（株）、（株）長谷工コーポレーション		吹田市		工場 		B- 		  [PDFファイル／181KB]								4		4		2		1		2		2

		58		（仮称）千里中央マンション計画(A地区）駐車場棟		リバー産業（株）		豊中市		工場		B+		  [PDFファイル／192KB]								3		3		3		3		4		3

		59		（仮称）千里中央マンション計画(B地区）駐車場棟		リバー産業（株）		豊中市		工場		B+		  [PDFファイル／192KB]								3		3		3		3		4		3

		60		（仮称）門真市温浴計画新築工事		（株）晃商		門真市		集会所		B+		  [PDFファイル／188KB]								4		3		3		3		3		3

		61		チャーム四條畷木造老人ホーム新築工事				四条畷市		病院		B+		  [PDFファイル／188KB]								4		4		2		2		3		2

		62		（株）浅野歯車工作所第９工場新築工事		（株）浅野歯車工作所		大阪狭山市		事務所		B-		  [PDFファイル／191KB]								4		3		2		1		3		2

		63		カネカ大阪工場ＨＴＸ能力増強（３号機）建築工事		（株）カネカ		 摂津市		工場 		B+		   [PDFファイル／200KB]				 H26.3				4		4		2		1		2		2

		64		（仮称）泉大津市田中町　新築工事		フジ住宅（株）		泉大津市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／208KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		3		3		2		4		2

		65		大阪府和泉池上収蔵庫（仮称）新築工事		大阪府教育委員会		和泉市		工場		B+		  [PDFファイル／196KB]								3		3		2		1		3		2

		66		枚方寝屋川消防組合新消防本部庁舎建設工事		枚方寝屋川消防組合		枚方市		事務所		A		  [PDFファイル／226KB]								4		4		3		3		4		3

		67		（仮称）大阪府営豊中新千里東住宅（1期2工区）新築工事（駐車場棟）		（株）長谷工コーポレーション		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／194KB]								4		4		3		3		3		2

		68		（仮称）ラ･ムー岸和田三田店新築工事		大黒天物産（株）		岸和田市		物販店		B+		  [PDFファイル／185KB]								4		3		2		1		2		2

		69		羽曳野市立誉田中学校		羽曳野市		羽曳野市		学校		B+		   [PDFファイル／197KB]								4		4		2		2		2		2

		70		コストコホールセール和泉倉庫店新築工事		三井住友ファイナンス＆リース（株）		 和泉市		物販店 		B+		   [PDFファイル／179KB]				H26.4				5		4		2		1		2		2

		71		（仮称）豊中少路２丁目計画　C棟		MID都市開発（株）		豊中市		集合住宅 		S		  [PDFファイル／213KB]								4		4		4		4		4		4

		72		（仮称）豊中少路２丁目計画　D棟		MID都市開発（株）		豊中市 		集合住宅		S		  [PDFファイル／213KB]								4		4		4		4		4		4

		73		（仮称）豊中少路２丁目計画　PC棟		MID都市開発（株）		豊中市		工場		B+		  [PDFファイル／199KB]								4		4		4		4		4		3

		74		（仮称）豊中少路２丁目計画　PD棟		MID都市開発（株）		豊中市		工場		B+		  [PDFファイル／199KB]								4		4		4		4		4		3

		75		（仮称）小西マンション新築工事		（株）小西商事 		吹田市		集合住宅 		B+		  [PDFファイル／202KB]								3		3		2		2		3		2

		76		（仮称）ユニハイム守口大日東町		（株）ユニチカエステート		守口市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／218KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		3		3		2		4		3

		77		新千里北町第2団地建替事業（D棟）		阪急不動産（株）、住友商事（株）、神鋼不動産（株）		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／217KB]								4		3		3		3		3		3

		78		新千里北町第2団地建替事業（E棟）		阪急不動産（株）、住友商事（株）、神鋼不動産（株）		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／217KB]								4		3		3		3		3		3

		79		新千里北町第2団地建替事業（FGH共用棟）		阪急不動産（株）、住友商事（株）、神鋼不動産（株）		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／217KB]								4		3		3		3		3		3

		80		新千里北町第2団地建替事業（駐車場棟）		阪急不動産（株）、住友商事（株）、神鋼不動産（株）		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／217KB]								4		4		3		3		3		2

		 81		住宅型有料老人ホーム北燦しばがき新築工事		（株）北燦		松原市		病院		B+		  [PDFファイル／200KB]								5		3		2		1		3		3

		82		（仮称）パークナード寝屋川市東香里園		パナホーム（株）		寝屋川市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／187KB]								4		4		3		2		3		3

		83

		84		（仮称）和泉市のぞみ野計画新築工事		アートプランニング（株）		和泉市 		集合住宅 		B+ 		  [PDFファイル／180KB]								4		3		3		2		3		3

		85

		86		（仮称）春日西町物流倉庫新築工事		（株）宮田運輸		枚方市		工場		B+		  [PDFファイル／196KB]								3		3		2		1		2		3

		87		摂津水都信用金庫本店		摂津水都信用金庫本店		 茨木市		 事務所		 S		   [PDFファイル								4		4		3		3		3		3

		88		大阪府警察吹田市A待機宿舎		大阪府警本部		吹田市		集合住宅		B+ 		  [PDFファイル／182KB]								4		3		3		2		3		3

		89		 （仮称）ダイハツ工業（池１）総合厚生棟		ダイハツ工業（株）		 池田市		 飲食店		 A		   [PDFファイル								4		4		2		2		3		2

		90		（仮称）プレミスト古江台新築工事		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／195KB]								4		4		3		2		3		3

		91		関西大学第4学舎第2実験棟建替工事		学校法人　関西大学		吹田市		学校		B+		  [PDFファイル／193KB]								4		3		2		2		3		2

		92		 （仮称）Cアミーユ茨木春日新築工事				茨木市		集合住宅		B-		  [PDFファイル／201KB]								3		3		2		1		3		3

		93		（仮称）レジデンス星見町プロジェクト新築工事		（有）ローズコーポ沢良宜		茨木市		集合住宅 		B-		  [PDFファイル／210KB] 								3		3		3		2		3		3

		94		タイガー魔法瓶（株）品管、開発、基板工場他		タイガー魔法瓶（株)		門真市 		工場		B+ 		  [PDFファイル／193KB]								4		4		3		2		3		3

		95		大阪府立中河内・南河内地域支援学校（仮称）		大阪府教育委員会		羽曳野市		学校 		A		  [PDFファイル／210KB]								3		3		4		4		3		3

		96		 （仮称）ドラッグコスモス南別府店新築工事		（株）コスモス薬品		摂津市		物販店 		B- 		  [PDFファイル／184KB]								4		3		2		1		3		3

		97		 （仮称）スーパーセンターオークワ河南店新築工事		 （株）オークワ		 河南町		物販店 		B+		   [PDFファイル／179KB]				H26.2				4		3		2		2		2		2

		98

		99		（仮称）門真市常称寺計画		総合地所（株）		 門真市		 集合住宅		B+		   [PDFファイル								4		3		3		2		4		3

						（株）長谷工コーポレーション

		100		（仮称）守口市松町マンション新築工事		オーエス（株）		守口市		共同住宅		B+ 		  [PDFファイル／195KB]								4		3		2		2		2		2

		101		（仮称）八尾沼２丁目計画新築工事		（株）脇田総合管理		八尾市		病院 		B-		  [PDFファイル／189KB]								2		3		2		2		3		2

		102		（仮称）吹田市青葉丘南マンション計画		神鋼不動産（株）		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／346KB]								4		3		3		3		3		3

		103

		104		（仮称）イーストコーストアイ		合名会社　アイエスケイ		茨木市		集合住宅		B-		  [PDFファイル／196KB]								3		3		2		1		3		2

		105		（仮称）（株）関西工具製作所本社新築工事		（株）関西工具製作所 		 大東市		工場 		 B-		  [PDFファイル／1.01MB]				H26.3				4		3		2		1		2		2

		106

		107		（仮称）TRIAL貝塚二色浜店		（株）トライアルカンパニー		貝塚市		物販店		B+		  [PDFファイル／197KB]								5		4		2		1		2		2

		108		（仮称）万代豊南町店新築工事		（株）万代		豊中市		物販店		B+		  [PDFファイル／189KB]								4		3		2		2		3		2

		109		（仮称）守口計画		 ベニス産業（株）		 守口市		工場 		B+		   [PDFファイル／189KB]				H25.11				3		3		3		3		3		3

		110		（仮称）KING OF KINGS高槻店増築計画		（株）日本オカダエンタープライズ		高槻市		工場		B-		  [PDFファイル／189KB]								4		4		3		2		3		3

		111		 （仮称）るうてるホーム新築工事		社会福祉法人るうてるホーム		四条畷市 		病院		B-		  [PDFファイル／473KB]								4		3		2		2		2		3

		112		（仮称）グランアッシュ千里山西新築工事		（株）ホームズ		吹田市 		集合住宅		B+		  [PDFファイル／186KB]								4		3		3		3		3		2

		113		プレサンスロジェ豊中市曽根東町新築工事		（株）プレサンスコーポレーション		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／189KB]								3		3		2		2		2		2

		114

		115		 （仮称）光マンション新築工事		【個人】		 茨木市		 集合住宅		 B-		   [PD								4		3		2		2		2		2

		116

		117		（仮称）豊中市本町計画		近鉄不動産（株）		豊中市		集合住宅 		B-		  [PDFファイル／186KB] 								3		3		2		1		2		2

				新築工事

		118		 大阪府営東大阪中鴻池第5期高層住宅（第1工区）		大阪府		 東大阪市		 集合住宅		 A		   [PDFファイル／195KB]								4		5		2		1		2		2

		119		 大阪府営東大阪中鴻池第5期高層住宅（第2工区）		大阪府		 東大阪市		 集合住宅		 A		   [PDFファイル／197KB]								4		4		2		1		3		2

		120		 大阪府営松原一津屋住宅第1期高層住宅		大阪府		 松原市		 集合住宅		 B+		   [PDFファイル／198KB]								3		3		3		3		3		2

		121		（仮称）藤白台計画・B街区（C棟）		大和ハウス工業（株）		 吹田市		集合住宅 		A		   [PDFファイル／230KB]		   [PDFファイル／42KB]						4		4		4		4		3		3

				【プレミスト北千里クラッシィ】		住友商事（株）

		122		（仮称）藤白台計画・B街区（D棟）		大和ハウス工業（株）		 吹田市		集合住宅 		A		  [PDFファイル／241KB] 		   [PDFファイル／42KB]						4		4		4		4		3		3

				【プレミスト北千里クラッシィ】		住友商事（株） 

		123		（仮称）藤白台計画・B街区（E棟）		大和ハウス工業（株）		 吹田市		集合住宅 		A		   [PDFファイル／221KB]		   [PDFファイル／42KB]						4		4		4		4		3		3

				【プレミスト北千里クラッシィ】		住友商事（株） 

		124		（仮称）東大阪市営　荒本住宅		東大阪市		 東大阪市		集合住宅 		B+ 		   [PDFファイル／523KB]								3		4		3		2		3		3

		125		市営二葉第3住宅建設工事		豊中市		 豊中市		 集合住宅		 B+		  [PDFファイル／205KB]								3		4		2		2		3		2

		126

		127		 （仮称）泉大津市中町マンション新築工事		賛栄商事（株） 		 泉大津市		 集合住宅		B+		   [PDFファイル								3		3		3		2		3		3

		128

		129		 （株）カワサキ　能勢機材センター倉庫棟増築工事		 （株）カワサキ		 能勢町		工場 		 B+		   [PDFファイル／189KB]				H26.2				3		4		3		2		4		2

		130		 （株）美和製作所		（株）美和製作所 		茨木市 		工場 		B-		   [PDFファイル／467KB]				H25.11				3		3		3		2		3		3

		131

		132		（仮称）クレヴィア桃山台		伊藤忠都市開発（株）		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／199KB]								3		3		3		2		3		3

		133

		134		（仮称）グッドタイムリビング千里丘		オリックス不動産（株）		吹田市		病院 		B+		  [PDFファイル／201KB]								4		4		3		2		3		3

		135		（仮称）ワコーレ曽根東町PJ新築工事		和田興産（株）		豊中市		集合住宅		B+		 [PDFファイル／203KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		3		3		2		3		3

		136

		137

		138

		139		（仮称）吹田市千里山星が丘　新築工事		近鉄不動産（株）		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／196KB]		  [PDFファイル／41KB]						4		4		2		2		3		2

				【ローレルコート千里山】

		140		（仮称）吹田市豊津町プロジェクト		伊藤忠商事（株）		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／183KB]								3		3		3		2		3		3

		141		（仮称）竜華コミュニティセンター及び地域図書館等複合施設		八尾市		八尾市		集会所		B+		  [PDFファイル／236KB]								4		3		3		2		3		3

		142		近畿大学（仮称）文芸学部新棟		学校法人　近畿大学		東大阪市		学校		A		  [PDFファイル／188KB]								3		3		3		3		3		3

		143		（仮称）大阪府豊中市中桜塚５丁目計画		東急不動産（株）		豊中市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／195KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		3		3		2		3		3

				【ブランズ豊中　中桜塚】

		144		摂津工場100棟建設工事		塩野義製薬（株）		摂津市		事務所		B+		  [PDFファイル／180KB]								4		4		2		1		2		2

		145		（仮称）学校法人樟蔭学園小阪キャンパス整備計画教室棟		学校法人　樟蔭学園		東大阪市		学校		A		  [PDFファイル／198KB]								3		4		2		1		3		3

		146

		147		八光自動車工業東大阪支店		八光自動車工業（株）		東大阪市		工場		B+		  [PDFファイル／196KB]				 H26.7				3		4		2		2		3		2

		148

		149		（仮称）枚方市藤阪東町１丁目計画		高橋開発（株）		枚方市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／200KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		3		3		2		3		3

				【ランフォルセ枚方長尾】

		150		（仮称）東大阪市足代北2丁目マンション新築工事		（株）シティトラスト不動産		東大阪市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／191KB]								3		3		3		2		3		3

		151		ダイキン工業（株）淀川製作所　北方倉庫　		ダイキン協業（株）　		摂津市		工場　		B-		  [PDFファイル／186KB]								3		3		2		1		2		3

		152		澁澤倉庫（株）大阪支店茨木営業所1期計画		澁澤倉庫（株）		茨木市		工場		B+		  [PDFファイル／177KB]				H26.4				4		4		2		2		2		2

		153		富美和会富田林ショートステイ		社会福祉法人　富美和会		富田林市		病院		B+		  [PDFファイル／187KB]								3		3		3		3		3		3

		154		ジャパンマテックス（株）工場研究棟		ジャパンマテックス（株）		泉南市		工場		B+		  [PDFファイル／192KB]				H26.5				4		4		2		2		2		3

		155		（仮称）茨木市春日1丁目計画		【個人】		茨木市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／184KB]								3		3		2		2		3		2

		156

		157		能勢町立新学校（仮称）新築工事		能勢町		能勢町		学校		A		  [PDFファイル／209KB]								4		4		3		2		4		3

		158		（仮称）吹田市古江台３丁目　新築工事		三井不動産レジデンシャル（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／220KB]								5		4		2		2		3		2

						ＪＸ日鉱日石不動産（株）

		159		（仮称）東大阪市営北蛇草住宅A棟第1期		東大阪市		東大阪市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／192KB]								3		3		3		2		3		3

		160		アービング高井田本通新築工事		（株）アービング		東大阪市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／197KB]		  [PDFファイル／42KB]						3		3		3		3		2		2

				【アービング高井田本通シティフロント】

		161		（仮称）ハードロック工業（株）第５施設新築工事		ハードロック工業（株）		東大阪市		工場		B-		  [PDFファイル／186KB]								3		3		1		1		1		2

		162		（仮称）吹田市長野東プロジェクト		ジェイアール西日本不動産開発（株）		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／184KB]								4		3		2		2		3		2

		163		（仮称）ドラッグコスモス　りんくう店		（株）コスモス薬品		泉佐野市		物販店		B+		  [PDFファイル／473KB]								4		3		2		1		2		3

		164		（仮称）ドラッグコスモス　鴻池徳庵店		（株）コスモス薬品		東大阪市		物販店		B+		  [PDFファイル／486KB]								4		3		2		1		3		2

		165		大阪大学（吹田）サイバーメディアセンターＩＴコア棟		国立大学法人　大阪大学		吹田市		学校		B+		  [PDFファイル／203KB]								4		3		2		2		2		3

		166

		167		（仮称）ライオンズ佐竹台一丁目第2計画新築工事		（株）大京　大阪支店		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／182KB]								4		3		3		2		3		3

		168		（仮称）ライラ森南新築工事		（株）マエダエステート		交野市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／194KB]								4		3		3		2		3		3

		169		関西医科大学附属滝井病院（附属駐車場棟）		学校法人　関西医科大学		守口市		工場		B+		  [PDFファイル／197KB]								4		4		2		2		3		2

		170

		171

		172		（仮称）KICONA俊徳道店		アンダーツリー（株）		東大阪市		工場		B+		  [PDFファイル／178KB]				 H26.6				4		3		2		2		2		2

		173		山陽自動車運送（株）新本社新築工事		山陽自動車運送（株）		東大阪市		工場		B-		  [PDFファイル／195KB]								4		4		2		1		3		2

		174

		175		第22関根マンション新築工事		（株）関根工務店		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／178KB]								3		3		2		1		3		3

		176		関西センター次世代蓄電池・健康医療拠点（仮称）		独立行政法人産業技術総合研究所		池田市		工場		A		  [PDFファイル／205KB]								4		4		3		2		3		3

		177		（仮称）M'プラザ日新町新築工事		森本興産（株）		寝屋川市		集合住宅		B-		  [PDFファイル／179KB]								3		3		2		2		3		2

		178

		179

		180

		181

		182

		183		（仮称）藤白台計画・C街区（F棟）		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／187KB]								4		4		4		4		3		3

						住友商事（株）

		184		【欠番】

		185		（仮称）藤代台計画・C街区（H棟）		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／186KB]								4		4		4		4		3		3

						住友商事（株）

		186		（仮称）藤白台計画・C街区（I棟）		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／190KB]								4		4		4		4		3		3

						住友商事（株）

		187		（仮称）藤白台計画・C街区（J棟）		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／187KB]								4		4		4		4		3		3

						住友商事（株）

		188		（仮称）藤白台計画・C街区（駐車場棟）		大和ハウス工業（株）		吹田市		工場		B+		  [PDFファイル／174KB]								4		4		4		4		3		3

						住友商事（株）

		189

		190		（仮称）マルヤス吹田新芦屋下店		（株）マルヤス		吹田市		物販店		B+		  [PDFファイル／192KB]								4		3		2		1		2		2

		191

		192

		193

		194		（仮称）TRIALりんくう店		（株）トライアルカンパニー		泉佐野市		物販店		B+		  [PDFファイル／182KB]								5		3		2		1		2		2

		195		（仮称）アービング布施ステーションフロント		（株）アービング		東大阪市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／263KB]		  [PDFファイル／42KB]						4		3		3		3		3		2

				【アービング布施】

		196

		197

		198

		199		大阪大学（医病）オンコロジーセンター棟		国立大学法人　大阪大学長		吹田市		病院		B+		  [PDFファイル／183KB]								4		4		3		3		3		2

		200		学校法人四條畷学園　幼稚園・看護学部棟新築工事		学校法人　四條畷学園理事長		大東市		学校		A		  [PDFファイル／224KB]								3		4		3		2		4		3

		201

		202		村野浄水場水道残さ有効利用施設		大阪広域水道企業団		枚方市		工場		B-		  [PDFファイル／171KB]								3		3		1		1		1		2

		203

		204		（仮称）大阪府営竹見台住宅民活プロジェクト（2工区）新築工事		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／473KB]								4		4		2		1		3		3

		205		（仮称）大阪府営竹見台住宅民活プロジェクト（2工区）新築工事（駐車場棟）		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		工場		B-		  [PDFファイル／457KB]								4		4		2		2		3		2

		206		（仮称）サンサリテ大東新築工事		（株）デイケア憩		大東市		病院		B-		  [PDFファイル／243KB]								4		3		2		1		3		2

		207

		208

		209		（仮称）真和会介護老人保健施設新築工事		医療法人　真和会		東大阪市		病院		B-		  [PDFファイル／186KB]								4		3		1		1		2		1

		210		宗教法人神光苑本館		宗教法人　神光苑		羽曳野市		事務所		B-		  [PDFファイル／180KB]								4		3		2		2		3		2

		211		学校法人藍野学院厚生棟新築工事		学校法人　藍野学院		茨木市		学校		B+		  [PDFファイル／232KB]								3		3		2		2		3		2

		212		（仮称）豊中市上新田2丁目マンション新築工事		【個人】		豊中市		集合住宅		B-		  [PDFファイル／207KB]								4		3		3		2		3		3

		213		（仮称）サムティ吹田市広芝町		サムティ（株）		吹田市		集合住宅		B-		  [PDFファイル／171KB]								3		3		2		2		2		2

		214

		215

		216		ホンダカーズ大阪グロス泉大津工場計画（GLOSSセンター）		（株）ホンダカーズ大阪		泉大津市		工場		B-		  [PDFファイル／195KB]								4		4		2		1		2		2

		217		ホンダカーズ大阪グロス泉大津計画（部品センター）		（株）ホンダカーズ大阪		泉大津市		工場		B+		  [PDFファイル／192KB]								4		4		2		1		2		2

		218

		219

		220

		221

		222

		223		（仮称）岸和田市営尾生第2住宅新築工事		岸和田市		岸和田市		集合住宅		B-		  [PDFファイル／190KB]								4		3		2		2		3		2

		224		大阪大学（吹田）情報系基礎研究・福利厚生複合棟		国立大学法人　大阪大学		吹田市		学校		B+		  [PDFファイル／190KB]								4		4		3		3		3		2

																						重点評価項目 ジュウテンヒョウカコウモク						みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策の評価項目 タイサクコウモク

																						CO2対策 タイサク		省エネ対策 ショウタイサク		みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策 タイサク		生物環境の保全と創出 セイブツカンキョウホゼンソウシュツ		敷地内温熱環境の向上 シキチナイオンネツカンキョウコウジョウ		温熱環境悪化の改善 オンネツカンキョウアッカカイゼン

																												ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－１」		ＣＡＳＢＥＥ「Ｑ３－３．２」		ＣＡＳＢＥＥ「ＬＲ３－２．２」

																				平均値 ヘイキンチ		3.7		3.4		2.6		2.1		2.9		2.6

																				5評価 ヒョウカ		7件		1件		0件		0件		0件		0件

																				4評価 ヒョウカ		116件		67件		15件		13件		22件		6件

																				3評価 ヒョウカ		47件		103件		76件		35件		108件		88件

																				2評価 ヒョウカ		1件		1件		77件		79件		39件		76件

																				1評価 ヒョウカ		1件		0件		4件		45件		3件		2件

																				総件数 ソウケンスウ		172件		172件		172件		172件		172件		172件

																				3評価以上の割合 ヒョウカイジョウワリアイ		98.8%		99.4%		52.9%		27.9%		75.6%		54.7%

																				4評価以上の割合 ヒョウカイジョウワリアイ		71.5%		39.5%		8.7%		7.6%		12.8%		3.5%
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CO2対策

省エネ対策

みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策

重点評価結果（内訳）



		



生物環境の保全と創出

敷地内温熱環境の向上

温熱環境悪化の改善

みどり･ヒートアイランド対策の評価項目



																										■建物名称 タテモノメイショウ		○○マンション								プルダウン選択肢 センタクシ

								Q3　室外環境（敷地内）										色欄について、プルダウンメニューから選択、または数値・コメントを記入のこと イロランセンタクスウチキニュウ												実施設計段階						0		○				基本設計段階

																																				1				ON		実施設計段階

								1		生物環境の保全と創出 カンキョウソウシュツ																										2						竣工段階

																										重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.30								はい

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイ																						-		いいえ

												　レベル　1		生物環境の保全と創出に関して配慮に欠け、取組みが不十分である。(評価ポイント0～3) カンキョウ

												　レベル　2		生物環境の保全と創出に関して配慮されているが、取組みが十分とはいえない。(評価ポイント4～6)

												■レベル　3		生物環境の保全と創出に関して配慮されており、標準的な取組みが行われている。(評価ポイント7～9)																								1		　レベル　1		■レベル　1

												　レベル　4		生物環境の保全と創出に関して配慮されており、比較的多くの取組みが行われている。(評価ポイント10～12)																								2		　レベル　2		■レベル　2

												　レベル　5		生物環境の保全と創出に関して十分配慮されており、充実した取組みが行われている。(評価ポイント13以上）																								3		　レベル　3		■レベル　3

														評価する取組み ヒョウカ																								4		　レベル　4		■レベル　4

														採点 サイテン		評価項目 ヒョウカコウモク				評価内容 ヒョウカナイヨウ										評価ポイント ヒョウカ								5		　レベル　5		■レベル　5

				既存はなし キソン										2 ポイント		I 立地特性の把握と計画方針の設定				1)敷地とその周辺にある生物環境に関する立地特性を把握し、その特性に基づいて敷地内の生物環境の保全と創出に関わる計画方針を示している。 カンキョウカンキョウ										2								0		レベル		レベル

														2 ポイント		II 生物資源の保存と復元				1)敷地内にある生物資源を構成する動植物、表土、水辺等を保存または復元している。										2

														1 ポイント		III 緑の量の確保				1)外構緑化指数が、10％以上20％未満を示す規模の外構緑化を行い、なおかつ中高木を植栽している。 (1ポイント)										1～3

																				　外構緑化指数が、20％以上50％未満を示す規模の外構緑化を行っている。(2ポイント)

																				　外構緑化指数が、50%以上を示す規模の外構緑化を行っている。 (3ポイント)

														0 ポイント						2)建物緑化指数が、5％以上20％未満を示す規模の建築物の緑化を行っている。 (1ポイント)										1～2

																				　建物緑化指数が、20％以上を示す規模の建築物の緑化を行っている。 (2ポイント)

														0 ポイント		IV 緑の質の確保				1)自生種の保全に配慮した緑地づくりを行っている。										1

														0 ポイント						2)敷地や建物の植栽条件に応じた適切な緑地づくりを行っている。										1

														0 ポイント						3)野生小動物の生息域の確保に配慮した緑地づくりを行っている。										1

														1 ポイント		V 生物資源の管理と利用				1)建物運用時における緑地等の維持管理に必要な設備を設置し、かつ管理方針を示している。										1

														1 ポイント						2)建物利用者や地域住民が生物とふれあい自然に親しめる環境や施設等を確保している。										1

														0 ポイント		VI その他				1)上記の評価項目以外に生物環境の保全と創出に資する独自の取組みを行っている。 カンキョウ										1

														合計＝		7ポイント

								2		まちなみ・景観への配慮

																										重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.40

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイ

												　レベル　1		(評価ポイント0) ヒョウカ

												　レベル　2		周辺のまちなみや景観に対して、取組みが十分とはいえない。(評価ポイント1～2）

												■レベル　3		周辺のまちなみや景観に対して、標準的な配慮が行われている。(評価ポイント3)

												　レベル　4		周辺のまちなみや景観に対して、標準以上の配慮が行われている。(評価ポイント4)

												　レベル　5		周辺のまちなみや景観に対して、充実した取組みが行われている。
（評価ポイント5以上、又は地域のまちなみ・景観に関する賞を受賞している） ヒョウカ

														レベル 3.0		←　直接入力 チョクセツニュウリョク

														①公共空間からほとんど見えないなど、まちなみ・景観に配慮しようがない場合はレベル3とする。
②地域に独自のルール（まちなみガイドライン等）があり、それに基づいた取組みを行っている場合には、その内容を評価する。
③地域の景観賞、受賞理由に景観が明記されている賞を受賞しているなど一定の評価を得ていると認められる場合、レベル５とする。

														評価する取組み ヒョウカ

														採点 サイテン		評価項目 ヒョウカコウモク				評価内容 ヒョウカナイヨウ										評価ポイント ヒョウカ

														2 ポイント		1）建物の配置・形態等のまちなみへの調和				建物高さ、壁面位置、外装･屋根･庇･開口部･塀等の形状や色彩において、周辺のまちなみや風景にバランスよく調和させている。										2

														1 ポイント		2）植栽による良好な景観形成 ショクサイ				植栽により、良好な景観を形成している。										1

														0 ポイント		3）景観の歴史の継承				歴史的建造物の外装、既存の自然環境等を保存、復元、再生することにより、景観的に地域の歴史性を継承している。										1

														0 ポイント		4）地域性のある素材による良好な景観形成 チイキセイソザイリョウコウケイカンケイセイ				地域性のある素材を外装材に使用して、良好な景観を形成している。										1

														0 ポイント		5）周辺の主要な視点場からの良好な景観形成 シテンバ				周辺にある公園や広場等の人が集まる場所や遠くから対象建物を含む一帯を眺める地点（視点場）からの良好な景観を形成している。										1

														0 ポイント		6）その他（記述） タキジュツ				その他（記述）										1

														合計＝		3ポイント

														注）景観利益とは、良好な景観の恵沢を享受する利益を意味する。景観利益を侵害しているという判断は、景観に関する紛争が生じている場合などに限定されると思われる。

								3		地域性・アメニティへの配慮

								3.1		地域性への配慮、快適性の向上 チイキセイハイリョカイテキセイコウジョウ

				既存 キソン																						重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.50

				式修正 シキシュウセイ		→						レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイ

												　レベル　1		地域性・アメニティへの配慮に関して取組みを行っていない。(評価ポイント0)

												　レベル　2		地域性・アメニティへの配慮に関して取組みが十分とはいえない。(評価ポイント1)

												■レベル　3		地域性・アメニティへの配慮に関して標準的な取組みが行われている。(評価ポイント2～3)

												　レベル　4		地域性・アメニティへの配慮に関して比較的多くの取組みが行われている。(評価ポイント4)

												　レベル　5		地域性・アメニティへの配慮に関して充実した取組みが行われている。(評価ポイント5以上）

														評価する取組み ヒョウカ

														採点 サイテン		評価項目 ヒョウカコウモク				評価内容 ヒョウカナイヨウ										評価ポイント ヒョウカ

														0 ポイント		I 地域固有の風土、歴史、文化の
継承				1）歴史的な建築空間等の保全
歴史的な建築内外部空間や遺構を保存、復元、再生し、地域文化に貢献している。（まちなみ・景観で評価している部分はここで重複して評価しない）										1

														0 ポイント						2）地域性のある材料の使用
建物の構造材や内装材又は外構に地域性のある材料を一部使用している。（まちなみ・景観で評価している部分はここで重複して評価しない） ケイカンヒョウカブブンジュウフクヒョウカ										1

														1 ポイント		II 空間・施設機能の提供による地域
貢献				1）空間提供による地域貢献										1

																				アルコーブ・ピロティ・庇などの空間を設けるなどの建築的な工夫を取入れて、雨宿り、待合わせに供する等、都市空間の活動上のアメニティ向上に貢献している。
または、

																				広場や歩道状空地、路地などのスペースを確保し、憩いの場に供するなど地域の活動上のアメニティ向上に貢献している。

														0 ポイント						2）施設機能提供による地域貢献
建物の一部に集会所、地域に開放された展示室やホール、コミュニティセンター、学校のコミュニティ利用などの公共的施設・機能を設けることで、地域の活動やにぎわいに貢献している。										1

																				例えば、環境教育を地域住民・NPO・企業と連携して行えるような地域に開放できる室があり、地域の生態系、環境の保全、エコスクール等について学習できる場として貢献している

														0 ポイント		III 建物内外を連関させる豊かな中間
領域の形成				1）建物内外を連関させる豊かな中間領域の形成										1

																				中庭やテラス、バルコニー、サンルーム、アルコーブ、屋根付広場、風光ボイド、アトリウム、等のように風や光が通り抜ける開放的な空間をうまく内部空間と連続させている。
または、

																				玄関廻り、バルコニー廻り等のプライバシーと公共性の接点の部分に、風光ボイド、花台、パーゴラ、奥行きのあるバルコニー等のしつらえによって、生活感が滲み出るような豊かな中間領域を形成している。

														1 ポイント		IV 防犯性の配慮 ハイリョ				1）防犯性の配慮										1

																				建物外部の広場などのスペースにおいて、視線を遮らない様な樹木の配置、夜間照明の設置、防犯カメラの設置、防犯に役立つ窓の配置などを行い、防犯性に配慮している。
または、

																				広場や歩道状空地がない場合、建物周囲において、視線の行き届かない袋小路や通路などの死角空間を作らないようにし、また防犯に役立つ窓の配置をするなどして、防犯性に配慮している。

																				または、
敷地周囲に境界壁等を設ける場合、視線を遮るような連続した塀等を作らず、見通しの良いフェンスや背の低い生垣等を設けて防犯性・防災性に配慮している。

				新築はなし シンチク										0 ポイント		V 屋外施設等の適切な維持管理（植栽管理を除く） オクガイシセツトウテキセツイジカンリショクサイカンリノゾ				7) 屋外施設等の適切な維持管理の実施
屋外施設等（舗装・ファニチャー等）について適切な維持管理（清掃・洗浄・補修等）が実施されている。 オクガイシセツトウテキセツイジカンリジッシオクガイシセツトウホソウトウテキセツイジカンリセイソウセンジョウホシュウトウジッシ										1

														0 ポイント		V 建物利用者等の参加性 タテモノリヨウシャトウサンカセイ				1）建物利用者等の参加性
施設利用者満足度評価（POE）の実施、コーポラティブ住宅等、設計プロセスに建物利用者が参加している。										1

																				または
居住者や入居者が植栽管理・清掃活動、運用計画の立案を直接行うなど、建物の維持管理に対して居住者が参加している。

														0 ポイント		Ⅵ その他				1）その他（記述）										1

														合計＝		2ポイント

								3.2		敷地内温熱環境の向上

																										重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.50

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイ

												　レベル　1		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が0ポイント

												　レベル　2		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が1～5ポイント

												■レベル　3		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が6～11ポイント

												　レベル　4		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が12～17ポイント

												　レベル　5		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が18ポイント以上

														評価する取組み ヒョウカ

														採点 サイテン		評価項目 ヒョウカコウモク				評価内容 ヒョウカナイヨウ										評価ポイント ヒョウカ

														0 ポイント		I 敷地内の歩行者空間等へ風を導き、暑熱環境を緩和する				1)敷地周辺の風の状況を把握し、敷地内の歩行者空間等へ風を導く建築物の配置・形状計画とする										2

														0 ポイント						2)芝生・草地・低木等の緑地や通路等の空地を設けることにより、風の通り道を確保する。										1～3

																				空地率が、
　　・40％以上60％未満の場合　 (1ポイント)
　　・60％以上80％未満の場合　 (2ポイント)
　　・80％以上 (3ポイント)

														1 ポイント		II夏期における日陰を形成し、敷地内歩行者空間等の暑熱環境を緩和する				1)中・高木の植栽やピロティ、庇、パーゴラ等を設けることにより、日陰の形成に努める。										1～3

																				中・高木、ピロティ等の水平投影面積率が、
　　・10％以上20％未満の場合　 (1ポイント)
　　・20％以上30％未満の場合　 (2ポイント)
　　・30％以上の場合 (3ポイント)

														1 ポイント		III敷地内に緑地や水面等を確保し、敷地内歩行者空間等の暑熱環境を緩和する				1)緑地や水面を確保することにより、地表面温度や地表面近傍の気温等の上昇を抑制する。										1～3

																				緑被率、水被率、中・高木の水平投影面積率の合計が、
　　・10％以上20％未満の場合  (1ポイント)
　　・20％以上30％未満の場合 (2ポイント)
　　・30％以上の場合 (3ポイント)

														0 ポイント						2)敷地内の舗装面積を小さくするよう努める。										1～3

																				舗装面積率が、
　　・20％以上30％未満の場合 (1ポイント)
　　・10％以上20％未満の場合 (2ポイント)
　　・10％未満の場合　 (3ポイント)

														0 ポイント		IV建築外装材料に配慮し、敷地内歩行空間等の暑熱環境を緩和する				1)屋上(人工地盤を含む)のうち、人が出入りできる部分の緑化に努める。										2～3

																				　　・人が出入りできる屋上があり、一部緑化している場合(2ポイント)
　　・人が出入りできる屋上を広範囲で緑化している場合(3ポイント)

														0 ポイント						2)外壁面の材料に配慮する。										1～3

																				外壁面対策面積率が、
　　・10％未満の場合  (1ポイント)
　　・10％以上20％未満の場合 (2ポイント)
　　・20％以上の場合 (3ポイント)

														2 ポイント		V建築設備に伴う排熱の位置等に配慮し、敷地内歩行者空間等の暑熱環境を緩和する				1)主たる建築設備(空調設備)に伴う排熱は、建築物の高い位置からの放出に努める。
   ・排熱を伴う冷却塔や室外機等について、設備容量の50％程度以上をGL＋10m以上
     の位置に設置 (1ポイント)
   ・冷却塔や室外機を設置しない、またはほとんどをGL＋10m以上の位置に設置 
     (2ポイント) セツビヨウリョウテイドイジョウイジョウイチセッチレイキャクトウシツガイキセッチイジョウイチセッチ										1～2

														2 ポイント						2)主たる建築設備(燃焼設備)に伴う高温排熱は、建築物の高い位置からの放出に努める。
    ・高温排熱の放出部について、設備容量の50％程度以上をGL＋10m以上
      の位置に設置 (1ポイント)
    ・高温排熱の放出部を設置しない、またはほとんどをGL＋10m以上の位置に設置
      (2ポイント) セツビヨウリョウテイドイジョウイジョウイチセッチコウオンハイネツホウシュツブセッチイジョウイチセッチ										1～2

														合計＝		6ポイント
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																										■建物名称 タテモノメイショウ		○○マンション

								LR3　敷地外環境 シキチガイ												色欄について、プルダウンメニューから選択、または数値・コメントを記入のこと イロランセンタクスウチキニュウ										実施設計段階						プルダウン選択肢 センタクシ						基本設計段階

																																				0				ON		実施設計段階

								1		地球温暖化への配慮 チキュウオンダンカハイリョ																										1						竣工段階

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.33																2

												対象外		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住																						対象外 タイショウガイ

												　レベル　1		ライフサイクルCO2排出率が、一般的な建物（参照値）に対して１２５％以上 タテモノ																						-

												　レベル　2

												　レベル　3		ライフサイクルCO2排出率が、一般的な建物（参照値）と同等 タテモノ																								1		　レベル　1		■レベル　1

												　レベル　4																										2		　レベル　2		■レベル　2

												　レベル　5		ライフサイクルCO2排出率が、一般的な建物（参照値）に対して５０％以下 タテモノ																								3		　レベル　3		■レベル　3

														ライフサイクルCO2概算値 ガイサンチ								kg-CO2/年㎡ ネン																4		　レベル　4		■レベル　4

																建設 ケンセツ		修繕・更新・解体 コウシン		運用 ウンヨウ		合計 ゴウケイ		排出率 ハイシュツリツ						ライフサイクルCO2排出率に基づくスコア換算 ハイシュツリツモトカンサン								5		　レベル　5		■レベル　5

														参照値 サンショウチ		21.94		14.10		N.A.		N.A.		100%				換算スコア＝ カンサン		0.0								0		レベル		レベル

														評価対象 ヒョウカタイショウ		21.94		14.10		0.00		0.00		N.A.												N.A.

								2		地域環境への配慮 チイキカンキョウハイリョ

								2.1		大気汚染防止 タイキオセンボウシ

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.25

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイ

				1		1						　レベル　1		NOx、SOx、ばいじんについて、発生源におけるガス又はばいじんの濃度が、大気汚染防止法、小規模燃焼機器のNOx排出ガイドライン（環境省）ならびに地域の条例等で定められる現行の排出基準を上回っている。

				-		2						　レベル　2		(該当するレベルなし)

				3		3						■レベル　3		NOx、SOx、ばいじんについて、発生源におけるガス又はばいじんの濃度が、大気汚染防止法、小規模燃焼機器のNOx排出ガイドライン（環境省）ならびに地域の条例等で定められる現行の排出基準以下に抑えられている。

				4		4						　レベル　4		NOx、SOx、ばいじんについて、発生源におけるガス又はばいじんの濃度が、大気汚染防止法、小規模燃焼機器のNOx排出ガイドライン（環境省）ならびに地域の条例等で定められる現行の排出基準より大幅に抑えられている。

				5		5						　レベル　5		燃焼機器を使用しておらず、対象建築物の仮想閉空間から外部空間に対して大気汚染物質を全く発生しない。

				対象外		対象外

								2.2		温熱環境悪化の改善 オンネツカンキョウアッカカイゼン

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.50

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイ

												　レベル　1		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が0ポイント

												　レベル　2		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が1～5ポイント

												■レベル　3		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が6～12ポイント

												　レベル　4		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が13～19ポイント

												　レベル　5		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が20ポイント以上

														評価する取組み ヒョウカトリク

														採点 サイテン		評価項目						評価内容								評価ポイント

														1 ポイント		I温熱環境の事前調査		1)地域の温熱環境状況に関する事前調査の実施				①近くの気象台データや地域気象観測データ(アメダスデータ)等の既存データを用いて風向風速卓越風などの風環境を把握している場合(1ポイント)								1～2

				既存なし キソン																		②①に加えさらに現地測定を行った場合や広域気象データや地形データに基づいた広域大気環境予測システムで補完してより詳細に調査した場合(2ポイント)

														1 ポイント		II敷地外への熱的な影響を低減する対策		2)風下となる地域への風通しに配慮し敷地外への熱的な影響を低減する				①建築物の配置形状計画に当たっては風下となる地域への風の通り道を遮らないよう工夫する								1～2

																						　・風下地域への風の通り道と特に関係しない場合(1ポイント)
　・風下地域への風の通り道を遮らないよう配慮している場合(2ポイント)

														1 ポイント								②夏期の卓越風向に対する建築物の見付け面積を小さくするよう努める								1～3

																						卓越風向に対する建築物の見付面積比が
　・60％以上80％未満の場合(1ポイント)
　・40％以上60％未満の場合(2ポイント)
　・40％未満の場合(3ポイント)

														0 ポイント								③風を回復させるよう建築物の高さ形状建築物間の隣棟間隔等を工夫する								1～3

																						隣棟間隔指標Rwが
　・0.3以上0.4未満の場合(1ポイント)
　・0.4以上0.5未満の場合(2ポイント)
　・0.5以上の場合(3ポイント)

														0 ポイント				3)地表面被覆材に配慮し敷地外への熱的な影響を低減する				①地表面の被覆材に配慮する								1～3

																						地表面対策面積率が
　・15％以上30％未満の場合(1ポイント)
　・30％以上45％未満の場合(2ポイント)
　・45％以上の場合(3ポイント)

														0 ポイント				4)建築外装材料等に配慮し敷地外への熱的な影響を低減する				①屋根面の緑化等と高反射材料を選定するように努める								1～3

																						屋根面対策面積率が
　・20％未満の場合(1ポイント)
　・20％以上40％未満の場合(2ポイント)
　・40％以上の場合(3ポイント)

														0 ポイント								②外壁面の材料に配慮する								1～3

																						外壁面対策面積率が
　・10％未満の場合(1ポイント)
　・10％以上20％未満の場合(2ポイント)
　・20％以上の場合(3ポイント)

														0 ポイント				5)建築設備から大気への排熱量を低減する				①建築物の外壁窓等を通しての熱損失の防止及び空気調和設備等に係るエネルギーの効率的利用のための措置を講じる								1～3

																						「LR1エネルギー」のスコア(評価結果)が
　・3.0以上4.0未満(1ポイント)
　・4.0以上4.5未満(2ポイント)
　・4.5以上(3ポイント)

														3 ポイント								②建築設備に伴う排熱は低温排熱にすること等により気温上昇の抑制に努める								1～3

																						気温上昇の抑制に努めるため
　・標準的な工夫をしている場合(1ポイント)
　・中間的な工夫をしている場合(2ポイント)
　・全面的な工夫をしている場合(3ポイント)

														0 ポイント		III効果の確認		6)シミュレーション等による温熱環境悪化改善の効果の確認				①風向きに対する配置や形状の工夫を机上で検討(机上予測)している場合(1ポイント)								1～2

																						②敷地周辺の地形建物緑地等の現況と計画建物に対して流体数値シミュレーション等を行って影響を予測している場合(2ポイント)

														合計＝		6 ポイント

								2.3		地域インフラへの負荷抑制 チイキフカヨクセイ

												2.3.1　雨水排水負荷低減

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.25

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住　　　<行政指導がある場合>														行政指導がない場合

				-		1						　レベル　1		(該当するレベルなし)														評価対象外

				-		2						　レベル　2		(該当するレベルなし)

				3		3						■レベル　3		指導された規模の流出抑制対策を実施している。

				4		4						　レベル　4		指導された規模を満たしており、かつそれ以上の雨水処理対策を実施している。 ウエ

				-		5						　レベル　5		(該当するレベルなし)

				対象外		対象外

												2.3.2 汚水処理負荷抑制

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.25

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住

				-		1						　レベル　1		(該当するレベルなし)

				-		2						　レベル　2		(該当するレベルなし)

				3		3						■レベル　3		水質汚濁防止法あるいは下水道法、または地方公共団体等で定める排出基準のうち厳しい基準を満たしている。 キビキジュン

				4		4						　レベル　4		排出基準を満たした上でそれ以上の特別な工夫を実施し、汚水処理負荷を高く抑制している。

				-		5						　レベル　5		(該当するレベルなし)

				対象外		対象外

												2.3.3 交通負荷抑制

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.25

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイ

												　レベル　1		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が0ポイント

												　レベル　2		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が1ポイント

												■レベル　3		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が2ポイント

												　レベル　4		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が3ポイント

												　レベル　5		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が4ポイント以上

														評価する取組み ヒョウカトリク

														採点 サイテン		評価項目 ヒョウカコウモク						評価内容 ヒョウカナイヨウ								評価ポイント ヒョウカ

														1 ポイント		I 自転車の利用（代替交通手段の利用）に関する取組み						1) 建物利用者のための適切な量の自転車置場（バイク置場を含む）の確保、駐輪場利用者の利便性への配慮（出し入れし易さ、利用し易い位置にあるなど）								1

														0 ポイント								2) その他（記述）								1

														1 ポイント		II 駐車場の確保に関する取組み						1) 適切な量の駐車スペースの確保（周辺道路に渋滞や路上駐車などを発生させないための措置として）								1

														0 ポイント								2) 管理用車両や荷捌き用車両の駐車施設の確保 カンリヨウシャリョウシャリョウ								1

														0 ポイント								3) 駐車場の導入路（出入り口など）の位置や形状・数への配慮（周辺道路の渋滞緩和に資するもの）								1

														0 ポイント								4) その他（記述）								1

														合計＝		2 ポイント

												2.3.4 廃棄物処理負荷抑制 ヨクセイ

				既存は住の基準あり キソンジュウキジュン												重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.25

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイジュウ								住 ジュウ

												　レベル　1		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が1ポイント以下								評価する取組み表の評価ポイントの合計値が0ポイント

												　レベル　2		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が2ポイント								評価する取組み表の評価ポイントの合計値が1ポイント

												■レベル　3		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が3ポイント								評価する取組み表の評価ポイントの合計値が2ポイント

												　レベル　4		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が4ポイント								評価する取組み表の評価ポイントの合計値が3ポイント

												　レベル　5		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が5ポイント以上								評価する取組み表の評価ポイントの合計値が4ポイント以上 イジョウ

														評価する取組み ヒョウカトリク

														採点 サイテン		評価項目 ヒョウカコウモク						評価内容 ヒョウカナイヨウ								評価ポイント ヒョウカ

														0 ポイント		I ゴミの種類や量の推計						1)ゴミ処理負荷低減対策の計画のために、敷地内（室内・室外）から日常的に発生するゴミの種類や量を推計している場合。								1

														1 ポイント		II 分別回収を推進するための空間整備や設備の設置						2)室内および室外にゴミの多種分別回収が可能なストックスペースを計画している場合								1

														1 ポイント								3)室内や室外にゴミの分別回収容器・ボックスの設置を計画している場合								1

														1 ポイント								4)有価物の計画的な回収を計画している場合（集団回収など）								1

				新築なし シンチク										0 ポイント								5)年間の廃棄物の再利用率が
　50％以上75％未満である場合　1ポイント
　75％以上である場合　　　　　　　2ポイント ネンカンハイキブツサイリヨウリツイジョウミマンバアイイジョウバアイ								1～2

														0 ポイント		III ゴミの減容化・減量化、あるいは堆肥化するための設備の設置						5)生ゴミの減容化・減量化、堆肥化対策を計画している場合（ディスポーザー、生ゴミの自家処理・コンポスト化、バイオマス利用など） リヨウ								1

														0 ポイント								6)ビン・缶類などの減容化・減量化対策を計画している場合								1

														合計＝		3 ポイント

								3		周辺環境への配慮 シュウヘンカンキョウハイリョ

								3.1		騒音・振動・悪臭の防止 ソウオンシンドウアクシュウボウシ

												3.1.1 騒音 ソウオン

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.33

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住														規制対象建物以外の場合 キセイタイショウタテモノイガイバアイ

				1		1						　レベル　1		騒音規制法または大規模小売店舗立地法に定める現行の規制基準注*1を上回っている														レベル３

				-		2						　レベル　2		(該当するレベルなし)

				3		3						■レベル　3		騒音規制法または大規模小売店舗立地法に定める現行の規制基準注*1以下に抑えられている

				-		4						　レベル　4		(該当するレベルなし)

				5		5						　レベル　5		騒音規制法または大規模小売店舗立地法に定める現行の規制基準注*1より大幅注*2に抑えられている ソウオンキセイホウダイキボコウリテンポリッチホウサダゲンコウキセイキジュンチュウオオハバチュウオサ

				対象外		対象外						*1）規制基準は現行の値とし、現行基準以前に設置された施設についても現行の基準で評価する（昼間、朝・夕、夜間とも）。
*2)レベル５については、[現行の基準値－10dB]以下に抑えられている場合とする（昼間、朝・夕、夜間とも）。

												騒音に関する規制基準値 ソウオンカンキセイキジュンチ

												昼間（am8時～pm7時）、朝・夕（am6時～am8時、pm7時～pm10時）、夜間（pm10時～翌朝6時）のいずれの計測時も下記を満たしていること

														第1種区域 ダイシュクイキ						第２種区域 クイキ

														昼間		朝・夕		夜間		昼間		朝・夕		夜間

												　レベル 1		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない

												レベル 2

												レベル 3		45dB以下		40dB以下		40dB以下		50dB以下		45dB以下		45dB以下

												レベル 4

												レベル 5		35dB以下		30dB以下		30dB以下		40dB以下		35dB以下		35dB以下

														第３種区域 ダイシュクイキ						第４種区域 ダイシュクイキ

														昼間		朝・夕		夜間		昼間		朝・夕		夜間

												　レベル 1		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない

												レベル 2

												レベル 3		60dB以下		55dB以下		50dB以下		70dB以下		60dB以下		55dB以下

												レベル 4

												レベル 5		50dB以下		45dB以下		40dB以下		60dB以下		50dB以下		45dB以下

												3.1.2 振動

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.33

												対象外		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住														規制対象建物以外の場合 キセイタイショウタテモノイガイバアイ

				1		1						　レベル　1		振動規制法または大規模小売店舗立地法に定める現行の規制基準*1を上回っている シンドウキセイホウダイキボコウリテンポリッチホウサダゲンコウキセイキジュンウワマワ														評価対象外 ヒョウカタイショウガイ

				-		2						　レベル　2		(該当するレベルなし)

				3		3						　レベル　3		振動規制法または大規模小売店舗立地法に定める現行の規制基準*1以下に抑えられている シンドウキセイホウダイキボコウリテンポリッチホウサダゲンコウキセイキジュンイカオサ

				-		4						　レベル　4		(該当するレベルなし)

				5		5						　レベル　5		振動規制法または大規模小売店舗立地法に定める現行の規制基準*1より大幅*2に抑えられている

				対象外		対象外						*1）規制基準は現行の値とし、現行基準以前に設置された施設についても現行の基準で評価する（昼間、夜間とも）。
*2)レベル５については、（現行の基準値－5dB）以下に抑えられている場合とする（昼間、夜間とも）。

												振動に関する規制基準値 シンドウカンキセイキジュンチ

												昼間（am8時～pm7時）、夜間（pm7時～翌朝8時）のいずれの時間も下記の基準を満たしていること

														第1種区域 ダイシュクイキ						第２種区域 クイキ

														昼間		夜間				昼間		夜間

												　レベル 1		レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない				レベル３を
満たさない		レベル３を
満たさない

												レベル 2

												レベル 3		60dB以下		55dB以下				65dB以下		60dB以下

												レベル 4

												レベル 5		55dB以下		50dB以下				60dB以下		55dB以下

												3.1.3 悪臭

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.33

												対象外		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住														規制対象建物以外の場合 キセイタイショウタテモノイガイバアイ

				1		1						　レベル　1		悪臭防止法に定める現行の特定悪臭物質の濃度の許容限度及び臭気指数の許容限度を下回るレベルである														評価対象外 ヒョウカタイショウガイ

				-		2						　レベル　2		(該当するレベルなし)

				3		3						　レベル　3		悪臭防止法に定める特定悪臭物質の濃度の許容限度及び臭気指数の許容限度を満たしている

				-		4						　レベル　4		(該当するレベルなし)

				-		5						　レベル　5		(該当するレベルなし)

				対象外		対象外

								3.2		風害・砂塵、日照阻害の抑制

												3.2.1 風害の抑制

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.70

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住														備考 ビコウ

				1		1						　レベル　1		強風域の発生などについての事前調査や風害抑制対策を行っていない。														風害対策に対する要請がない。または、自主的な対策を評価しない場合は、レベル３ フウガイタイサクタイヨウセイジシュテキタイサクヒョウカバアイ

				2		2						　レベル　2		事前調査や低減・回避対策等は行っているが、評価を行っていない。又は机上予測に基づいて風力階級による評価を行っているが、一部悪化している、又は立地に対応する風環境のランクを下回る測定点がある。

				3		3						■レベル　3		事前調査や予防計画や低減・回避対策等は行っている。そして机上予測に基づいて風力階級による評価を行い、結果として悪化していない。又は風環境評価指標によるランク評価を行い、結果として立地に対応する風環境のランクを確保している。

				4		4						　レベル　4		事前調査や予防計画や低減・回避対策を行っており、風環境評価指標によるランク評価を行っている。その結果、一部に立地に対応する風環境のランクより上のランクがある。

				5		5						　レベル　5		事前調査や予防計画や低減・回避対策を行っており、風環境評価指標によるランク評価を行っている。その結果、立地に対応する風環境のランクより上のランクにある。

				対象外		対象外

												3.2.2　砂塵の抑制 サジンヨクセイ

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.00

												レベル 1.0		学(小中高) ショウチュウコウ

				-		1						■レベル　1		（評価ポイント　0）

				2		2						　レベル　2		校庭からの砂塵に対する取組みが十分ではない。（評価ポイント1）

				3		3						　レベル　3		校庭からの砂塵に対して、標準的な取組みが行われている。（評価ポイント2）

				4		4						　レベル　4		校庭からの砂塵に対して、標準以上の取組みが行われている。（評価ポイント3）

				5		5						　レベル　5		校庭からの砂塵に対して、充実した取組みが行われている。（評価ポイント4以上） イジョウ

				対象外		対象外								評価する取組み ヒョウカトリク

														採点 サイテン		評価項目						評価内容								評価ポイント

														0 ポイント		I 校庭からの砂塵の飛散を抑制する取組み						1）校庭の周囲に防砂林や防砂ネットを整備し、砂塵の飛散を抑制している。								1

																						2)校庭の周囲を建物で囲い、砂塵の発生や飛散を抑制している。								2

														0 ポイント		II 校庭を砂塵が発生しない仕上げとする。						1）校庭にスプリンクラーを設置し、砂塵の発生を抑制している。								1

																						2）校庭を砂塵が発生しにくい舗装としている。								2

																						3）校庭を砂塵が発生しない舗装または芝生としている。								4

														合計＝		0 ポイント

												3.2.3 日照阻害の抑制 ニッショウ

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.30

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住

				-		1						　レベル　1		(該当するレベルなし)

				-		2						　レベル　2		(該当するレベルなし)

				3		3						■レベル　3		日影規制を満たしている、または当該敷地に日影規制が無い場合。

				4		4						　レベル　4		日影規制に対して１ランク上*の基準を満たしている

				-		5						　レベル　5		(該当するレベルなし)

				対象外		対象外						*日照阻害の抑制において、1ランク上とは、例えば近隣商業地域で日影規制が5時間/3時間（5m、10m）の場合、それより1つ厳しい基準が準住居地域で、4時間/2.5時間とすると、準住居地域の日影規制を満たしている場合である。

								3.3		光害の抑制 ヒカリガイヨクセイ

												3.3.1　屋外照明及び屋内照明のうち外に漏れる光への対策

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.70

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住 コトガクモノインカイヤマイ

												　レベル　1		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が0ポイント

												　レベル　2		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が1ポイント

												■レベル　3		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が2ポイント

												　レベル　4		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が3ポイント

												　レベル　5		評価する取組み表の評価ポイントの合計値が4ポイント

														評価する取組み ヒョウカトク

														採点 サイテン		評価内容														評価ポイント ヒョウカ

														0 ポイント		1)　屋外照明および屋内照明のうち外に漏れる光														1～2

																「光害対策ガイドライン」のチェックリストを満たしている項目が一部である。（1ポイント）

																「光害対策ガイドライン」のチェックリストの項目の過半を満たしている。（2ポイント）

														2 ポイント		2)　広告物照明における光害対策 ブツショウメイ														1～2

																広告物照明について「広告物照明の扱い」の配慮事項の一部を満たしている。（1ポイント）

																「広告物照明の扱い」の配慮事項の過半を満たしている場合、または広告物照明を行っていない（2ポイント）

														合計＝		2ポイント

												3.3.2　昼光の建物外壁による反射光（グレア）への対策

																重み係数(既定）＝ オモケイスウキテイ				0.30

												レベル 3.0		事・学・物・飲・会・病・ホ・工・住

				1		1						　レベル　1		建物外壁（ガラス面を含む）の反射光（グレア）が発生し、周辺に影響を与えている。

				-		2						　レベル　2		(該当するレベルなし)

				3		3						■レベル　3		建物外壁（ガラス面を含む）の反射光（グレア）について特に影響がないと認められる。

				-		4						　レベル　4		(該当するレベルなし)

				5		5						　レベル　5		建物外壁（ガラス面を含む）による反射光（グレア）を発生していないと認められる。

				対象外		対象外
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		No.		建築物		建築主		所在地		主用途		評価		結果シート		完了		更新情報		みどり・ヒートアイランド対策関連項目 タイサクカンレンコウモク

				名　称																Ｑ３　室外環境（敷地内） シツガイカンキョウシキチナイ				ＬＲ３　敷地外環境 シキチガイカンキョウ

																				１　生物環境の保全と創出 セイブツカンキョウホゼンソウシュツ		３　地域性・アメニティへの配慮 チイキセイハイリョ		２　地域環境への配慮 チイキカンキョウハイリョ

		1		（仮称）豊中城山町新築工事		 近鉄不動産（株）		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／214KB]		H23.3				2		3		2.5

				(ローレルコート豊中服部緑地)								1.2				(完了)

		2		ドギーマンハヤシ株式会社新物流倉庫第一期新築工事		 ドギーマンハヤシ株式会社		泉佐野市		事務所		B+		  [PDFファイル／228KB]		H23				2		2.5		2.8

										・		1				(完了)

										工場

		3		常翔啓光学園中学高等学校新館棟（仮称）		学校法人常翔啓光学園		枚方市		学校		A		  [PDFファイル／246KB]		H23.10		  		3		3.5		3.6

										・		2				(完了)

										飲食店

		4		大阪府営吹田古江第2期高層住宅（建て替え）新築工事		大阪府		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／225KB]		・				2		3		3.5

												1.3

		5		新普通教室棟		学校法人 同志社		寝屋川市		学校		B+		  [PDFファイル／248KB]		・				1		3		2

												1.4

		6		（株）小松製作所　新開発棟(大阪工場本館)		(株)小松製作所大阪工場		枚方市		事務所		S		  [PDFファイル／248KB]		H23.3				4		4.5		4.8

												3.1				(変更・完了)

		7		社会医療法人愛仁会リハビリテーション病院		社会医療法人 愛仁会		高槻市		病院		B+		  [PDFファイル／241KB]		H23.6（完了）				3		3		2.5

												1.3

		8		（仮称）新千里西町団地		大阪府住宅供給公社		豊中		集合住宅		B+		  [PDFファイル／202KB]		H24.2(完了)				2		3		3.5

												1.3

		9		公務員宿舎堺住宅（仮称）（１期）整備事業-A棟		近畿財務局長		堺市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／210KB]		H23.3				3		4		2.6

						堺住宅1期PFI(株)						1.8				(完了)

		10		公務員宿舎堺住宅（仮称）（１期）整備事業-B棟		近畿財務局長		堺市		集合住宅		Ａ		  [PDFファイル／209KB]		H23.3				3		4		2.6

						堺住宅1期PFI(株)						1.8				(完了)

		11		プレミスト津久野駅前アルティモガーデンA棟		大和ハウス工業（株）		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／183KB]		H24.2(完了)				2		2.5		3

												1.3

		12		プレミスト津久野駅前アルティモガーデンB棟		大和ハウス工業（株）		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／186KB]		H24.8(完了)				2		2.5		3

												13

		13		堺地方合同庁舎		近畿地方整備局		堺市		事務所		A		  [PDFファイル／198KB]						3		3.5		3

												2.2

		14		プレミスト千里佐竹台		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／218KB]		H24.3				2		3		3

												1.8				(完了)

		15		１・２・３布施店		延田エンタープライズ		東大阪市		集会所・工場		B-		  [PDFファイル／211KB]						2		2		2.5

												0.8

		16		東大阪トラックターミナル		大阪府都市開発（株）		東大阪市		事務所・工場		B-		  [PDFファイル／199KB]

												0.7

		17		マナベインテリアハーツ高槻倉庫　新築工事		（株）マナベインテリアハーツ		高槻市		工場		B-		  [PDFファイル／204KB]		H22.10

												0.8				(完了)

		18		（仮称）臨海工場　建設工事		（株）クリーンシステム		堺市		工場		A		  [PDFファイル／247KB]

												1.7

		19		MRI実験棟（仮称）		国立大学法人大阪大学		吹田市		学校		A		  [PDFファイル／218KB]		H25.2（完了）

												1.8

		20		学校法人清風南海学園キャンパス整理事業		学校法人清風南海学園		高石市		学校		A		  [PDFファイル／208KB]

												1.7

		21		大阪府営新金岡３丁８番第１期高層住宅（建て替え）新築工事		大阪府		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／211KB]		H25.2（完了）

												1.1

		22		（仮称）コーナンｅショップ・なぎさ店		コーナン商事（株）		泉大津市		物販店、工場		B+		  [PDFファイル／191KB]

												1

		23		（仮称）新ドライ物流センター		大阪いずみ市民生活協同組合		和泉市		工場		B+		  [PDFファイル／233KB]		H23.10(完了)

												1

		24		（仮称）ＪＲ高槻駅北東地区開発事業		阪急不動産（株）		高槻市		学校、物販店、集合住宅		A		  [PDFファイル／225KB]		H24.6（完了）

						新星和不動産（株）						2.3

						エヌ･ティ･ティ都市開発（株）

		25		大阪府営新金岡２丁３番住宅		大阪府		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／208KB]		H25.2（完了）

												1.2

		26		大阪府営新金岡２丁６番住宅		大阪府		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／216KB]		H25.2（完了）

												1.3

		27		大阪府営岸和田大町第２期高層住宅（ＥＦ棟）		大阪府		岸和田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／198KB]

												1

		28		豊中市民病院跡地計画		関電不動産（株）		豊中市		病院、集会所		A		  [PDFファイル／197KB]

												1.7

		29		（仮称）光明池マンション計画		（株）新日鉄都市開発、ＭＩＤ都市開発（株）		和泉市		集合住宅		B-		  [PDFファイル／200KB]

												0.8

		30		高村病院新築工事		医療法人昌円会		羽曳野市		病院		A		  [PDFファイル／223KB]

												1.6

		31		（仮称）（株）大創産業　大阪物流施設		（株）大創産業		泉大津市		工場		A		  [PDFファイル／205KB]		H24.5

												1.5				（完了）

		32		（仮称）堺泉北埠頭汐見地区汐見新1号上屋		堺泉北埠頭（株）		泉大津市		工場		B-		  [PDFファイル／188KB]

												0.9

		33		大阪府立高等職業技術専門校北部校		大阪府		枚方市		学校、工場		A		  [PDFファイル／218KB]		H25.1（完了）

												1.7

		34		第二小学校校舎増改築工事		泉佐野市		泉佐野市		学校		B+		  [PDFファイル／231KB]

												1.3

		35		（仮称）吹田市出口町計画		吹田市		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／227KB]		H23.6（完了）

												1.3

		36		箕面市立（仮称）彩都地区小中一貫校建設工事		箕面市		箕面市		学校		B+		  [PDFファイル／263KB]		H23.2（完了）

												1.4

		37		（仮称）佐竹台1丁目プロジェクト新築工事　1工区		（株）大京　関電不動産（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／198KB]		H23.7

												1.5				(完了)

		38		（仮称）佐竹台1丁目プロジェクト新築工事　2工区		（株）大京　関電不動産（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／194KB]		H24.1

												1.5				(完了)

		39		（仮称）東豊中第一団地　2-1工区A街区（B棟）　（正式名称）東豊中クラスヒルズ（ブライトヒル）		オリックス不動産（株）		豊中市		集合住宅		A		  [PDFファイル／216KB]		H23.8

						阪急不動産（株）						1.9				(変更)

						ＭＩＤ都市開発（株）										H23.8

																(完了)

		40		（仮称）東豊中第一団地　2-1工区A街区（A棟）　（正式名称）東豊中クラスヒルズ（エアリーヒル）		オリックス不動産（株）		豊中市		集合住宅		A		  [PDFファイル／219KB]		H23.8

						阪急不動産（株）						1.9				(変更）

						ＭＩＤ都市開発（株）										H23.12(完了)

		41		学校法人大阪初芝学園狭山登美丘キャンパス整備計画		学校法人大阪初芝学園		堺市		学校		A		  [PDFファイル／232KB]		H23.2

												1.6				(完了)

		42		関西医科大学香里病院		学校法人関西医科大学		寝屋川市		病院		A		  [PDFファイル／198KB]		H22.5

												1.5				（完了）

		43		大阪府警察学校		大阪府警察学校整備ＰＦＩ（株）		田尻町		学校、集合住宅		A		  [PDFファイル／201KB]		H25.2（完了）

												2.8

		44		エクセディ新本館ビル		（株）エクエディ		寝屋川市		事務所		S		  [PDFファイル／229KB]		H24.2

												3.2				(完了)

		45		(仮称)吉川病院移転計画		医療法人		堺市		病院		B+		  [PDFファイル／765KB]

						仁悠会						1.2

		46		関西大倉学園体育館新築工事		大学法人		茨木市		集会所		B+		  [PDFファイル／204KB]

						関西大倉学園						1.1

		47		三菱伸銅（株）三宝製作所		三菱伸銅（株）三宝製作所		堺市		工場		B-		  [PDFファイル／913KB]

												0.6

		48		（仮称）ニトリ堺大仙店新築工事		（株）ニトリ		堺市		物販店		B+		  [PDFファイル／802KB]

												1

		49		工事中止

		50		（仮称）堺市安井町プロジェクト		泉南生活協同組合		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／816KB]		H21.11（完了）

												1

		51		パーフェクトリバティ教団新練成会館		パーフェクトリバティ教団		富田林市		集会所		B+		  [PDFファイル／816KB]

												1

		52		（株）小松製作所大阪工場（仮称）新試作棟		（株）小松製作所		枚方市		工場		B+		  [PDFファイル／919KB]

										事務所		1.2

		53		富士電線工業（株）物流センター		富士電線工業（株）		柏原市		工場		B+		  [PDFファイル／1.02MB]

												1

		54		クラヤ三星堂　南大阪ALC（仮称）新築工事		（株）クラヤ三星堂		八尾市		工場		B-		  [PDFファイル／973KB]

										事務所		0.9

		55		（仮称）おおさかパルコープ枚方物流センター		生活協同組合		枚方市		工場		A		  [PDFファイル／762KB]

						おおさかパルコープ						1.7

		56		明治油脂（株）（仮称）マーガリン新工場新築工事		明治油脂（株）		枚方市		工場		B+		  [PDFファイル／793KB]

												1.4

		57		（仮称）大阪府営豊中新千里東住宅　新築工事（A工区）		（株）長谷工コーポレーション		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／891KB]

												1

		58		（仮称）大阪府営豊中新千里東住宅　新築工事（B工区）		（株）長谷工コーポレーション		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／830KB]

												1

		59		（仮称）KICONA茨木R171店		アンダーツリー（株）		茨木市		物販店、集会所、		B-		  [PDFファイル／232KB]

										工場		0.9

		60		（仮称）ホームセンターコーナン小代店新築工事		コーナン商事（株）		堺市		物販店		B+		  [PDFファイル／859KB]		H22.12

												1				(完了)

		61		（仮称）ビバモール寝屋川新築工事（A工区）		トステムビバ株式会社		寝屋川市		物販店、飲食店、工場		B+		  [PDFファイル／241KB]

												1

		62		（仮称）ケーズデンキ和泉あゆみ野店		（株）関西ケーズデンキ		和泉市		物販店		B-		  [PDFファイル／800KB]

												0.9

		63		（仮称）ベアーズＢ棟		熊西染色工業（株）		門真市		物販店		B-		  [PDFファイル／798KB]

												0.9

		64		堺化学工業（株）新本社ビル		堺化学工業（株）		堺市		事務所		B+		  [PDFファイル／233KB]

												1.2

		65		りんくうプレミアム・アウトレット第４期新築工事		チェルシージャパン（株）		泉佐野市		物販店、飲食店		B+		  [PDFファイル／235KB]

												1.1

		66		（仮称）医療法人協仁会小松病院		医療法人協仁会		寝屋川市		病院		B+		  [PDFファイル／220KB]

												1.2

		67		前田金属工業（株）（仮称）Next・ONE寿町プロジェクト		前田金属工業（株）		河内長野市		工場		A		  [PDFファイル／229KB]		H24.2

												1.5				(完了)

		68		有限会社ティアンドエムサービス本社倉庫新築工事		有限会社ティアンドエムサービス		東大阪市		倉庫		B-		  [PDFファイル／171KB]		H23.11(完了)

												0.8

		69		出荷ヤード		新日本工機（株）		岬町		倉庫		B+		  [PDFファイル／174KB]

												1.3

		70		関西電力（株）北摂営業所		関西電力（株）		豊中市		事務所		S		  [PDFファイル／248KB]		H24.8

												3.8				（完了）

		71		SPRC4PJ（スパークフォーピージェイ）		塩野義製薬（株）		豊中市		研究所		S		  [PDFファイル／239KB]		H23.7

												3.2				(完了)

		72		第2ひのきしん作業所		宗教法人ほんみち		泉南市		工場、集会所、事務所		B+		  [PDFファイル／237KB]

												1.1

		73		新千里南町団地第2期住宅改善事業建設工事		大阪府住宅供給公社		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／232KB]		H24.7（完了）

												1.2

		74		（仮称）白鷺ＰＪ南街区Ａ棟		オリックス不動産（株）		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／225KB]

						関電不動産（株）						1.1

						名鉄不動産（株）

						南海電気鉄道不動産（株）

						（株）長谷工コーポレーション

		75		（仮称）白鷺ＰＪ南街区Ｂ棟		オリックス不動産（株）		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／225KB]

						関電不動産（株）						1.1

						名鉄不動産（株）

						南海電気鉄道不動産（株）

						（株）長谷工コーポレーション

		76		（仮称）白鷺ＰＪ南街区Ｃ棟		オリックス不動産（株）		堺市		集合住宅		B＋		  [PDFファイル／225KB]

						関電不動産（株）						1

						名鉄不動産（株）

						南海電気鉄道不動産（株）

						（株）長谷工コーポレーション

		77		（仮称）白鷺ＰＪ南街区Ｄ棟		オリックス不動産（株）		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／201KB]

						関電不動産（株）						1.2

						名鉄不動産（株）

						南海電気鉄道（株）

						（株）長谷工コーポレーション

		78		（仮称）白鷺ＰＪ南街区Ｅ棟		オリックス不動産（株）		堺市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／203KB]

						関電不動産（株）						1.2

						名鉄不動産（株）

						南海電気鉄道（株）

						（株）長谷工コーポレーション

		79		コマツ大阪工場渚団地独身寮		（株）小松製作所大阪工場		枚方市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／219KB]		H24.7(完了)

												1.2

		80		（仮称）竜華スポーツコンプレックス利便施設		（株）エスアイ・アセットサービス		八尾市		物販店		A		  [PDFファイル／235KB]

												1.5

		81		（仮称）ケアネット岸和田徳洲会		（株）ケアネット徳洲会		岸和田市		病院、集合住宅		B+		  [PDFファイル／214KB]

												1

		82		（仮称）サンメゾン山本南ＥＬＤＯ新築工事		三洋ホームズ（株）		八尾市		集合住宅		A		  [PDFファイル／220KB]		H25.1（完了）

												1.6

		83		（仮称）吹田市広芝町計画		（株）日商エスエム		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／201KB]

												1

		84		（仮称）豊中市新千里西町プロジェクト		近鉄不動産（株）		豊中市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／213KB]

												1.3

		85		（仮称）大阪府営吹田藤白台住宅（１工区Ａ）新築工事		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／211KB]

												1.5

		86		（仮称）大阪府営吹田藤白台住宅（１工区Ｃ）新築工事		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／211KB]

												1.5

		87		（仮称）大阪府営吹田竹見台住宅（１工区Ａ）新築工事		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／211KB]

												1.5

		88		（仮称）大阪府営吹田竹見台住宅（１工区Ｂ）新築工事		（株）長谷工コーポレーション		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／211KB]

												1.5

		89		大阪府立精神医療センター		大阪ハートケアパートナーズ（株）		枚方市		病院		A		  [PDFファイル／229KB]

												1.5

		90		グランオーパスＡ棟		藤和不動産（株）		枚方市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／206KB]

						アーバンライフ（株）						1

						（株）アポック

		91		グランオーパスＢ棟		藤和不動産（株）		枚方市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／204KB]

						アーバンライフ（株）						1

						（株）アポック

		92		グランオーパスＣ棟		藤和不動産（株）		枚方市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／205KB]

						アーバンライフ（株）						1

						（株）アポック

		93		きんでん千里社宅新築工事		（株）きんでん		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／206KB]

												1.2

		94		泉南プラザ立体駐車場		アライ興産（株）		泉南市		自動車車庫		B-		  [PDFファイル／195KB]		H23.11(完了)

												0.9

		95		（株）つばめ急便門真倉庫新築工事		（株）つばめ急便		門真市		倉庫		B-		  [PDFファイル／203KB]

												0.8

		96		ミリカ・ヒルズ　1街区		（株）大京		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／204KB]		H25.2（完了）

						東京建物（株）						1.1

						関西不動産（株）

						新日鉄興和不動産（株）

						（株）長谷工コーポレーション

		97		ミリカ・ヒルズ　2街区		（株）大京大阪支店		吹田市		集合住宅		B+		  [PDFファイル／204KB]		H25.2（完了）

						東京建物（株）						1.1

						関西不動産（株）

						新日鉄興和不動産（株）

						（株）長谷工コーポレーション

		98		阪和興業（株）堺流通センター南棟		阪和興業（株）堺流通センター		堺市		工場		A		  [PDFファイル／219KB]		40,913

												2.1				(完了)

		99		（仮称）豊中市上新田2丁目計画新築工事		三井不動産レジデンシャル（株）		豊中市		集合住宅		A		  [PDFファイル／209KB]

												1.6

		100		（仮称）プレミスト南千里[A街区]		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／219KB]

						（株）長谷工コーポレーション						2.2

		101		（仮称）プレミスト南千里[B街区]		大和ハウス工業（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／216KB]

						（株）長谷工コーポレーション						2

		102		（仮称）吹田・藤白台建替新築工事		野村不動産（株）		吹田市		集合住宅		A		  [PDFファイル／217KB]

												2.1

		103		上村工業（株）中央研究所　第１研究棟		上村工業（株）		枚方市		事務所		S		  [PDFファイル／258KB]

												3.7

		104		シティハウス千里中央		深谷第三住宅マンション建替組合		豊中市		集合住宅		A		  [PDFファイル／199KB]		H24.10

												1.7				(変更)

																H24.10

																(完了)

		105		大阪桐蔭中学校・大阪桐蔭高等学校　体育館		学校法人大阪産業大学		大東市		学校		A		   [PDFファイル／232KB]		H25.2（完了）

												1.6

		106		大阪大学（医）自走式立体駐車場新営その他工事		国立大学法人大阪大学		吹田市		駐車場		B-		  [PDFファイル／223KB]

												0.8

		107		河野エレクトロニクス（株）商品センター新築工事		河野エレクトロニクス（株）		寝屋川市		工場		B+		  [PDFファイル／205KB]

												1.2

		108		(仮称)村中医療器　研究開発・検品センター新築工事		村中医療器（株）		和泉市		工場		A		  [PDFファイル／246KB]		H24.4（完了）

												1.5

		109		枚方市民病院		枚方市病院事業管理者		枚方市		病院		B+		  [PDFファイル／203KB]

												1.2

		110		日本精線（株）枚方工場第４工場増築工事		日本精線（株）枚方工場		枚方市		工場		B+		  [PDFファイル／205KB]

												1.2

		111		（仮称）豊中少路２丁目計画　Ａ棟		MID都市開発（株）		豊中市		集合住宅		S		  [PDFファイル／215KB]		H24.5

												3.3				（変更）

		112		（仮称）豊中少路２丁目計画　Ｂ棟		MID都市開発（株）		豊中市		集合住宅		S		  [PDFファイル／213KB]		H24.5

												3.2				（変更）

		113		阪和興業（株）堺流通センター建設　北工区新築工事		阪和興業（株）		堺市		工場		A		  [PDFファイル／230KB]		H24.1(変更・完了)

												2.2

		114		大阪いずみ市民生活協同組合		大阪いずみ市民生活協同組合		和泉市		物販店		B+		  [PDFファイル／226KB]		H24.9(完了)

												1.1

		115		ＮＴＴロジスコ八尾物流センタ		（株）エヌ・ティ・ティ・ロジスコ		八尾市		倉庫		B+		  [PDFファイル／201KB]		H24.7(完了)

												1.2

		116		クレヴィア緑地公園		伊藤忠都市開発（株）		豊中市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／209KB]

						近鉄不動産（株）						1

		117		（仮称）枚方市南樟葉１丁目計画		京阪電鉄不動産（株）		枚方市		共同住宅		A		  [PDFファイル／216KB]		H24.3(完了)

				（ファインフラッツ樟葉　ザ・レジデンス）								1.5

		118		（仮称）吹田市青山台新築工事（Ａゾーン）		近鉄不動産（株）		吹田市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／1.13MB]

												1.1

		119		（仮称）吹田市青山台新築工事（Ｂゾーン）		近鉄不動産（株）		吹田市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／1.17MB]

												1.2

		120		社会医療法人愛仁会高槻病院建替整備工事		社会医療法人愛仁会		高槻市		病院		A		  [PDFファイル／234KB]

												1.5

		121		ジェイグラン吹田千里丘		ジェイアール西日本不動産開発（株）		吹田市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／214KB]

												1.4

		122		（仮称）日本通運（株）天王寺支店新ロジスティクスセンター倉庫建設工事		日本通運（株）大阪支店		八尾市		倉庫・事務所		A		  [PDFファイル／214KB]		H24.3(完了)

												1.5

		123		香里園駅東地区第一種市街地再開発事業施設建築物新築工事（１街区）		香里園駅東地区市街地再開発組合		寝屋川市		共同住宅・店舗・駐車場		A		  [PDFファイル／212KB]

												1.5

		124		(仮称)和泉中央駅前計画		三交不動産（株）		和泉市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／211KB]

												1.1

		125		（株）エネゲート千里丘事業所ECOCUBE南棟新築工事		（株）エネゲート		摂津市		工場・倉庫・事務所		A		  [PDFファイル／200KB]		H24.6(完了)

												1.7

		126		プロロジスパーク高槻プロジェクト		高槻２特定目的会社		高槻市		工場		A		  [PDFファイル／203KB]		H24.1(完了)

												1.5

		127		明治製菓大阪工場新１号館		明治製菓（株）		高槻市		工場		A		  [PDFファイル／1.03MB]

												1.5

		128		堺市立健康福祉プラザ		堺市長		堺市		児童福祉施設等		A		  [PDFファイル／241KB]		H24.3（完了）

												2

		129		（仮称）東大阪市荒本北２丁目新築工事		フジ住宅（株）		東大阪市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／219KB]

												1

		130		（仮称）豊中市東丘住宅建替計画新築工事（Ｄ敷地）		東丘住宅マンション建替組合		豊中市		共同住宅		A		  [PDFファイル／224KB]

												1.7

		131		（仮称）豊中市東丘住宅建替計画新築工事（Ｂ敷地）		東丘住宅マンション建替組合		豊中市		共同住宅		A		  [PDFファイル／224KB]

												1.7

		132		（仮称）豊中市東丘住宅建替計画新築工事（Ｃ敷地）		東丘住宅マンション建替組合		豊中市		共同住宅		A		  [PDFファイル／224KB]

												1.7

		133		アヤハディオ箕面彩都店		（株）アヤハディオ		箕面市		物販店舗		B+		  [PDFファイル／208KB]		H23.10(完了)

												1.2

		134		ハリ・レジデンス池田		宝持経営（株）		東大阪市		児童福祉施設		A		  [PDFファイル／229KB]

												1.6

		135		重症心身障害児施設枚方総合発達医療センター「第３療育棟」		社会福祉法人　枚方療育園		枚方市		児童福祉施設		A		  [PDFファイル／237KB]

												1.6

		136		JR高槻駅北東地区開発事業複合棟A		阪急不動産（株）		高槻市		共同住宅・事務所		A		  [PDFファイル／234KB]

												1.5

		137		(仮称)八尾市東本町3丁目計画新築工事		フジ住宅（株）		八尾市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／209KB]

												1.2

		138		千代田高等学校改築整備工事		学校法人千代田学園		河内長野市		学校		A		  [PDFファイル／217KB]

												1.5

		139		学校法人関西外国語大学中宮キャンパス　（仮称）インターナショナルコミュニケーションセンター		学校法人関西外国語大学		枚方市		学校		B+		  [PDFファイル／215KB]

												1.3

		140		（仮称）アークレジデンス吹田千里丘		アーク不動産（株）		吹田市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／234KB]

												1

		141		（仮称）ＪＲ高槻駅北東地区開発事業　集合住宅Ｂ建設工事		阪急不動産（株）		高槻市		共同住宅		B+		  [PDFファイル／189KB]		変更届あり

						関電不動産（株）						1.3

		142		関西大学留学生会館（仮称）新築工事		学校法人関西大学		吹田市		寄宿舎		B+		  [PDFファイル／222KB]		H24.2(完了)

										大学		1.3

		143		（仮称）新関西センター		トッパン・フォーム（株）		島本町		工場		A		  [PDFファイル／208KB]

										事務所		1.5

		144		関西医科大学枚方キャンパス学舎建設工事		関西医科大学		枚方市		学校		A		  [PDFファイル／222KB]

												1.6

		145		（仮称）ホームセンターコーナン　新貝塚流通センター		コーナン商事（株）		貝塚市		倉庫		B+		  [PDFファイル／186KB]

										事務所		1.1

		146		（仮称）南千里駅前公共公益施設		吹田南千里ＰＦＩ（株）		吹田市		集会所		A		  [PDFファイル／233KB]		H24.6(完了)

										事務所		2.2

										病院

		147		（仮称）三星ダイヤモンド工業新社屋		三星ダイヤモンド工業（株）		摂津市		事務所		A		  [PDFファイル／215KB]		H24.4(完了)

												2

		148		（仮称）１２３摂津店		（株）延田エンタープライズ		摂津市		遊技場		B-		  [PDFファイル／205KB]

										駐車場		0.8

		1		ハウス食品(株)大阪本社建設計画		ハウス食品(株)		東大阪市		事務所		S：3.0		  [PDFファイル／222KB]		H25.8		H25.8

																（完了）		（変更）

		2		ヴェリテ永和駅前		南海不動産(株)		 東大阪市		集合住宅		B+：1.2		  [PDFファイル／218KB] 

						南海電気鉄道(株)

		3		 大和リースフレスポ長田北棟新築工事		大和リース(株) 		東大阪市 		物販店 		B+：1.0 		   [PDFファイル／208KB]		 H24.5

																（完了）

		4		 （仮称）摂津市南千里丘計画B街区		三井不動産レジデンシャル(株) 		摂津市 		集合住宅 		B+：2.6 		   [PDFファイル／227KB]

		5		 （仮称）摂津市南千里丘計画B街区駐車場		三井不動産レジデンシャル(株)		摂津市		工場		B+：1.8 		   [PDFファイル／218KB]

		6		 （仮称）岸和田市土生町４丁目計画新築工事		フジ住宅(株) 		岸和田市 		集合住宅 		B+：1.4 		   [PDFファイル／223KB]

		7		 （仮称）KICONA大日店		 アンダーツリー(株)		守口市 		工場 		B+：1.1 		   [PDFファイル／204KB]

		8		 （仮称）イオン貝塚SC新築工事		 イオンリテール(株)		貝塚市 		物販店		A：2.2 		   [PDFファイル／186KB]		 H24.3

																（完了）

		9		 ソントン食品工業(株)大阪工場		ソントン食品(株)		茨木市		工場		A：1.5		  [PDFファイル／213KB] 

		10		 阪南市民病院		阪南市 		阪南市 		病院 		A：2.3 		   [PDFファイル／223KB]

		11		大阪府営堺南長尾住宅民活プロジェクト１号棟		大阪府		堺市		 集合住宅		A：1.7 		   [PDFファイル／457KB]

		12		大阪府営堺南長尾住宅民活プロジェクト３号棟		大阪府		堺市 		 集合住宅		A:1.7 		  [PDFファイル／192KB] 

		13		大阪府営堺南長尾住宅民活プロジェクト４号棟		大阪府		堺市		 集合住宅		A:1.7		   [PDFファイル／456KB]

		14		 （仮称）豊中市曽根西町集合住宅新築工事		エヌ・ティ・ティ都市開発(株)		豊中市		集合住宅 		B+:1.2 		  [PDFファイル／516KB] 

		15		 大和リースフレスポ長田南棟		大和リース(株)		東大阪市 		集合住宅 		B+:1.2 		   [PDFファイル／206KB]		H24.9

																（完了） 

		16		 三菱倉庫茨木３号配送センター		三菱倉庫(株)		茨木市 		工場 		 A:2.1		  [PDFファイル／478KB] 		 H24.10

																（完了）

		17		 関西国際空港第二旅客ターミナル		関西国際空港(株)		 田尻町		 集会所		A:1.6 		   [PDFファイル／490KB]		 H24.9

																（完了）

																				みどり・ヒートアイランド対策関連項目 タイサクカンレンコウモク

																				Ｑ３　室外環境（敷地内） シツガイカンキョウシキチナイ				ＬＲ３　敷地外環境 シキチガイカンキョウ

																				１　生物環境の保全と創出 セイブツカンキョウホゼンソウシュツ		３　地域性・アメニティへの配慮 チイキセイハイリョ		２　地域環境への配慮 チイキカンキョウハイリョ

																		平均値 ヘイキンチ		2.4		3.1		3.0

																		5評価 ヒョウカ		0件		0件		0件

																		4評価 ヒョウカ		1件		2件		0件

																		3評価 ヒョウカ		5件		6件		4件

																		2評価 ヒョウカ		8件		1件		1件

																		1評価 ヒョウカ		1件		0件		0件

																		総件数 ソウケンスウ		15件		15件		15件

																		3評価以上の割合 ヒョウカイジョウワリアイ		40.0%		53.3%		26.7%

																		4評価以上の割合 ヒョウカイジョウワリアイ		6.7%		13.3%		0.0%





		



CO2対策

省エネ対策

みどり・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策

みどり・ヒートアイランド対策関連項目




